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（２）本年度の運用状況

ア アクセス件数

イ 情報提供指定事業所数（令和 7 年 3 月末現在）

「障害福祉サービス情報かながわ」に掲載している指定事業所の数は、11,061事業所で

す。

ウ 本年度に実施した機能拡充及び改修

（ア） 加算情報の追加・変更・廃止に伴う改修

加算情報の追加・変更・廃止に伴い、画面表示の改修を実施しました。

（イ）ウェブアクセシビリティを向上させるための改修

すべてのユーザーにとって便利で使いやすいウェブサイトを提供できるよう、本年度

はアクセシビリティ向上に向けた改修を行いました。

（３）事業評価

本年度は、大規模な制度改正に伴い、加算情報の追加・変更・廃止に対応し、画面表示の

改修を行いました。また、「障害福祉情報サービスかながわ」のウェブアクセシビリティの向

上を目的とした改修も行いました。今後も当事者と事業者、自治体をつなぐ障害福祉サービ

ス情報提供システムとして、引き続き運用してまいります。

Ⅰ‐３ 障害者 IT 利活用推進事業

１ 障害者 IT 利活用推進事業

（１）概要

本事業は、障がい者の社会参加を推進することを目的に、障がい者による IT 機器の利用・

活用を支援する事業です。支援機器やアプリなどに関する情報発信および障がい者やその支

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

令和５年度 93,307 84,964 88,970 80,626 80,080 85,014 95,507 88,095 78,054 91,304 95,803 114,781 1,076,505

令和６年度 156,643 130,188 113,719 118,245 103,075 103,188 115,008 98,908 95,118 97,238 96,900 116,163 1,344,393
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援者からの相談受付を神奈川県から受託して運用しています。

（２）本年度の実施状況

ア 障害者 IT サポートシステムの運用

障がい者やその支援者などからの IT の利活用に関する相談受付および支援要請に応じ

て、事務局による回答や関連機関との連携を行いました。

※令和 6 年度相談受付件数：14 件

イ かながわ障害者 IT 支援ネットワーク（ウェブサイト）の運用

「かながわ障害者 IT 支援ネットワーク」では、支援機器、支援アプリ、研修などに関する

情報を Facebook と連携して、障害のある方やその支援者に提供しています。

ウ 障害者 IT サポートセミナーの実施

新潟大学の山口俊光氏を講師にお招きし、ICT支援のメリット、最新機器、現場での具体

的な支援事例などを共有しました。

エ 障害者 IT 利活用推進委員会の実施

事業の企画・運営および評価を目的として、有識者や支援者などで構成される委員会を

開催して、情報提供事業の今後の展開や認知度向上に向けたご意見などをいただきまし

た。

（３）事業評価

本年度のセミナーでは、ICT の活用事例や最新機器を紹介し、「身近な端末だからこそ導

入のハードルが低く感じられた」との意見が寄せられるなど、大変好評をいただきまし

た。今後も障害のある方やその支援者に向けて、支援機器やアプリ、研修などに関する情

報を発信し、障害のある方の社会参加の促進に貢献してまいります。

かながわ障害者 IT 支援ネットワーク

https://shien-network.kanafuku.jp/

障害者 IT 利活用推進事業 Facebook

https://www.facebook.com/shien.network
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Ⅰ‐４ 子育て支援情報提供事業

１ 子育て支援情報サービスかながわ

（１）概要

「子育て支援情報サービスかながわ」は、神奈川県内の子育て支援に関する情報を提供する

ポータルサイトです。神奈川県の委託を受けて開発し、平成18年4月より運用していま す。

また、地域全体で子育て家庭を応援するためのウェブサイト「かながわ子育て応援パスポ

ート」や、父親の育児参加を応援する、かながわ版父子手帳「パパノミカタ」、神奈川県に

おける小児慢性特定疾病児童等自立支援事業

のウェブサイト「あなたのみらいを見つけに行

こう！」の管理・運用も担当しています。

本年度は、神奈川県が開設した LINE公式アカ  

ウント「かながわ子育てパーソナルサポート」

の機能強化の一環として、子育て支援情報など

をわかりやすく検索することができる、AI チャ

ットボットを開発しました。あわせて、「かなが

わ子育て応援パスポート」の協力施設情報や、

子育て支援団体情報の更新・最適化にも取り組

みました。

ア 「子育て支援情報サービスかながわ」の主な内容

（ア）行政サービス情報

     県や市町村ごとに、子育て支援サービス窓口の連絡先やウェブサイトの URL、サービ

ス概要などの情報を掲載しています。

また、神奈川県の LINE公式アカウント「かながわ子育てパーソナルサポート」と連

携しており、子育て中の方がお住まいの市町村の窓口等の情報をプッシュ型で配信し

ています。

（イ）保育所・幼稚園検索情報

ここ de サーチ（子ども・子育て支援情報公表システム）と連携し、子育て支援施設

情報を検索することができます。

（ウ）企業・職場の情報

「神奈川県子ども・子育て支援推進条例」に基づき、「かながわ子育て応援団」として

認証を受けた事業者の情報を掲載しています。

（エ）子育て支援団体情報

神奈川県内で活動する NPO や親の会、子ども食堂など、地域で子育て支援に取り組む

各種団体の情報を掲載しています。

子育て支援情報サービスかながわ

https://c.rakuraku.or.jp/
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イイ  「「かかななががわわ子子育育てて応応援援パパススポポーートト」」のの主主なな内内容容  

「かながわ子育て応援パスポート」は、子育て家庭の外出を応援するサービスです。当

会ではウェブサイトの管理・運営を実施しています。利用者は「かながわ子育て応援パス

ポート」を施設で提示すると、サービスを受けることができます。 
 

ウウ  「「パパパパノノミミカカタタ」」のの主主なな内内容容    

平成 29 年 2月に、かながわ版の父子手帳である「かながわパパ応援ウェブサイト『パパ

ノミカタ』」を開設し、子育てに関する基礎知識などを掲載しており、毎年新たなコンテン

ツを作成しています。 

  

エエ  「「かかななががわわ子子育育ててパパーーソソナナルルササポポーートト」」のの主主なな内内容容  

子育てに関する情報を必要としている方に、わかりやすくタイムリーに届けるため、ス

マートフォンのコミュニケーションアプリ LINE を活用し、子育て世帯に対して子育て支援

情報を発信しています。 

  

オオ  「「ああななたたののみみららいいをを見見つつけけにに行行ここうう！！」」のの主主なな内内容容  

小児慢性特定疾病のある児童の自立支援を目的として、神奈川県が行うさまざまな事業

の紹介や、企画記事をウェブサイトに掲載しています。 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  「「かかななががわわ子子育育ててパパーーソソナナルルササポポーートト」」のの機機能能強強化化（（チチャャッットトボボッットトのの開開発発））  

チャットボットを利用して、

子育て支援情報などをわかり

やすく検索できます。キーワー

ドや妊娠している方等の自身

の状況や家族の状況などから

も検索できます。 

 

 

 

 

 

 

イイ  パパパパノノミミカカタタ  

令和 6 年度は 6 本の記事を公開しました。 
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令和 6 年度に公開した記事

タイトル 公開

1 パパ同士で語ろう！先輩パパとのお悩み座談会
令和 6年 10月

令和 7年 2月（記事追加）

2 はじめて離乳食をつくるパパにも！かんたん離乳食レシピ 令和 6年 12月

3 横浜市立野毛山動物園 令和 6年 12月

4 日比谷花壇大船フラワーセンター 令和 6年 12月

5
LCA国際小学校北の丘センター

（相模原市立北市民健康文化センター）
令和 6年 12月

6 きょうだいを迎える準備！プチワンオペでも恐くないパパノミカタ 令和 6年 12月

ウ 子育て支援情報サービスかながわアクセス件数

（３）事業評価

少子高齢化が進む神奈川県では、これまで以上に子どもや子育て世代への支援がますます

重要となっています。本年度は、神奈川県が開設した LINE 公式アカウント「かながわ子育て

パーソナルサポート」の機能強化の一環として、子育て中の方にパーソナライズされた情報

を届けられるよう、AIチャットボット機能を開発しました。

今後も神奈川県の子育て支援事業を支える一助となることを目指し、尽力してまいります。

Ⅰ‐５ 子育て関連（妊娠・出産）情報提供事業

１ 「かながわ女性の健康・未病サイト（略称：未病女子 navi）」運営・改修業務

（１）概要

女性特有の健康課題を認識し、主体的にセル

フチェックを行って生活習慣の改善に取り組

み、生き生きと暮らすことを支援するウェブサ

イト「かながわ女性の健康・未病サイト」を神

奈川県からの委託を受けて運用・管理を行って

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

令和5年度 62,926 67,058 63,319 61,719 62,930 66,524 75,243 63,833 78,039 76,657 78,249 75,675 832,172

令和6年度 98,714 98,271 97,881 93,012 93,705 93,330 85,430 90,463 61,185 57,929 59,734 59,867 989,521

未病女子 navi https://joshi.me-byo.com/
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います。令和 6 年度は、以前からアクセス数の多かった「BMI 計算ツール」などを導入し、

利用者の満足度を高める施策を講じています。

（２）本年度の実施状況

ア ウェブサイト運用、改修業務

  検索数が多いコンテンツの改修や新規記事の追加を行いました。

   ［主な改修点］

・外部サイトにリンクしていた「BMI 計算ツール」の実装

・陸上チーム「パナソニックエンジェルス」の特集記事の制作

イ アクセス件数

ウ 未病女子 LINE かながわの運営管理

女性の健康に役立つ情報等を毎月 1 回以上（計 26 回）登録者に配信しました。

※令和 7 年 3 月現在の有効ともだち登録者数：2,712 名

（３）事業評価

令和 6 年度は、前年度リニューアルを行ったウェブサイトを運用しながら、利用者満足度

の向上を図るため追加コンテンツを制作しました。また、本年度はオンライン広告の実施に

より、昨年度より多くの方に訪れていただきました。今後も未病に関心のある女性向けの企

画を提案し、行動変容を促すコンテンツを充実させることを目標として取り組んでまいりま

す。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

令和5年度 11,457 13,587 10,312 11,247 9,772 10,145 13,100 15,933 13,928 18,953 23,708 12,971 165,113

令和6年度 6,936 10,491 10,034 9,579 22,506 17,448 28,242 17,882 37,111 28,804 32,427 15,526 236,986
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２ 妊娠・出産に関する知識普及事業「丘の上のお医者さん」運用管理

（１）概要

「丘の上のお医者さん」の運用・管理を行っ

ています。当サイトは妊娠・出産に関する知識

の普及を目的とし、妊娠・出産に関する理解の

促進を図るための各種コンテンツを提供してい

ます。

（２）本年度の実施状況

ア ウェブサイト運用業務

  本年度は神奈川県の重点施策である「プレコンセプションケア※」の推進に向け『プレコ

ンアクションお悩み診断』の実装など、ウェブサイトの一部改修を行いました。また、オン

ラインで行う「かながわプレコン相談」アクセス用の導線も整備しました。

  ※妊娠を希望する前から、将来の妊娠や出産に備えて心身の健康を整える支援や取り組みのこと。

イ アクセス件数

（３）事業評価

本年度は神奈川県の重点施策である「プレコンセプションケア」の推進に向けた改修を中

心に実施しました。オンライン広告の実施などにより、ウェブサイトの訪問者は一時的に増

加しましたが、広告実施期間を除くとアクセス件数が減少傾向にあることが課題となってい

ます。

今後も、本ウェブサイト利用者のニーズを把握し、妊娠・出産に関する情報を広く県民の

皆様に届けることを目指して運用してまいります。

丘の上のお医者さん

https://www.okanouenooisyasan.com/

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

令和5年度 101,450 102,851 95,658 83,893 74,748 43,393 37,260 32,999 25,826 29,355 26,748 30,836 685,017

令和6年度 28,132 39,667 36,243 14,324 5,829 12,369 13,039 12,511 75,490 52,167 49,647 5,709 345,127
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ⅡⅡ「「経経営営・・運運営営支支援援」」事事業業  

 
 
 
 

評価事業は、介護保険制度の導入により介護保険事業所が急速に増加

し、サービスの質にばらつきが生じる中で、誰もが安心してサービスを利

用できる環境を整えることを目的として、平成 13 年に「介護サービス評

価」を開始したことに端を発します。 

その後は、介護事業所の経営支援へと発展し、介護事業法人の経営者を

対象としたセミナーの開催やアドバイザーの派遣などを実施してきまし

た。 

現在では、経営マネジメント支援事業や介護ロボット・ICT 導入支援事

業など、多岐にわたる取り組みを展開しています。 

  

   



 
 

 

「経営・運営支援」事業の主な内容 
 
 平成 15 年度より実施している「地域密着型サービス外部評価事業」は、令和 3年の介護保険制

度改正により、地域密着型サービス外部評価または運営推進会議における評価のいずれかを選択

することができるようになりました。これを受けて事業の縮小を予想していましたが、継続的な

受審が多く、前年度から 1 件の減少にとどまりました。そのため、新規調査員を増員し、より一

層の教育・研修を充実させてまいりました。今後も評価機関としての質を高めてまいります。 

 

平成 27 年度より実施している「経営マネジメント支

援事業」では、中小規模の法人が経営する介護サービ

ス事業所の経営や職場環境改善に向けて様々な形で情

報提供を実施してきました。また、令和 5 年度から離

職防止対策として「メンター制度研修」も実施してい

ます。経営アドバイザーに関してはオンライン中心で

実施していましたが、本年度は大半を訪問で実施し、

現場を見ながら相談を進めることができました。 

 

 介護・障害・子育ての現場においては、サービスを

提供する人財確保や育成、定着が課題となっています。

提供するサービスの維持・向上を図るためにはロボッ

トや ICT の利活用が有効な手段の 1 つとされ、国や自

治体も補助金や助成金などの制度を整備し、導入や活

用への支援に動いています。一方でデジタル機器を提

供する側（メーカー）と受け手側（介護・障害施設等）

において、意識の差やニーズ、ウォンツにおけるミスマッチが起きているとの指摘もあります。 

 双方のミスマッチを解消し、ロボットや ICT、デジタル機器の活用を担う人財の育成と推進を図

ることを目的に、当会では平成 30年度より介護・生活支援ロボット普及推進協議会・活用研究会

を立ち上げ、活動を行っています。「協議会」「活用研究会」では、定例会議や機器の実証実験、展

示会への出展、デモンストレーションなど多岐にわたり活動を行っています。令和 6 年度は神奈

川県や県内政令市の事業委託のほか、厚生労働省や経済産業省の事業委託もあり、全国区での活

動実績が顕著となりました。2025年、2040 年問題が懸念され久しいですが、今後も少子高齢社会

の進行に伴い、働き手や担い手がより不足することが予想されます。本年度は次年度以降の全国

展開を見据え、京都府、沖縄県（いずれも厚労省事業）においてもデジタル機器普及のためのセ

ミナー、展示会を開催し、多くの方にお越しいただきました。次年度以降も、さらなる普及啓発

に向けて邁進してまいります。 
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ⅡⅡ‐‐１１  評評価価事事業業  

 
１１  介介護護ササーービビスス評評価価事事業業  

  

（（１１））概概要要  

平成 13 年度より「事業所自己評価」と「利用者評価」を組み合わせた介護サービス評価

を実施しています。 
事業所自己評価は、事業所が提供しているサービスを評価項目ごとに自ら評価し、利用者

評価は、無記名方式のアンケート調査（選択式 20 問と自由記述 2 問）を実施しています。

事業所自己評価および利用者評価の評価結果については、その概要を介護情報サービスかな

がわにて公開しています。 

 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  実実施施日日程程  

 募集受付期間 アンケート回答期間 報告書完成 

第 1 期 5 月 1 日～6 月 12 日 6 月 28 日～8 月 1 日 8 月 31 日 

第 2 期 7 月 1 日～8 月 1 日 8 月 17 日～9 月 17 日 10 月 27 日 

第 3 期 9 月 2 日～10 月 1 日 10 月 22 日～11 月 22 日 12 月 20 日 

第 4 期 11 月 1 日～12 月 1 日 12 月 18 日～令和 7 年 1 月 20 日 令和 7 年 2 月 10 日 

第 5 期 12 月 20 日～令和 7 年 1 月 24 日 令和 7 年 2 月 8 日～3 月 10 日 令和 7 年 3 月 31 日 

評価結果の公開締切：令和 7 年 3 月 31 日 

 

イイ  ササーービビスス毎毎のの実実績績  

サービス 第 1期 第 2期 第 3期 第 4期 第 5期 合計 

介護老人福祉施設 5 0 3 1 2 11 

介護老人保健施設 0 0 1 1 2 4 

居宅介護支援 21 13 17 9 8 68 

地域密着型通所介護 4 3 5 5 7 24 

通所リハビリテーション 1 0 2 0 2 5 

通所介護 10 4 4 2 2 22 

特定施設入居者生活介護 7 0 0 1 11 19 

認知症対応型通所介護 3 0 0 0 0 3 

福祉用具貸与 

特定福祉用具販売 
1 4 24 5 1 35 

訪問介護 16 18 15 7 4 60 

訪問看護 5 6 8 6 10 35 

訪問入浴介護 0 0 3 0 0 3 

訪問リハビリテーション 0 1 1 0 1 3 

短期入所生活介護 2 0 2 1 0 5 

短期入所療養介護 0 0 0 0 1 1 

小規模多機能型居宅介護 0 1 2 0 0 3 

その他※ 4 0 2 0 0 6 

合計 79 50 89 38 51 307 

    ※その他内訳：養護老人ホーム 1、ナーシングホーム 2、生活介護（障害者自立支援法）1、 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 2 
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（（３３））事事業業評評価価  

実施件数は、昨年度より 17 件増の 307 件となりました。本年度は、チラシをリニューア

ルし、配布を行うなどの周知活動を行い、新規事業所からの申込みもありました。今後も本

事業の認知度向上に向け、取り組んでまいります。 
 
 
２２  地地域域密密着着型型ササーービビスス外外部部評評価価事事業業  

  

（（１１））概概要要  

地域密着型サービス外部評価は、認知症対応型共同生活介護事業所が日頃提供しているサ

ービスを「自己評価（68 項目）」と「外部評価（23 項目）」で点検し、サービスの質の向上に

つなげるための仕組みとなっています。 

   

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

    アア  実実施施件件数数 

67 事業所 

 

  イイ  調調査査員員研研修修  

  

  

  

  

  

  

  

 ウウ  調調査査員員のの新新規規採採用用  

   本年度は、外部評価調査員の新規養成研修を修了した 5 名と新たに契約を締結しました。 

 

（（３３））事事業業評評価価  

本年度は、新型コロナウイルス感染症が 5 類感染症に移行後 1 年を経て、運営推進会議

で地域密着型サービス外部評価を実施する事業所数が増加に転じたことで、申込件数の減

少が予測されていました。しかし、評価機関による従来の調査を選択する事業所が想定以

上に多く、申込件数は昨年度と同数となりました。 

 

 

 

 

 

開催日 
①令和 6年 6 月 10日（内部研修） 

②令和 6年 9 月 28日（内部研修） 

開催方法・会場 
①オンライン配信 

②集合研修（会場：日土地山下町ビル 2階 会議室） 

テーマ・内容 
①制度改正で何が求められるようになったのか 

②外部評価項目別解説 ヒアリングのポイント 

講師 松川 竜也氏（ツツイグループ 医療法人徳寿会 顧問） 

参加人数 ①8名、②11 名 
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開催日 
①令和 6年 6 月 10日（内部研修） 

②令和 6年 9 月 28日（内部研修） 

開催方法・会場 
①オンライン配信 

②集合研修（会場：日土地山下町ビル 2階 会議室） 

テーマ・内容 
①制度改正で何が求められるようになったのか 

②外部評価項目別解説 ヒアリングのポイント 

講師 松川 竜也氏（ツツイグループ 医療法人徳寿会 顧問） 

参加人数 ①8名、②11 名 

Ⅱ－２ 優良介護事業所認証事業

１ 優良介護事業所認証事業（神奈川県委託事業）

（１）概要

神奈川県内の介護サービス事業所

等を対象に、「かながわ認証」の取得

申請を行った事業所のうち、介護サ

ービスの質、人材育成や処遇改善等

が一定の水準を満たしている場合

に、優良介護サービス事業所として

「かながわ認証」事業所を選定する

事業です。あわせて、認証事業所のう

ち、特に顕著な成果を上げた事業所

を「かながわベスト介護セレクト

20」として表彰し、奨励金を交付しています。

また、認証基準を満たさない事業所を対象に、認証取得に向けた支援を実施しています。

（２）本年度の実施状況

ア「かながわ認証」の周知

制度の概要説明や申請開始日および締切日の周知、申請書類の書き方指導、質問への対応

を行いました。

周知方法 詳細

チラシ・ポスター配布
配布先：県内市町村、事業者団体、職能団体、地域包括支援センター等

チラシ：約 8,000部、ポスター：約 750部

事業者団体等への

周知依頼

・公益社団法人横浜市福祉事業経営者会

・社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会

・一般社団法人神奈川県高齢者福祉施設協議会 他

メール配信
配信日：令和 6年 5 月 29日

対象：申請対象となる事業を運営する振興会法人会員

制度説明会 開催日：令和 6年 6 月 4日  会場：ウィリング横浜

イ「かながわ認証」の受付及び審査会の運営

申請書類の受付および補正対応を行いました。また、「かながわ認証」審査会および次年

度以降の制度変更に関する「かながわ認証」制度検討会を開催・運営しました。

ウ「かながわ認証」取得支援

「かながわ認証」取得に向けた支援を実施しました。令和 6 年度は、オンラインセミナ

ーの開催（全 8 回）、アドバイザー派遣などを行いました。
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認証取得支援セミナー 

 

（（３３））事事業業評評価価  

令和 6 年度は、「かながわ認証」取得のメリットにつながるよう、チラシ・ポスターを作

成して県内行政、地域包括支援センター等へ配布し、県民および介護関係事業所に向けた

「かながわ認証」の普及啓発に努めました。 

審査会において 69 事業所を「かながわ認証」対象事業所として選定し、認証書の交付を

行いました。また、介護の日関連イベントとして令和 6年 11 月 2 日に開催された「介護フ

ェア」において、優良介護サービス事業所「かながわ認証」認証書交付式、「かながわベス

ト介護セレクト 20」表彰式を実施しました。 

「かながわ認証」の制度検討会では、これまでの運用における成果や課題を整理し、今後

の運用に向けた効果的な対応方法、制度の認知度向上、認証取得事業所のインセンティブの

創出など、制度の価値を高める取り組みについて検討を進めました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開催日 
令和 6年 12月 23日、令和 7 年 1月 23日、2月 3日、2月 7日、3月 6日 

※令和 7年 1 月 23日、2 月 3日、3月 6日は 2講座を開催 

開催方法 
令和 6年 12月 23日、令和 7 年 1月 23日、2月 3日、2月 7日：オンライン 

令和 7年 3月 6日：会場（ウィリング横浜） 

テーマ・内容 

○「現場視点で語る人材マネジメント」 

○「不適切ケアと虐待防止 前編」 

○「不適切ケアと虐待防止 後編」 

○「認知症理解・対応講座 前編」 

○「認知症理解・対応講座 後編」 

○「中重度要介護者への対応」 

○「介護ロボット・ICTの効果的な活用について」 

○「介護現場における採用・育成・定着に向けて」 

講師 
オンライン：梅本 聡氏（株式会社 Qship 代表取締役） 

会場：得永 真人（公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 事業推進部長） 

参加人数 

390名 

（1回：30名、 2回：77名 、3回：74名、4回：55名、5回 57名、6回：30名、 

7回：51名、8 回：16名） 

介護フェア in かながわにおける「かながわベスト介護セレクト 20」表彰式 
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審査会において 69 事業所を「かながわ認証」対象事業所として選定し、認証書の交付を

行いました。また、介護の日関連イベントとして令和 6年 11 月 2 日に開催された「介護フ

ェア」において、優良介護サービス事業所「かながわ認証」認証書交付式、「かながわベス

ト介護セレクト 20」表彰式を実施しました。 

「かながわ認証」の制度検討会では、これまでの運用における成果や課題を整理し、今後

の運用に向けた効果的な対応方法、制度の認知度向上、認証取得事業所のインセンティブの

創出など、制度の価値を高める取り組みについて検討を進めました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開催日 
令和 6年 12月 23日、令和 7 年 1月 23日、2月 3日、2月 7日、3月 6日 

※令和 7年 1 月 23日、2 月 3日、3月 6日は 2講座を開催 

開催方法 
令和 6年 12月 23日、令和 7 年 1月 23日、2月 3日、2月 7日：オンライン 

令和 7年 3月 6日：会場（ウィリング横浜） 

テーマ・内容 

○「現場視点で語る人材マネジメント」 

○「不適切ケアと虐待防止 前編」 

○「不適切ケアと虐待防止 後編」 

○「認知症理解・対応講座 前編」 

○「認知症理解・対応講座 後編」 

○「中重度要介護者への対応」 

○「介護ロボット・ICTの効果的な活用について」 

○「介護現場における採用・育成・定着に向けて」 

講師 
オンライン：梅本 聡氏（株式会社 Qship 代表取締役） 

会場：得永 真人（公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 事業推進部長） 

参加人数 

390名 

（1回：30名、 2回：77名 、3回：74名、4回：55名、5回 57名、6回：30名、 

7回：51名、8 回：16名） 

介護フェア in かながわにおける「かながわベスト介護セレクト 20」表彰式 

 
 

ⅡⅡ－－３３  介介護護ロロボボッットト・・IICCTT 活活用用事事業業  

 

１１  介介護護ロロボボッットト・・IICCTT 導導入入支支援援補補助助金金事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

介護サービス事業所等を対象とした「介護ロボット・ICT導入支援事業費補助金（以下「補

助金事業」という。）」に関する事務を実施しています。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

    アア  説説明明会会のの実実施施  

     令和 6 年度介護・生活支援ロボットフォーラムにおいて補助金事業に関する説明会を

実施しました。 

開催日 令和 6年 6月 4日 

内容 

○令和 6年度神奈川県介護ロボット・ICT導入支援補助金概要について 

○介護・生活支援ロボット普及推進協議会活動について 

○介護生産性向上総合相談センターについて、伴走支援について 

○ロボット・ICT展示会（約 30社出展） 

参加者数 約 100名 

 

   イイ  補補助助金金事事業業事事務務  

期間 令和 6年 11月 5日～11月 15 日 

実施内容 

・募集にかかる広報、補助金説明会の開催、事業所からの問合せ対応、 

申請書の受付 

・業務の審査、報告書の受付業務の審査、補助対象ロボットの審査対応、 

交付決定通知書の発送 

・導入支援アドバイザーの派遣 等 

実績 

申請状況 

介護ロボット  86法人 175 事業所 

ICT      108法人 280 事業所 

パッケージ型  78法人 174 事業所 

実績報告 

介護ロボット  36法人 36 事業所 

ICT      67法人 67事業所 

パッケージ型  44法人 44事業所 

※神奈川県への返戻、年度繰り越し、辞退を除く 

 

((３３))事事業業評評価価  

  本年度の補助金事業においては、申請受付の開始が例年より約 6 か月遅れたことにより、年

度末の実績報告に関しては短期間での対応を余儀なくされました。 

そうした中にあっても、約 92％の実績報告について審査を完了させることができ、例年と比

較しても遜色のない処理件数を達成しました。 
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２２  介介護護・・生生活活支支援援ロロボボッットト普普及及推推進進協協議議会会、、活活用用研研究究会会  

 

（（１１））概概要要  

介護現場の人財確保、サービスの向上、介護現場におけるデジタル機器の普及啓発などを

目的として、「介護・生活支援ロボット普及推進協議会（以下「協議会」という。）、「介護・生

活支援ロボット活用研究会（以下「研究会」という。）を平成 30 年度に発足しました。 

協議会は介護ロボットを開発するメーカー側、活用研究会は機器等を実際に活用する介護

施設側が参加し、相互に交流を行いながら活動しています。 

令和 7 年 3 月 31 日現在、協議会は介護ロボットおよび ICT メーカー・ベンダー約 60 社、

活用研究会は介護・障害の法人施設等約 30 事業者が参画しています。その他、神奈川県およ

び政令市の所管部署のほか、専門機関もオブザーバーとして参加し、組織の枠を超えて介護

福祉業界の発展に向けて活動しています。 

主な活動内容としては、定例会議（年 4 回）、展示会（神奈川県内で年 3 回開催、京都府、

沖縄県でも開催）のほか、デモンストレーション（年 1 回）、実証実験（年数か所）、事業相

談（ロボット・ICT メーカー及び介護・障害施設等）を行っています。 

また、本年度は厚生労働省、経済産業省の事業受託や講師としての講演も行いました。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

      アア  定定例例会会議議（（年年 44 回回実実施施））  

     介護・生活支援ロボット普及推進協議会・活用研究会 連絡会議（同時開催） 

開催日 

第 1回 令和 6年 5 月 17日 

第 2回 令和 6年 9 月 13日 

第 3回 令和 6年 12 月 6日 

第 4回 令和 7年 3 月 14日 

開催方法・会場 
オンライン開催（第 3回） 

対面開催：ロイヤルホールヨコハマ（第 1,2,4回）  

内容 

・令和 6年度事業進捗について 

・令和 6年度実証実験について 

・令和 6年度介護・生活支援ロボット認証について 

・各種講演ほか（厚労省・経産省など） 

 

イイ  展展示示会会・・導導入入相相談談会会のの主主催催運運営営  

第 1回介護・生活支援ロボットフォーラム 

開催日 令和 6年 6月 4日 

会場 ウィリング横浜 

出展 約 30社 

第 2回介護・生活支援ロボットフォーラム 

開催日 令和 7年 3月 6日 

会場 ウィリング横浜 

出展 約 30社 

 

ウウ  実実証証実実験験    

継続を強く望む声が寄せられていることから、今年度も感染症予防対策をしながら実

証実験を行いました。本年度はこれまでのスキームに一部報告事項などを追加し、活用
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２２  介介護護・・生生活活支支援援ロロボボッットト普普及及推推進進協協議議会会、、活活用用研研究究会会  

 

（（１１））概概要要  

介護現場の人財確保、サービスの向上、介護現場におけるデジタル機器の普及啓発などを

目的として、「介護・生活支援ロボット普及推進協議会（以下「協議会」という。）、「介護・生

活支援ロボット活用研究会（以下「研究会」という。）を平成 30 年度に発足しました。 

協議会は介護ロボットを開発するメーカー側、活用研究会は機器等を実際に活用する介護

施設側が参加し、相互に交流を行いながら活動しています。 

令和 7 年 3 月 31 日現在、協議会は介護ロボットおよび ICT メーカー・ベンダー約 60 社、

活用研究会は介護・障害の法人施設等約 30 事業者が参画しています。その他、神奈川県およ

び政令市の所管部署のほか、専門機関もオブザーバーとして参加し、組織の枠を超えて介護

福祉業界の発展に向けて活動しています。 

主な活動内容としては、定例会議（年 4 回）、展示会（神奈川県内で年 3 回開催、京都府、

沖縄県でも開催）のほか、デモンストレーション（年 1 回）、実証実験（年数か所）、事業相

談（ロボット・ICT メーカー及び介護・障害施設等）を行っています。 

また、本年度は厚生労働省、経済産業省の事業受託や講師としての講演も行いました。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

      アア  定定例例会会議議（（年年 44 回回実実施施））  

     介護・生活支援ロボット普及推進協議会・活用研究会 連絡会議（同時開催） 

開催日 

第 1回 令和 6年 5 月 17日 

第 2回 令和 6年 9 月 13日 

第 3回 令和 6年 12 月 6日 

第 4回 令和 7年 3 月 14日 

開催方法・会場 
オンライン開催（第 3回） 

対面開催：ロイヤルホールヨコハマ（第 1,2,4回）  

内容 

・令和 6年度事業進捗について 

・令和 6年度実証実験について 

・令和 6年度介護・生活支援ロボット認証について 

・各種講演ほか（厚労省・経産省など） 

 

イイ  展展示示会会・・導導入入相相談談会会のの主主催催運運営営  

第 1回介護・生活支援ロボットフォーラム 

開催日 令和 6年 6月 4日 

会場 ウィリング横浜 

出展 約 30社 

第 2回介護・生活支援ロボットフォーラム 

開催日 令和 7年 3月 6日 

会場 ウィリング横浜 

出展 約 30社 

 

ウウ  実実証証実実験験    

継続を強く望む声が寄せられていることから、今年度も感染症予防対策をしながら実

証実験を行いました。本年度はこれまでのスキームに一部報告事項などを追加し、活用

 
 

研究会委員の障害者施設にて実施しました。上市前の機器についてモニタリングを求め

る声もあり、次年度の実施を予定しています。これまで実証実験は、1 施設で行うケース

が多くありましたが、本年度は 1 機種について複数の施設やサービスにおいて実証を行

い、新たに得られた成果がありました。 

本年度の実証実験では、施設長や管理者に加え、多くの現場スタッフにも参加いただ

いたことで、管理者の視点と現場の視点の双方を踏まえた評価を行い、フィードバック

を実施しました。 

 

エエ  デデモモンンスストトレレーーシショョンン  

    11月 26 日、27日の 2 日間で計 7 機種のデモンストレーションを行いました。各回に

活用研究会委員が参加し、対面にて 1 機種ごとに製品紹介や機能説明、導入メリットな

どを含めたデモンストレーションを行い、活用研究会委員から意見や機器販促（特に施

設側が求める内容）についてアドバイスなどを行いました。すでにデモンストレーショ

ン機器を導入している施設の委員からは、他機器との比較や機器に対する改良提案など、

活発な議論が交わされました。 

    これまでは活用研究会委員が審査を行っていましたが、会場となった施設の管理者を

はじめ、現場リーダーや医療職、事務職の方の参加もあり、多角的な意見をいただくこ

とができました。参加されたスタッフからは、自身の所管や自施設の状況に基づいたコ

メントに加え、他の現場でも受け入れられるオペレーションとは何かについて、率直な

意見交換が行われました。 

 

（（３３））事事業業評評価価  

   本年度のデモンストレーションは、例年参加がなかった活用研究会委員を中心に構成し、

実施しました。機器の機能性や活用方法だけではなく、どのような場面で使用し、どのよう

な効果を期待するのかなど、現場に即した意見が出されました。機器の評価だけではなく、

介護事業者側へのアプローチ方法についても言及があり、大変有意義な機会となりました。 

   限られた時間内でのプロモーションではありましたが、プレゼンテーションを行うメーカ

ー側にとっては、事業者が何を求めているのかを改めて認識する貴重な機会となったものと

考えています。次年度以降も、引き続き本取組を継続して実施してまいります。 

 

 

３３  かかななががわわ介介護護・・生生活活支支援援ロロボボッットト認認証証事事業業  

  

（（１１））概概要要  

介護・生活支援ロボットの普及啓発として、一定の基準を設け、さらにユーザー視点を加

えた評価を行い、基準を超えた機種について「介護・生活支援ロボット認証」を付与する事

業です。本年度は事業 2 年目となり、より制度の周知が図れたと思われます。 
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（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

   7 月より応募受付を開始し、10 月にガイドラインを基にした一次審査（書類審査）、12 月に

モニター実施施設においてガイドラインを基にした二次審査、認証審査会にて最終審査を行

いました。本年度は 5 法人から 6 機種の申込があり、4 法人 5 機種に対し認証を付与しまし

た（1 社 1 機種は令和 6年度末現在継続審査中）。 

 

（（３３））事事業業評評価価  

令和 6 年度においても、介護ロボットの信頼性を評価する「介護・生活支援ロボット認証」

制度を継続実施しました。本制度では、専門家による審査会を設置し、ガイドラインの策定か

ら応募受付、審査、認証付与に至るまでの一連のスキームを構築し、ユーザー評価に基づく「安

心・安全・信頼のメルクマーク」として機能させています。 

認証を取得したメーカーからは、「自信をもって営業活動ができるようになった」との声が寄

せられており、制度の有効性がうかがえます。 

また、これまで市場ではメーカー主導の機器が中心となる傾向がありましたが、本認証の取

得を通じて製品の信頼性が可視化され、より広く周知・評価されることで、ユーザーからの信

頼向上にもつながっているとの意見もいただいています。 

 

 

４４  そそのの他他事事業業（（フフォォーーララムム、、国国・・自自治治体体事事業業等等））  

 

４４－－１１  介介護護ロロボボッットトフフォォーーララムム（（京京都都府府、、沖沖縄縄県県））（（厚厚生生労労働働省省委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

介護ロボットの普及におけるプラットフォームが未整備な地域においてセミナーや展示会

を実施し、情報提供や、施設とメーカーとのマッチング支援を行う事業です。本年度は京都

府と沖縄県にて、普及啓発のための講演、展示会などを実施しました。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

  介護ロボット地域フォーラム in京都 

開催日 令和 6年 11月 21日 

会場 ハートピア京都 

内容 

介護ロボット地域フォーラム in京都 

講師 

京都府 健康福祉部 地域福祉推進課  

株式会社 NTT データ経営研究所  

公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 事業推進部長 得永真人 

出展数 32社 

参加人数 150名 
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（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

   7 月より応募受付を開始し、10 月にガイドラインを基にした一次審査（書類審査）、12 月に

モニター実施施設においてガイドラインを基にした二次審査、認証審査会にて最終審査を行

いました。本年度は 5 法人から 6 機種の申込があり、4 法人 5 機種に対し認証を付与しまし

た（1 社 1 機種は令和 6年度末現在継続審査中）。 

 

（（３３））事事業業評評価価  

令和 6 年度においても、介護ロボットの信頼性を評価する「介護・生活支援ロボット認証」

制度を継続実施しました。本制度では、専門家による審査会を設置し、ガイドラインの策定か

ら応募受付、審査、認証付与に至るまでの一連のスキームを構築し、ユーザー評価に基づく「安

心・安全・信頼のメルクマーク」として機能させています。 

認証を取得したメーカーからは、「自信をもって営業活動ができるようになった」との声が寄

せられており、制度の有効性がうかがえます。 

また、これまで市場ではメーカー主導の機器が中心となる傾向がありましたが、本認証の取

得を通じて製品の信頼性が可視化され、より広く周知・評価されることで、ユーザーからの信

頼向上にもつながっているとの意見もいただいています。 

 

 

４４  そそのの他他事事業業（（フフォォーーララムム、、国国・・自自治治体体事事業業等等））  

 

４４－－１１  介介護護ロロボボッットトフフォォーーララムム（（京京都都府府、、沖沖縄縄県県））（（厚厚生生労労働働省省委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

介護ロボットの普及におけるプラットフォームが未整備な地域においてセミナーや展示会

を実施し、情報提供や、施設とメーカーとのマッチング支援を行う事業です。本年度は京都

府と沖縄県にて、普及啓発のための講演、展示会などを実施しました。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

  介護ロボット地域フォーラム in京都 

開催日 令和 6年 11月 21日 

会場 ハートピア京都 

内容 

介護ロボット地域フォーラム in京都 

講師 

京都府 健康福祉部 地域福祉推進課  

株式会社 NTT データ経営研究所  

公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 事業推進部長 得永真人 

出展数 32社 

参加人数 150名 

   

 

 

 
 

介護ロボット地域フォーラム in沖縄 

開催日 令和 6年 12月 19日 

会場 沖縄産業支援センター 

内容 

介護ロボット地域フォーラム in沖縄 

講師 

沖縄県 保健医療介護部 高齢者介護課  

株式会社 NTT データ経営研究所  

公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 事業推進部長 得永真人 

出展数 21社 

参加人数 250名 

 

（（３３））事事業業評評価価  

   令和 4 年度の長野県、令和 5 年度の高知県に続き県外での開催となりました。告知に関し

ては、京都府、沖縄県の行政機関のご協力を得て実施しました。京都府は近隣の他府県と比

べて介護ロボットの普及が十分に進んでいない地域でしたが、今回の展示会を行うことで多

くの方に関心を寄せていただきました。 

沖縄県では介護記録や請求の ICT 化が進んでいるところが少ないため、業務支援ソフトへ

の関心が多い印象でした。参加者からは、数少ない介護ロボットの展示会のため、参加でき

て良かったとのお声をいただきました。 

   いずれも、地元自治体、事業者、関連団体の支援のもと告知を行い、多くの方に参加いた

だけました。また、ローカルメディアの取材も受け、福祉現場における人財不足によるサー

ビス低下の懸念とその解消の一助としての介護ロボットや ICT といったデジタル機器の活用

に注目が集まっていることを改めて実感しました。 

 

４４－－２２  障障害害福福祉祉ササーービビスス事事業業所所等等ににおおけけるるロロボボッットト等等導導入入にに伴伴うう研研修修会会及及びび体体験験会会事事業業  

（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  
（（１１））概概要要  

障害福祉分野におけるロボット等の活用による生産性向上に係る取り組みの促進が求めら

れていることを踏まえ、障害福祉サービス事業所等の職員の負担軽減に関する業務改善に係

る取り組みを推進することを目的とした事業です。ロボット等の導入に係る費用支援制度の

説明や活用に関する研修・体験会を実施しました。 

  

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

  アア  オオンンラライインンパパネネルルデディィススカカッッシショョンン  

開催日 令和 6年 10月 16日 

会場 ZOOMを用いたオンライン配信 

内容 パネルディスカッション 

テーマ・講師 

○ロボットメーカー機器実演説明 

・「SaraFlex」 アルジョ・ジャパン株式会社 

・「PALRO」 富士ソフト株式会社 

○パネルディスカッション 

・「現場における課題と現在講じている対応策について」 

・「現場目線で必要とされる機器や求める支援について（自治体など）」 

参加人数 26名 
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イイ  展展示示会会・・体体験験会会  

開催日 令和 6年 10月 24日 

会場 横浜情報文化センター（情文ホール） 

内容 体験・展示会、セミナー、補助金相談窓口 

テーマ・講師 

○「神奈川県の取り組みについて」 

・障害サービス課 ・産業振興課 

○「福祉現場における課題と解決策としてのロボット活用について」 

・紅梅学園 

出展者数 19社 

参加人数 60名 

 

（（３３））事事業業評評価価  

   これまで介護ロボット・ICTの普及においては、介護分野に関するものが中心でしたが、障

害分野においても、サービスの質向上を図るため、デジタル機器の活用に関心が寄せられて

います。 

   障害福祉サービスを提供する際に、具体的にどんな機器があるのか、どのような活用方法

があるのかなど、本事業を通じて知っていただく貴重な機会となりました。実際に機器に触  

れ、体験することの有用性を実感する声も多く寄せられました。事業者にとって有益な情報

提供を行う機会が必要であることを再認識し、今後も継続して事業を展開してまいります。 

   在宅分野や障害福祉施設・事業所においてはロボットや ICT の普及について課題がありま

すが、導入時の補助金や助成金への関心の高さもうかがえました。サービスの質向上に向け

てはどのような機器があるのかといった内容の問い合わせも増加傾向にあります。 

   現場の課題を抽出し、その解決の一助として活用を検討する動きも高まっており、今後も

引き続き介護・福祉事業所の支援をしてまいります。 

 

 

 

 

ⅡⅡ‐‐４４  経経営営支支援援事事業業 
 
１１  経経営営ママネネジジメメンントト支支援援事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

神奈川県内の介護サービスを提供する事業所を対象に、介護従事者の労働環境の整備を通

じて、人財の確保・定着を図ることを目的として、以下を実施する事業です。 
・経営マネジメントセミナーの開催 
・経営アドバイザーの派遣 
・メンター制度研修 

受講者の利便性や受講効果を考慮し、セミナーは 18 講座すべてをオンライン形式で開催し

ました。 
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イイ  展展示示会会・・体体験験会会  

開催日 令和 6年 10月 24日 

会場 横浜情報文化センター（情文ホール） 

内容 体験・展示会、セミナー、補助金相談窓口 

テーマ・講師 

○「神奈川県の取り組みについて」 

・障害サービス課 ・産業振興課 

○「福祉現場における課題と解決策としてのロボット活用について」 

・紅梅学園 

出展者数 19社 

参加人数 60名 

 

（（３３））事事業業評評価価  

   これまで介護ロボット・ICTの普及においては、介護分野に関するものが中心でしたが、障

害分野においても、サービスの質向上を図るため、デジタル機器の活用に関心が寄せられて

います。 

   障害福祉サービスを提供する際に、具体的にどんな機器があるのか、どのような活用方法

があるのかなど、本事業を通じて知っていただく貴重な機会となりました。実際に機器に触  

れ、体験することの有用性を実感する声も多く寄せられました。事業者にとって有益な情報

提供を行う機会が必要であることを再認識し、今後も継続して事業を展開してまいります。 

   在宅分野や障害福祉施設・事業所においてはロボットや ICT の普及について課題がありま

すが、導入時の補助金や助成金への関心の高さもうかがえました。サービスの質向上に向け

てはどのような機器があるのかといった内容の問い合わせも増加傾向にあります。 

   現場の課題を抽出し、その解決の一助として活用を検討する動きも高まっており、今後も

引き続き介護・福祉事業所の支援をしてまいります。 

 

 

 

 

ⅡⅡ‐‐４４  経経営営支支援援事事業業 
 
１１  経経営営ママネネジジメメンントト支支援援事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

神奈川県内の介護サービスを提供する事業所を対象に、介護従事者の労働環境の整備を通

じて、人財の確保・定着を図ることを目的として、以下を実施する事業です。 
・経営マネジメントセミナーの開催 
・経営アドバイザーの派遣 
・メンター制度研修 

受講者の利便性や受講効果を考慮し、セミナーは 18 講座すべてをオンライン形式で開催し

ました。 
 

 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  経経営営アアドドババイイザザーー派派遣遣  

（（アア））アアドドババイイザザーー派派遣遣実実績績  

30 法人 31 事業所に対し、延べ 88 回アドバイザーを派遣しました。1 事業所あたり、

1 回最大 3 時間・最大 5回までの派遣を行いました。 

【主な相談内容】 

中期経営計画の策定、就業規則作成・見直し、人財育成方針・教育体系の構築・ 

見直し、事業所訪問型研修の実施、各種助成金の受給支援、特定処遇改善加算を 

はじめとする各種加算算定支援、サテライト設置の相談など 

 

       （（イイ））アアドドババイイザザーーのの選選定定  

本事業および当会で実績のある講師陣などの中から、派遣を求める事業所の解決す

べき課題および専門家としての実績などを総合的に勘案して選定しました。 
経営マネジメントアドバイザー 

講師名 所属 担当分野 

越石 能章氏 社会保険労務士法人 D・プロデュース 代表 人事・労務 

三塚 浩二氏 株式会社 コンクレティオ 代表取締役 人事・労務 

栗原 恵子氏 SRofficeあすら 代表 人事・労務 

古江 一輝氏 かながわ介護社労士事務所 代表 人事・労務 

山下 典明氏 社会保険労務士法人 ことのは 中小企業診断士 人事・労務 

馬場 博氏 一般社団法人 C.C.Net 専務理事・チーフアドバイザー 事業所経営 

梅本 聡氏 株式会社 Qship 代表取締役 事業所経営 

松川 竜也氏 ツツイグループ 医療法人徳寿会 顧問 事業所経営 

川澄 弘喜氏 
介護保険施設管理者、居宅介護、グループホーム、 

デイサービス事業所アドバイザー 他 
事業所経営 

柴田 範子氏 特定非営利活動法人 楽 理事長 事業所経営 

石田 輝樹氏 株式会社リカバリータイムズ 代表取締役 事業所経営 

片山 海斗氏 
Professional Care International株式会社 

Founder CEO 
事業所経営 

大坪 信喜氏 福祉マネジメントラボ 代表コンサルタント 事業所経営 

藤見 ひでゆき氏 株式会社 Funcul 代表取締役 事業所経営 

  

イイ  経経営営ママネネジジメメンントトセセミミナナーー  

  

開催日 

第 1コース 

人材育成・定着 

令和 6年 7月 22日、8月 5日、11月 14日、12月 17日、 

令和 7年 1月 16日、2月 28 日の 6日間 

第 2コース 

経営安定・戦略 

令和 6年 9月 9日、10月 7 日、11月 7日、12月 3日、 

令和 7年 1月 20日、2月 12 日の 6日間 

第 3コース 

時事トピック 

令和 6年 6月 20日、7月 8日、8月 29日、10月 30日、 

令和 7年 1月 30日、2月 6日の 6日間 

開催方法・会場 オンライン配信（撮影会場：振興会応接室） 

テーマ・内容 

○補助金・助成金制度    〇介護職員処遇改善加算   

○令和 6年度介護報酬改定  ○稼働率向上につながる人材育成 

○虐待防止と身体拘束適正化の運営指針    ○介護事業所の経営計画策定 

○財務諸表  ○財務分析  ○経営戦略（施設編・在宅編） 

○実践型リーダーシップ研修 ○管理者の在り方 ○カスタマーハラスメント 

○人材確保   ○次世代幹部候補・次期経営者の育成 

○生産性向上  ○介護集客マーケティング   

○人材採用と定着を成功させる組織作り 
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ウウ  メメンンタターー制制度度研研修修  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

（（３３））事事業業評評価価  

経営マネジメントセミナーでは、制度改正などの時事的なテーマを中心にセミナーを企画

しました。受講者のアンケートでは「オンラインは参加しやすいので継続してほしいです」

「無料で受けられるセミナーで、このように有意義で参考になるものは大変嬉しく思います

ので、今後も参加していきたいと思います」「なかなか現場を抜けられないので、Zoom で研修

が受けられるのは本当に助かります」などの意見が寄せられました。オンライン開催による

研修が介護の現場のニーズに合い、セミナーへの期待値は高く、継続的な開催を希望する意

見を多くいただきました。 

経営アドバイザーでは、利用者獲得や収支改善、業務拡大など経営戦略・安定を目的とし

た相談が 31件中 16 件であり、就業規則やキャリアパスの見直し、処遇改善加算など人事労

務・就業環境整備に関する相談や人財確保・育成に関する相談等が 15 件でした。状況に合

わせて長期的に関わり、継続的な側面支援の必要正を感じました。 

  本年度はメンター制度に関する研修を計 4 回開催しました。会場開催のメンター研修では、

定員 20 名程度に対し、開催 1 カ月前には 30 名を超える申し込みがあり、より広い会場へ変

更し、実施しました。一方で「振り返り研修」についてはメンター制度を取り入れている事

業所は少なく、振り返りを実施できる状況にないと考えられます。メンター制度の導入支援

やペアワークを体験できる当該研修への需要が高いと感じています。 

 

 

 
 
 
 

講師 社会保険労務士、介護事業コンサルタント 等 

参加人数 1,326名 

開催日 

開催会場 

①メンター制度導入セミナー 
令和 6年 8月 2日  

（オンライン開催) 

②メンター研修（上期・12月と同一内容） 
令和 6年 9月 20日  

（会場：振興会セミナールーム） 

③メンター研修（下期・9月と同一内容） 
令和 6年 12月 4日  

（会場開催：横浜市開港記念会館) 

④メンター制度の振り返り研修 
令和 7年 3月 4日  

（会場：振興会セミナールーム） 

テーマ・内容 
○メンター制度とは  ○メンタリングとは  ○メンタリングワークの体験 

○メンター制度の導入方法と導入にむけた成功ポイント 等 

講師 日本メンター協会 コンサルタント 新井 弘氏 

参加人数 94名  (①38 名 ②15名 ③35名 ④6 名) 
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ウウ  メメンンタターー制制度度研研修修  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

（（３３））事事業業評評価価  

経営マネジメントセミナーでは、制度改正などの時事的なテーマを中心にセミナーを企画

しました。受講者のアンケートでは「オンラインは参加しやすいので継続してほしいです」

「無料で受けられるセミナーで、このように有意義で参考になるものは大変嬉しく思います

ので、今後も参加していきたいと思います」「なかなか現場を抜けられないので、Zoom で研修

が受けられるのは本当に助かります」などの意見が寄せられました。オンライン開催による

研修が介護の現場のニーズに合い、セミナーへの期待値は高く、継続的な開催を希望する意

見を多くいただきました。 

経営アドバイザーでは、利用者獲得や収支改善、業務拡大など経営戦略・安定を目的とし

た相談が 31件中 16 件であり、就業規則やキャリアパスの見直し、処遇改善加算など人事労

務・就業環境整備に関する相談や人財確保・育成に関する相談等が 15 件でした。状況に合

わせて長期的に関わり、継続的な側面支援の必要正を感じました。 

  本年度はメンター制度に関する研修を計 4 回開催しました。会場開催のメンター研修では、

定員 20 名程度に対し、開催 1 カ月前には 30 名を超える申し込みがあり、より広い会場へ変

更し、実施しました。一方で「振り返り研修」についてはメンター制度を取り入れている事

業所は少なく、振り返りを実施できる状況にないと考えられます。メンター制度の導入支援

やペアワークを体験できる当該研修への需要が高いと感じています。 

 

 

 
 
 
 

講師 社会保険労務士、介護事業コンサルタント 等 

参加人数 1,326名 

開催日 

開催会場 

①メンター制度導入セミナー 
令和 6年 8月 2日  

（オンライン開催) 

②メンター研修（上期・12月と同一内容） 
令和 6年 9月 20日  

（会場：振興会セミナールーム） 

③メンター研修（下期・9月と同一内容） 
令和 6年 12月 4日  

（会場開催：横浜市開港記念会館) 

④メンター制度の振り返り研修 
令和 7年 3月 4日  

（会場：振興会セミナールーム） 

テーマ・内容 
○メンター制度とは  ○メンタリングとは  ○メンタリングワークの体験 

○メンター制度の導入方法と導入にむけた成功ポイント 等 

講師 日本メンター協会 コンサルタント 新井 弘氏 

参加人数 94名  (①38 名 ②15名 ③35名 ④6 名) 

 
 

ⅡⅡ‐‐５５  障障害害者者ググルルーーププホホーームム運運営営支支援援事事業業 
 
１１  障障害害者者ググルルーーププホホーームム設設立立等等支支援援業業務務事事業業（（横横浜浜市市委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

障害者グループホームの円滑な設置を促進するため、横浜市内で障害者グループホームの

設立を希望する法人や個人に対する相談・支援事業を実施しています。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

障害者グループホームの設立等に関する相談対応を行いました。本年度の相談対応実績は、

延べ 40 回でした。 

 

相談方法                           相談者種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（３３））事事業業評評価価    

   全体の相談件数は 40 件で、前年度（108件）より減少しました。事業拡大のため障害福祉

サービスへの参入を目的とする法人や、土地建物の活用を目的としたオーナーからの相談な

どは近年の傾向と同様ですが、これらに加えて本年度は、障害のある子どもを持つ親御さん

からの開設に関する相談がありました。 

グループホームの開設を目指すに至る相談者の背景や動機は、さらに多様化しています。

これらを踏まえ、相談者が横浜市の公募・開設制度に則った手続きを円滑に行えることを基

本としつつ、個々の考えや現状に応じた相談対応を実施してまいります。 

 

 

２２  障障ががいい者者ググルルーーププホホーームム運運営営支支援援等等業業務務、、障障害害者者ググルルーーププホホーームム職職員員研研修修業業務務  

（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

障害者グループホームの安定的な運営と支援の質の向上を図るため、神奈川県より推薦さ

れた障害者グループホームを訪問し、運営上の課題解決や支援困難な利用者への支援ノウハ

ウの提供などのコンサルテーションを実施する事業です。 

相談方法 回数 

電話 21 回 

メール 2回 

面会 17回 

手紙 0 回 

FAX 0 回 

合計 40回 

相談方法 回数 

障害福祉事業の運営経験がある法人 14回 

障害福祉事業の運営経験がある理事もしくは 

役員を外部から招き入れている法人 
6回 

障害福祉事業の運営経験がない法人、個人 16回 

土地活用目的 3回 

リフォーム会社 1回 

合計 40回 
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本年度は、障害者グループホームを対象とした事業として、神奈川県より「障がい者グル

ープホーム運営支援等業務」および「障害者グループホーム職員研修業務」の 2 事業を受託

し、それぞれの事業目的に応じた支援活動を展開しました。 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

  アア  ググルルーーププホホーームムのの実実態態調調査査  

県の所管区域内にある日中支援型グループホームを対象に、その運営実態を把握するた

めのアンケート調査を実施しました。調査結果を集計し、県による分析・活用に資するよ

う、集計データを取りまとめました。 

 

 

  

  

イイ  訪訪問問・・相相談談等等のの状状況況  

 アンケート調査の結果をも基に神奈川県が推薦する事業所に対し、アドバイザーととも

に計 10 か所のグループホームにおいて運営に関する相談支援を実施しました。 

 
ウウ  アアドドババイイザザーー派派遣遣及及びび相相談談対対応応  

事前に寄せられた具体的な運営上の課題や学びの要望などを検討し、アドバイザーと共

有のうえ、計 10 件のケースに対応しました。 
 

  エエ  障障害害者者ググルルーーププホホーームム等等職職員員向向けけ研研修修  

グループホームにおける支援の質の向上を目的として、グループホームの職員等を対象

に、支援技術および権利擁護に関する研修を実施しました。 

  

圏域単位の集合研修 

研修テーマ① グループホームの支援の質の向上に向けた取り組み 

県西 県央 湘南西部 湘南東部 横浜三浦 

11月 25日 12月 16日 12月 24日 令和 7年 1月 14日 令和 7年 2月 18日 

18名 15名 10名 12名 7名 

研修テーマ② グループホームにおける生活支援の意味 

県西 県央 湘南西部 湘南東部 横浜三浦 

12月 10日 令和 7年 1月 24日 令和 7年 1月 31日 令和 7年 2月 13日 令和 7年 3月 11日 

28名 14名 15名 12名 6名 

 

 

 

 

調査時期 令和 7年 2月 10日～令和 7 年 3月 28日 

調査方法 オンライン上での入力フォームによる調査 

回答数 20事業所  ※圏域対象日中支援型グループホーム数：41事業所 
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本年度は、障害者グループホームを対象とした事業として、神奈川県より「障がい者グル

ープホーム運営支援等業務」および「障害者グループホーム職員研修業務」の 2 事業を受託

し、それぞれの事業目的に応じた支援活動を展開しました。 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

  アア  ググルルーーププホホーームムのの実実態態調調査査  

県の所管区域内にある日中支援型グループホームを対象に、その運営実態を把握するた

めのアンケート調査を実施しました。調査結果を集計し、県による分析・活用に資するよ

う、集計データを取りまとめました。 

 

 

  

  

イイ  訪訪問問・・相相談談等等のの状状況況  

 アンケート調査の結果をも基に神奈川県が推薦する事業所に対し、アドバイザーととも

に計 10 か所のグループホームにおいて運営に関する相談支援を実施しました。 

 
ウウ  アアドドババイイザザーー派派遣遣及及びび相相談談対対応応  

事前に寄せられた具体的な運営上の課題や学びの要望などを検討し、アドバイザーと共

有のうえ、計 10 件のケースに対応しました。 
 

  エエ  障障害害者者ググルルーーププホホーームム等等職職員員向向けけ研研修修  

グループホームにおける支援の質の向上を目的として、グループホームの職員等を対象

に、支援技術および権利擁護に関する研修を実施しました。 

  

圏域単位の集合研修 

研修テーマ① グループホームの支援の質の向上に向けた取り組み 

県西 県央 湘南西部 湘南東部 横浜三浦 

11月 25日 12月 16日 12月 24日 令和 7年 1月 14日 令和 7年 2月 18日 

18名 15名 10名 12名 7名 

研修テーマ② グループホームにおける生活支援の意味 

県西 県央 湘南西部 湘南東部 横浜三浦 

12月 10日 令和 7年 1月 24日 令和 7年 1月 31日 令和 7年 2月 13日 令和 7年 3月 11日 

28名 14名 15名 12名 6名 

 

 

 

 

調査時期 令和 7年 2月 10日～令和 7 年 3月 28日 

調査方法 オンライン上での入力フォームによる調査 

回答数 20事業所  ※圏域対象日中支援型グループホーム数：41事業所 

 
 

オンライン研修(ライブ配信) 

 

 

 

 

 

 

オンライン研修(アーカイブ配信) 

 

 

 

  

（（３３））事事業業評評価価  

本年度受託した両事業はそれぞれ独立した委託事業であるものの、現場のニーズに即した

支援や人財育成を効果的に行うため、連携を図りながら実施しました。 

「障がい者グループホーム運営支援等業務」においては、グループホームの実態調査をも

とに、相談支援が必要と考えられるグループホームに専門家を派遣し、個々の相談や希望に

応じたコンサルテーションを実施しました。この取り組みにより、事業者自らが外部の専門

的な視点を得ることで、業務や利用者支援の在り方を振り返り、改善策を探るきっかけにな

ったといった意見が寄せられました。 

「障害者グループホーム職員研修業務」においては、「障がい者グループホーム運営支援等

業務」を通じて把握した現場の課題やニーズに基づき、研修テーマを設定しました。研修は、

県内 5 圏域ごとに会場研修を 2 回ずつ開催するとともに、オンライン研修およびアーカイブ

配信も併用することにより、多様な勤務形態や時間的制約のある職員にも参加しやすい形式

で実施しました。特に、これまで研修参加の機会が限られていたグループホームのスタッフ

からは、「自分の都合に合わせて受講できた」といった好評の声をいただきました。 

今後も、このような別々の事業を組み合わせるなどの工夫を行い、グループホームにおけ

る支援の質の向上と人財育成に努めてまいります。 

 
 
３３  障障害害者者ググルルーーププホホーームム運運営営支支援援事事業業（（川川崎崎市市委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

グループホームの安定的な運営と支援の質の向上を図るため、対象の川崎市の所管区域内

にある障害者グループホームを訪問し、運営上の課題解決や支援困難な利用者への支援ノウ

ハウの提供、希望に応じたテーマでの研修開催などのコンサルテーションを実施する事業で

す。 
 

開催日 研修テーマ 参加人数 

11月 20日 自閉症の基礎～障害者の特性と理解 43名 

12月 19日 精神障害者の理解と支援 16名 

12月 24日 虐待防止と虐待への対応について 17名 

令和 7年 1月 14日 福祉サービスや医療費、お金のこと 26名 

令和 7年 2月 18日 障害者の重度化、高齢化への支援 17名 

配信期間 研修テーマ 

令和 7年 1月 17日～3月 21 日 障害者の特性理解と権利擁護 
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（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

    アア  訪訪問問・・相相談談等等のの状状況況  

本年度は 32 件の相談に対応しました。そのうち、17 件のグループホーム及び団体など

については、専門分野に精通するアドバイザーと共に訪問し、各種運営相談や研修などを

実施しました。 

 

  イイ  アアドドババイイザザーー派派遣遣及及びび相相談談対対応応  

事前に寄せられた具体的な運営上の課題や学びの要望などを検討し、下記の専門分野に

精通するアドバイザーと情報を共有した上で、計 32 件のケースに対応しました。 

  

法律、財務、労務、事業所経営、グループホーム運営全般、障害者支援、職員のメンタルケ

ア、感染症予防対策、住まい、建築、精神保健福祉士、コンプライアンス、人権擁護・虐待

防止研修、事業継続計画（BCP）研修、消防・防災（防火防災コンサルティング）等 

 
（（３３））事事業業評評価価 

相談内容で最も多かったのは権利擁護研修の開催でした。また、事業継続計画（BCP）にお

いては、計画は策定したものの実際の運用に課題を感じる事業所が多く、実際に想定される

災害場面を踏まえた Q&A 形式による講義を複数の法人を集めた合同研修にて実施しました。

これまでも合同研修は実施してきましたが、本年度は複数の法人から研修の要請があり、運

営上の課題に能動的・主体的に取り組もうとする姿勢が見受けられました。このことから、

本事業の定着および活用状況は、着実に向上しているものと考えられます。 

一方、人員基準や記録の整備といった運営の基本に関する質問や経営に関する相談も依然

として多いことから、さらに多様な相談に対応できる体制を整備するため、新たなアドバイ

ザーの確保を進めるほか、事務局の対応能力強化にも努めてまいります。  

 

 
 
 

ⅡⅡ－－６６  県県立立障障害害者者支支援援施施設設ココンンササルルテテーーシショョンン等等事事業業  

 
１１  県県立立障障害害者者支支援援施施設設ココンンササルルテテーーシショョンン等等事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

 
（（１１））概概要要  

県立障害者支援施設（全 8 か所）に対して支援力の向上を目的としたコンサルテーション

および外部の障がい当事者による施設巡回などを通して支援の質の向上を図るとともに、当

事者目線の障がい福祉推進に向けて、利用者およびその家族に信頼される施設運営の実現を

目指す事業です。 
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（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

    アア  訪訪問問・・相相談談等等のの状状況況  

本年度は 32 件の相談に対応しました。そのうち、17 件のグループホーム及び団体など

については、専門分野に精通するアドバイザーと共に訪問し、各種運営相談や研修などを

実施しました。 

 

  イイ  アアドドババイイザザーー派派遣遣及及びび相相談談対対応応  

事前に寄せられた具体的な運営上の課題や学びの要望などを検討し、下記の専門分野に

精通するアドバイザーと情報を共有した上で、計 32 件のケースに対応しました。 

  

法律、財務、労務、事業所経営、グループホーム運営全般、障害者支援、職員のメンタルケ

ア、感染症予防対策、住まい、建築、精神保健福祉士、コンプライアンス、人権擁護・虐待

防止研修、事業継続計画（BCP）研修、消防・防災（防火防災コンサルティング）等 

 
（（３３））事事業業評評価価 

相談内容で最も多かったのは権利擁護研修の開催でした。また、事業継続計画（BCP）にお

いては、計画は策定したものの実際の運用に課題を感じる事業所が多く、実際に想定される

災害場面を踏まえた Q&A 形式による講義を複数の法人を集めた合同研修にて実施しました。

これまでも合同研修は実施してきましたが、本年度は複数の法人から研修の要請があり、運

営上の課題に能動的・主体的に取り組もうとする姿勢が見受けられました。このことから、

本事業の定着および活用状況は、着実に向上しているものと考えられます。 

一方、人員基準や記録の整備といった運営の基本に関する質問や経営に関する相談も依然

として多いことから、さらに多様な相談に対応できる体制を整備するため、新たなアドバイ

ザーの確保を進めるほか、事務局の対応能力強化にも努めてまいります。  

 

 
 
 

ⅡⅡ－－６６  県県立立障障害害者者支支援援施施設設ココンンササルルテテーーシショョンン等等事事業業  

 
１１  県県立立障障害害者者支支援援施施設設ココンンササルルテテーーシショョンン等等事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

 
（（１１））概概要要  

県立障害者支援施設（全 8 か所）に対して支援力の向上を目的としたコンサルテーション

および外部の障がい当事者による施設巡回などを通して支援の質の向上を図るとともに、当

事者目線の障がい福祉推進に向けて、利用者およびその家族に信頼される施設運営の実現を

目指す事業です。 

 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  当当事事者者目目線線のの障障ががいい福福祉祉推推進進にに向向けけたた支支援援力力向向上上ののココンンササルルテテーーシショョンン  

すべての県立障害者支援施設を対象に、支援力の向上を目的としたコンサルテーション

を通じて支援の質の向上を図り、利用者およびその家族に信頼される施設運営の実現を目

的とした以下の 4 つのコンサルテーションを実施しました。 

 

 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

イイ  障障ががいい当当事事者者にによよるる施施設設巡巡回回等等のの実実施施  

以下の県立障害者支援施設を対象に、外部の障がい当事者およびその支援団体、障がい

福祉に精通した有識者、施設運営者などとともに施設の支援現場を見学し、入所者および

支援者との意見交換を行いました。また、すべての施設巡回を終えた後、参加した障がい

当事者および支援者を交えた意見交換会を開催しました。 
 
  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

研修名(目的) 対象者 研修テーマ 
開催回数 

(参加者数) 

スーパーバイズ研修 

(次世代リーダーの資質

の向上を図る) 

全施設 

管理者候補 

中堅リーダー 

・当事者視線の障害福祉の実現 

・人材育成のためのコミュニケーション 

・虐待防止と権利擁護にむけた法的判断 

・次世代リーダーとして求められる役割 

対面 4回 

(17 名) 

若手研修 

(若手職員の意識や行動

力の向上を図る) 

全施設 

若手職員 

 

「職員が当事者と一緒にやってみたい

こと」 

対面 1回 

(9 名) 

※2回目は施設

の感染症蔓延に

より中止 

障がい当事者・家族講

話研修 

(当事者目線の支援の実

践を図る) 

全施設 

全職員 

・当事者講話 

（当事者/家族） 

・グループワーク 

対面 1回 

(10 名) 

その他必要な研修 

(職員の支援力向上を目

指す) 

全施設 

全職員 

① 意思決定支援 

② 地域とのつながり 

③ 中高齢知的障害者に対する知識と

技術－加齢に伴う適応行動の変化① 

④ 中高齢知的障害者に対する知識と

技術－加齢に伴う適応行動の変化 

対面 3回 

オンライン 1 回 

(41 名) 

合計 10回 

施設名 当事者団体 巡回回数 

愛名やまゆり園 NPO法人(1)、一般社団法人(1)、当事者団体(1)、有識者(1) 4回 

厚木精華園 当事者団体(2)、株式会社(1) 3回 

芹が谷やまゆり園 社会福祉法人(1) 、NPO法人(1)、一般社団法人(1) 3回 

津久井やまゆり園 
社会福祉法人(1)、NPO法人(1)、一般社団法人(1)、 

株式会社(1) 
4回 

中井やまゆり園 当事者団体(4) 4回 

七沢学園 社会福祉法人(1) 、株式会社(1) 2回 

三浦しらとり園 当事者団体(1)、NPO法人(1)、一般社団法人(1)、 3回 

当事者意見交換会 
当事者団体(3)、社会福祉法人(1)、NPO法人(1)、 

一般社団法人(1)、株式会社(1) 
7団体参加 

合計 
23回 

意見交換会 1 回 
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（（３３））事事業業評評価価  

   県所管部署および各県立施設、当事者団体などとの連絡調整を十分に行いながら、コンサ

ルテーションおよび施設巡回を実施しました。 

支援力向上に係るコンサルテーションにおいては、全施設合同の研修を実施しました。研

修のテーマや対象者は、県が定めるコンサルテーションの目的をもとに設定し、研修効果を

高める工夫を行いました。 
施設巡回では、障害者グループホームの運営者とその入居者や家族などを当事者団体とし

て選定し、当事者自身の言葉で、集団生活のあり方や入所施設に対する思いを、施設職員や

入所者と共有し、意見交換する機会を設けました。また、当事者を子にもつ保護者の視点も

含め、多様な意見が交わされるよう配慮を行いました。 

現在、神奈川県では、「県立障害者支援施設の方向性ビジョン」を策定しており、このビジ

ョンに基づいて各県立施設の役割を福祉科学研究や人財育成へと転換しています。継続して

運営される県立施設については、令和 8 年度に地方独立行政法人化を進める予定であり、「神

奈川県当事者目線の障害福祉推進条例」の理念を具現化することを目指しています。こうし

た県立施設の運営スキームが大きく変わる過渡期において、本事業は役割を果たすまさに最

終段階に差し掛かっていると考えられます。今後も各県立施設と当事者および団体との連携

をこれまで以上に深め、多様な学びと意見交換を通じて「当事者目線の障がい福祉」を具体

的に推進し、次代へと引き継がれるよう、本事業を通して貢献してまいります。 

 
 
 
 
ⅡⅡ‐‐７７  神神奈奈川川県県相相談談支支援援事事業業所所開開設設促促進進事事業業 
 
１１  神神奈奈川川県県相相談談支支援援事事業業所所開開設設促促進進事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

重度障害者の地域生活への移行および地域定着を支える地域の相談支援体制を拡充するた

め、神奈川県内で相談支援事業所の開設に関心のある法人、個人、市町村職員などを対象に、

相談支援事業所開設促進セミナーを実施する事業です。 
また、セミナー参加者などのフォローアップを目的としてサポートデスクを設置し、事業

所開設に向けた相談対応および情報提供もあわせて行っています。 
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（（３３））事事業業評評価価  

   県所管部署および各県立施設、当事者団体などとの連絡調整を十分に行いながら、コンサ

ルテーションおよび施設巡回を実施しました。 

支援力向上に係るコンサルテーションにおいては、全施設合同の研修を実施しました。研

修のテーマや対象者は、県が定めるコンサルテーションの目的をもとに設定し、研修効果を

高める工夫を行いました。 
施設巡回では、障害者グループホームの運営者とその入居者や家族などを当事者団体とし

て選定し、当事者自身の言葉で、集団生活のあり方や入所施設に対する思いを、施設職員や

入所者と共有し、意見交換する機会を設けました。また、当事者を子にもつ保護者の視点も

含め、多様な意見が交わされるよう配慮を行いました。 

現在、神奈川県では、「県立障害者支援施設の方向性ビジョン」を策定しており、このビジ

ョンに基づいて各県立施設の役割を福祉科学研究や人財育成へと転換しています。継続して

運営される県立施設については、令和 8 年度に地方独立行政法人化を進める予定であり、「神

奈川県当事者目線の障害福祉推進条例」の理念を具現化することを目指しています。こうし

た県立施設の運営スキームが大きく変わる過渡期において、本事業は役割を果たすまさに最

終段階に差し掛かっていると考えられます。今後も各県立施設と当事者および団体との連携

をこれまで以上に深め、多様な学びと意見交換を通じて「当事者目線の障がい福祉」を具体

的に推進し、次代へと引き継がれるよう、本事業を通して貢献してまいります。 

 
 
 
 
ⅡⅡ‐‐７７  神神奈奈川川県県相相談談支支援援事事業業所所開開設設促促進進事事業業 
 
１１  神神奈奈川川県県相相談談支支援援事事業業所所開開設設促促進進事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

重度障害者の地域生活への移行および地域定着を支える地域の相談支援体制を拡充するた

め、神奈川県内で相談支援事業所の開設に関心のある法人、個人、市町村職員などを対象に、

相談支援事業所開設促進セミナーを実施する事業です。 
また、セミナー参加者などのフォローアップを目的としてサポートデスクを設置し、事業

所開設に向けた相談対応および情報提供もあわせて行っています。 
 
 
 
 
 
 

 
 

（（２２））実実施施状状況況  

    アア  開開設設促促進進セセミミナナーー開開催催  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  イイ  ササポポーートトデデススクク  

相談窓口実施期間 令和 6 年 5 月から令和 7年 3 月まで 

相談対応件数   25件 

 
（（３３））事事業業評評価価  

   開設促進セミナーの受講者からは「各地域の障害福祉の現状や補助制度を知ることができ、

大変参考になった」「稼働事業所の収支を含め経営的視点な話を聞けた」「公的に発行されて

いる資料より具体的に開設時必要な手続き等を把握できた」などの感想が寄せられました。 
事業所の開設にあたっては、公表されている資料だけではなかなか理解が難しく、資料に

沿った分かりやすい説明、運営法人から語られる運営の実態、その場で質問ができる機会な

どが求められています。本セミナーでは、基幹相談支援センターの役割や、市町村の相談支

援体制、事例検討会や連絡会の実施状況などを伝え、事業開始後のサポート体制と横のつな

がりについてイメージを持てるよう促しました。セルフプラン率の高い神奈川県においては、

相談支援専門員の確保と相談支援事業所の増加が重要課題となっており、本事業の必要性を

改めて認識しています。 
 

 
  

開催日・会場 

川崎 8月 8日       エポックなかはら 

県央 9月 12日       海老名市文化会館 

湘南東部 10月 8日      藤沢合同庁舎 

県西 10月 30日     小田原合同庁舎 

湘南西部 11月 15日     伊勢原商工会議所 

相模原 11月 29日     ユニコムプラザさがみはら 

横須賀・三浦 令和 7年 1月 23日  横須賀市立総合福祉会館 

横浜 令和 7年 2月 20日  ウイリング横浜 

テーマ・内容 

〇相談支援事業所について  〇相談支援事業所開設までの流れ 

〇報酬の請求及び加算・収支モデルについて  〇計画相談支援の重要性 

〇地域ごとの現状と課題および特徴  〇開所後のサポート体制  〇質疑応答 

講師 
日本相談支援専門員協会（NSK）政策委員 

各圏域ナビゲーションセンター及び基幹相談支援センター、行政職員 等 

参加人数 285名 



 
 

  

  

 
 
 
 

ⅢⅢ「「教教育育（（人人財財育育成成））」」事事業業  

 
 
 

 
介護現場で働く方々を対象に、質の高いサービスを提供できる人財

の育成を目的として、平成 9 年より教育事業を開始しました。 
その後、障害福祉分野や子育て支援の現場で働く方々にも対象を広

げ、指定研修や委託研修を中心に、年間延べ 4,500 名が受講していま

す。 
令和 7 年 7月には地域共生社会の創造に貢献する人財の育成を目的

として、「かながわ福祉大学校」を開校します。本校では、介護・福

祉専門職員のほか、自治体職員、地方議員、地域で活動する住民等を

対象に、「利他の精神を学び、幸せに生きるための知性を磨く」とい

う教育理念のもと、人間力の向上を図るとともに、分野を超えて学び

合う場を提供します。 

   



 
 

  

「「教教育育（（人人財財育育成成））」」事事業業のの主主なな内内容容  

教育事業では、これまで主に福祉現場で働く職員の皆様を対象に、多様な研修を実施してまい

りました。令和 6 年度においては、「かなふくセミナー」に年間延べ約 2,300 名の皆様にご参加い

ただき、個々の目標やニーズに応じて選べるセミナーを提供してきました。また、自治体からの

委託事業として「障害者相談支援従事者研修」、指定事業として「サービス管理責任者研修」など

を実施し、延べ 4,500名の皆様にご参加いただきました。 

一方、今後の日本社会の姿を見据えたとき、福祉は介護・福祉専門職にとどまらず、自治体職

員や地方議員、地域住民、NPO 団体、ボランティアなど、多様な立場の方々の連携によって支えら

れるものとなります。そうした社会のニーズに応えるべく、福祉に関わるさまざまな人々が集い、

立場を越えて共に学び合う場として、「かながわ福祉大学校」を令和 7 年 7 月に開校する予定で

す。 

かながわ福祉大学校では、「利他の精神を学び、幸せに生きるための知性を磨く」という教育理

念のもと、「2040 年の社会に必要とされる福祉人財の育成」をコンセプトに掲げています。地域共

生社会の推進を担うリーダーを育成するため、次の 3 課程を設置し、それぞれに応じた専門的な

カリキュラムを構築します。 

▸介護・福祉専門課程：専門性を高める講座、委託・指定研修の他、将来の介護福祉を牽引する

人財育成を目的とした「次世代リーダー養成コース」を新設 

▸公共政策課程：自治体職員や地方議員を対象に、政策と福祉の両面から地域づくりを学ぶ 

▸共生社会づくり課程：地域で活動する住民、NPO、ボランティアなどを対象に、地域の課題に

対する実践的な学びを支援 

これらの課程に加え、すべての学生が共通で受講する講座を設け、異なる立場の受講者が交流

しながら学び合う機会を創出します。卒業後もネットワークを継続し、各自のフィールドでの実

践をサポートする仕組みを整えることで、地域社会の未来を共に創っていくことを目指します。 

令和 7 年度は、公益社団法人かながわ福祉サービス振興会を中心とした「かなふくグループ」

の一員として、振興会がこれまで培ってきた研修教育事業の実績やノウハウを一般社団法人かな

がわ福祉大学校へ段階的に移管しながら、研修事業の拡充を図ってまいります。これにより、神

奈川県における福祉教育の専門機関としての地位を確立し、持続可能な福祉社会の実現に貢献し

てまいります。 
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「「教教育育（（人人財財育育成成））」」事事業業のの主主なな内内容容  

教育事業では、これまで主に福祉現場で働く職員の皆様を対象に、多様な研修を実施してまい

りました。令和 6 年度においては、「かなふくセミナー」に年間延べ約 2,300 名の皆様にご参加い

ただき、個々の目標やニーズに応じて選べるセミナーを提供してきました。また、自治体からの

委託事業として「障害者相談支援従事者研修」、指定事業として「サービス管理責任者研修」など

を実施し、延べ 4,500名の皆様にご参加いただきました。 

一方、今後の日本社会の姿を見据えたとき、福祉は介護・福祉専門職にとどまらず、自治体職

員や地方議員、地域住民、NPO 団体、ボランティアなど、多様な立場の方々の連携によって支えら

れるものとなります。そうした社会のニーズに応えるべく、福祉に関わるさまざまな人々が集い、

立場を越えて共に学び合う場として、「かながわ福祉大学校」を令和 7 年 7 月に開校する予定で

す。 

かながわ福祉大学校では、「利他の精神を学び、幸せに生きるための知性を磨く」という教育理

念のもと、「2040 年の社会に必要とされる福祉人財の育成」をコンセプトに掲げています。地域共

生社会の推進を担うリーダーを育成するため、次の 3 課程を設置し、それぞれに応じた専門的な

カリキュラムを構築します。 

▸介護・福祉専門課程：専門性を高める講座、委託・指定研修の他、将来の介護福祉を牽引する

人財育成を目的とした「次世代リーダー養成コース」を新設 

▸公共政策課程：自治体職員や地方議員を対象に、政策と福祉の両面から地域づくりを学ぶ 

▸共生社会づくり課程：地域で活動する住民、NPO、ボランティアなどを対象に、地域の課題に

対する実践的な学びを支援 

これらの課程に加え、すべての学生が共通で受講する講座を設け、異なる立場の受講者が交流

しながら学び合う機会を創出します。卒業後もネットワークを継続し、各自のフィールドでの実

践をサポートする仕組みを整えることで、地域社会の未来を共に創っていくことを目指します。 

令和 7 年度は、公益社団法人かながわ福祉サービス振興会を中心とした「かなふくグループ」

の一員として、振興会がこれまで培ってきた研修教育事業の実績やノウハウを一般社団法人かな

がわ福祉大学校へ段階的に移管しながら、研修事業の拡充を図ってまいります。これにより、神

奈川県における福祉教育の専門機関としての地位を確立し、持続可能な福祉社会の実現に貢献し

てまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ⅢⅢ--11  セセミミナナーー事事業業  

 
１１  かかななふふくくセセミミナナーー、、かかななふふくく総総合合基基礎礎講講座座  

  

（（１１））概概要要  

当会の自主事業として、介護・福祉の現場で活躍する皆様を対象にした「かなふくセミナ

ー」、「かなふく総合基礎講座」を実施しています。 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  かかななふふくくセセミミナナーー  

医学知識や介護技術など、様々なテーマで実施する研修です。会場参加だけでなく、オ

ンラインでも参加可能なセミナーも提供しています。 
 

  

  

  

  

  

イイ  かかななふふくく総総合合基基礎礎講講座座  

介護現場の職員に必要とされる知識を 3 日間で総合的に学べる講座です。介護サービス

情報公表制度の運営情報調査項目に対応した内容で実施しています。 

 

  

  

  

  

  

  

（（３３））事事業業評評価価  
本年度も引き続き感染症防止対策に配慮しながら、対面による会場開催とオンライン開催

を合わせて 72 講座を開催しました。オンラインでの開催が定着し、県外からの参加も増加

しています。かなふく総合基礎講座を含むオンライン講座は、受講終了後 2 週間のアーカイ

ブ配信を行い、受講機会増というメリットが増したことで、昨年より受講者数が大幅に増加

しました。また、今年度は令和 6年 1 月 1 日に発生した能登半島地震被災者チャリティ講演

会を開催し、講演会受講料の全額を能登半島地震の被災地への義援金として寄付しました。  

開催日 

開催方法 

会場 

令和 6年 4月～令和 7年 3 月 全 64講座実施  

会場開催：39講座  オンライン開催：25講座 

研修・撮影会場：ウィリング横浜、振興会セミナールーム 他 

テーマ・内容 
〇医学・薬学  〇感染症予防と対策  〇認知症高齢者の理解 

〇介護保険制度の理解  〇リーダー養成・リーダシップ 他 

講師  医師・看護師・大学教授、経営者等 

参加人数 2,299名（会場：828名 オンライン：1471名） 

開催日 

開催方法 

令和 6年 5月 9日～8月 22 日の間（うち 8日間） 全 8 講座 

オンライン開催 

テーマ・内容 

〇倫理と法令遵守  〇認知症及び認知症ケアの知識と実践   

〇プライバシーの保護の取り組み 〇リスクマネジメントと災害対策 

〇身体拘束の排除のための取り組み、高齢者虐待防止関連法を含む虐待防止 

〇介護予防及び要介護度進行予防  

〇感染症及び食中毒発生予防及びまん延防止 

参加人数 533名 
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２２  介介護護にに関関すするる入入門門的的研研修修事事業業（（横横浜浜市市委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

介護に関する基本的な知識および技術の習得を目的とした研修事業です。厚生労働省社会・

援護局が定める「基礎講座」と「入門講座」に指定された科目と時間数に基づいた内容で実

施しています。研修は全てオンラインで、パソコンやスマートフォンを使用し、受講者が各

自動画を視聴する形式としました。 
なお、研修実施にあたっては、令和 2年度に厚生労働省の「介護のしごと魅力発信等事業」

で株式会社産経新聞社が制作した入門的研修の動画およびテキストを使用しました。 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  対対象象者者  介護に関心のある横浜市民の方 

イイ  受受講講期期間間 令和 6年 9 月～令和 7 年 3 月 

ウウ  費費用用   無料（通信料は受講者の負担） 

エエ  受受講講方方法法  申込み後に送信される操作マニュアルに沿ってアプリをダウンロードし、受

講者所有の端末で、約 21 時間（30分×42 本）のオンライン講座を視聴 

オオ  本本人人認認証証 顔認証による本人確認を行う「顔認証アプリ」を活用 

  カカ  受受講講者者数数 254名（うち修了者 179 名） 

  

（（３３））事事業業評評価価  
本年度は、横浜市の LINE による周知が功を奏し、募集定員に達しました。受講者の属性

は、女性 80％、男性 20％、年齢は 40～60 代が 90％となっています。受講動機としては、

「これまで介護と関わりはなかったが、親や家族等の介護がきっかけ」と回答した方が引き

続き多く見受けられました。 

講義時間は計 21 時間と入門者向けとしては長時間のカリキュラムですが、システムの操

作サポートや離脱防止の取り組みを継続的に行ったことで全体の約 70％が修了まで到達し

ました。 

動画視聴形式の研修は、短時間の隙間時間を活用しやすく、自身のペースで受講できるた

め、時間的制約がある現役世代にとっては特にニーズが大きいと思われます。オンラインセ

ミナーの課題の一つである本人認証については、顔認証アプリを使うことで、受講中に常時

本人確認が可能な仕組みによって対応しました。 

 

 

 

 

 

 

 



- 53 -
 

 

２２  介介護護にに関関すするる入入門門的的研研修修事事業業（（横横浜浜市市委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

介護に関する基本的な知識および技術の習得を目的とした研修事業です。厚生労働省社会・

援護局が定める「基礎講座」と「入門講座」に指定された科目と時間数に基づいた内容で実

施しています。研修は全てオンラインで、パソコンやスマートフォンを使用し、受講者が各

自動画を視聴する形式としました。 
なお、研修実施にあたっては、令和 2年度に厚生労働省の「介護のしごと魅力発信等事業」

で株式会社産経新聞社が制作した入門的研修の動画およびテキストを使用しました。 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  対対象象者者  介護に関心のある横浜市民の方 

イイ  受受講講期期間間 令和 6年 9 月～令和 7 年 3 月 

ウウ  費費用用   無料（通信料は受講者の負担） 

エエ  受受講講方方法法  申込み後に送信される操作マニュアルに沿ってアプリをダウンロードし、受

講者所有の端末で、約 21 時間（30分×42 本）のオンライン講座を視聴 

オオ  本本人人認認証証 顔認証による本人確認を行う「顔認証アプリ」を活用 

  カカ  受受講講者者数数 254名（うち修了者 179 名） 

  

（（３３））事事業業評評価価  
本年度は、横浜市の LINE による周知が功を奏し、募集定員に達しました。受講者の属性

は、女性 80％、男性 20％、年齢は 40～60 代が 90％となっています。受講動機としては、

「これまで介護と関わりはなかったが、親や家族等の介護がきっかけ」と回答した方が引き

続き多く見受けられました。 

講義時間は計 21 時間と入門者向けとしては長時間のカリキュラムですが、システムの操

作サポートや離脱防止の取り組みを継続的に行ったことで全体の約 70％が修了まで到達し

ました。 

動画視聴形式の研修は、短時間の隙間時間を活用しやすく、自身のペースで受講できるた

め、時間的制約がある現役世代にとっては特にニーズが大きいと思われます。オンラインセ

ミナーの課題の一つである本人認証については、顔認証アプリを使うことで、受講中に常時

本人確認が可能な仕組みによって対応しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３３  訪訪問問介介護護等等資資格格取取得得支支援援事事業業（（横横浜浜市市委委託託事事業業））  

 

（（１１））概概要要  

   本事業は、横浜市内の介護事業所における介護従事者数の増加を目的とし、訪問介護等に

必要な資格の取得を助成するものです。 

   令和 6 年度は、令和 5 年度に養成機関で受講を開始した方を対象とし、「介護職員初任者

研修課程」または「生活援助従事者研修課程」を修了し、市内の介護保険関係事業所に就労

した横浜市民が対象となります。助成金は、その資格取得に要した研修費用の一部を補助す

るものです。 

 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

  アア  申申請請件件数数  

介護職員初任者研修（上限額 7 万円）35 件 

イイ  周周知知  

ホームページでの周知 

  ウウ  実実績績  

  交付決定数は 34 件でした。このうち、ホームヘルパーとして就労した方は 28 名、ホ

ームヘルパー以外の職種に就労した方は 6 名でした。なお、1 件については受講日が助

成対象期間外であったため、対象外となりました。 

性別の内訳は、男性 6名、女性は 28 名でした。年代別では 20 代以下が 6名、30 代

が 8 名、40代が 5 名、50 代が 8 名、60 代が 4 名、70 代以上が 3 名のでした。最高年齢

は 73 歳で、外国籍の方は 5 名でした。 

 
助成対象者の就労先サービス 

サービス種別 件数 

訪問介護 28 

小規模多機能型居宅介護 2 

通所介護 1 

認知症対応型共同生活介護 1 

介護老人福祉施設 2 

総計 34 

  
（（３３））事事業業評評価価  

当該事業は令和 5 年度をもって終了となり、本年度は令和 5 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月

31 日までの間に受講を開始した方のみを対象として申請を受け付けました。 

問い合わせに関して大きなトラブルはありませんでしたが、申請方法が分からない方には

個別にご案内し、申請書類の印刷が困難な方には、当方で印刷のうえ郵送対応を行いまし

た。なお、令和 6 年度受講された方は対象外となるため、残念がる声や、事業の再開を希望

する事業所・研修機関からの要望も多く寄せられました。 
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ⅢⅢ－－２２  専専門門人人財財育育成成事事業業  

 
１１  認認知知症症介介護護実実践践者者研研修修、、認認知知症症介介護護実実践践リリーーダダーー研研修修（（横横浜浜市市指指定定研研修修））  

  

（（１１））概概要要  

認知症ケアの基本理念や認知症のある方への理解および対応方法などを学び、より質の高

い認知症介護を実践できる専門人財を養成することを目的とした事業です。横浜市の指定研

修機関として実施しています。 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  認認知知症症介介護護実実践践者者研研修修（（計計 33 回回））  

認知症高齢者が自立した生活を支援できるよう、実践的な認知症介護の知識と技術を習

得した福祉専門職を育成するための研修で、「認知症対応型サービス事業管理者研修」等の

受講要件にも位置づけられています。 

第 1回(全 5日) 令和 6年 4月 11日、19日、26日、30日、6 月 3日 

第 2回(全 5日) 令和 6年 6月 6日、24日、7 月 25日、29日、9月 13日 

第 3回(全 5日) 令和 6年 11月 11日、14日、27日、28日、令和 7年 1月 10日 

会場 ウィリング横浜 

内容 

認知症ケアの理念・倫理と意思決定支援/生活支援のためのケアの演習１/ 

QOLを高める活動と評価の観点/家族介護者の理解と支援方法/ 

権利擁護の視点に基づく支援/地域資源の理解とケアへの活用/ 

学習成果の実践展開と共有/生活支援のためのケアの演習 2（行動・心理症状）/ 

アセスメントとケアの実践の基本/職場実習 4週間/実習報告会 

参加人数 162名（1回：35名  2回：64名  3回：63名） 

 

イイ  認認知知症症介介護護実実践践リリーーダダーー研研修修（（計計 22 回回））  

認知症介護実践者研修で得られた知識および技術をさらに深め、施設や事業所において、

ケアチームを効果的かつ効率的に機能させる能力を備えた指導者を養成する研修で、「認知

症介護指導者研修」の受講要件にも位置づけられています。 

第 1回(全 6日) 令和 6年 10月 4日、11日、24日、29日、11月 1日、12 月 5日 

第 2回(全 6日) 令和 7年 1月 15日、16日、22日、29日、2 月 19日、3 月 21日 

会場 ウィリング横浜 

内容 

認知症介護実践リーダー研修の理解/認知症の専門的理解/施策の動向と地域展開/ 

チームケアを構築するリーダーの役割/ケアカンファレンスの技法と実践/ 

ストレスマネジメントの理論と方法/ 

認知症ケアにおけるチームアプローチの理論と方法/職場内教育の基本視点/ 

職場内教育（OJT）の方法の理解/職場内教育（OJT）の実践/職場実習の課題設定/ 

職場実習４週間/結果報告と自施設実習評価 

参加人数 111名（1回：51名  2回：60名） 
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ⅢⅢ－－２２  専専門門人人財財育育成成事事業業  

 
１１  認認知知症症介介護護実実践践者者研研修修、、認認知知症症介介護護実実践践リリーーダダーー研研修修（（横横浜浜市市指指定定研研修修））  

  

（（１１））概概要要  

認知症ケアの基本理念や認知症のある方への理解および対応方法などを学び、より質の高

い認知症介護を実践できる専門人財を養成することを目的とした事業です。横浜市の指定研

修機関として実施しています。 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  認認知知症症介介護護実実践践者者研研修修（（計計 33 回回））  

認知症高齢者が自立した生活を支援できるよう、実践的な認知症介護の知識と技術を習

得した福祉専門職を育成するための研修で、「認知症対応型サービス事業管理者研修」等の

受講要件にも位置づけられています。 

第 1回(全 5日) 令和 6年 4月 11日、19日、26日、30日、6 月 3日 

第 2回(全 5日) 令和 6年 6月 6日、24日、7 月 25日、29日、9月 13日 

第 3回(全 5日) 令和 6年 11月 11日、14日、27日、28日、令和 7年 1月 10日 

会場 ウィリング横浜 

内容 

認知症ケアの理念・倫理と意思決定支援/生活支援のためのケアの演習１/ 

QOLを高める活動と評価の観点/家族介護者の理解と支援方法/ 

権利擁護の視点に基づく支援/地域資源の理解とケアへの活用/ 

学習成果の実践展開と共有/生活支援のためのケアの演習 2（行動・心理症状）/ 

アセスメントとケアの実践の基本/職場実習 4週間/実習報告会 

参加人数 162名（1回：35名  2回：64名  3回：63名） 

 

イイ  認認知知症症介介護護実実践践リリーーダダーー研研修修（（計計 22 回回））  

認知症介護実践者研修で得られた知識および技術をさらに深め、施設や事業所において、

ケアチームを効果的かつ効率的に機能させる能力を備えた指導者を養成する研修で、「認知

症介護指導者研修」の受講要件にも位置づけられています。 

第 1回(全 6日) 令和 6年 10月 4日、11日、24日、29日、11月 1日、12 月 5日 

第 2回(全 6日) 令和 7年 1月 15日、16日、22日、29日、2 月 19日、3 月 21日 

会場 ウィリング横浜 

内容 

認知症介護実践リーダー研修の理解/認知症の専門的理解/施策の動向と地域展開/ 

チームケアを構築するリーダーの役割/ケアカンファレンスの技法と実践/ 

ストレスマネジメントの理論と方法/ 

認知症ケアにおけるチームアプローチの理論と方法/職場内教育の基本視点/ 

職場内教育（OJT）の方法の理解/職場内教育（OJT）の実践/職場実習の課題設定/ 

職場実習４週間/結果報告と自施設実習評価 

参加人数 111名（1回：51名  2回：60名） 

 

 

 

 

 
 

（（３３））事事業業評評価価  

令和 6 年度は新型コロナウイルス感染症対策として設けていたパーテーションを撤去しつ

つも、体温計測やマスクの着用、手指消毒は引き続き継続し、感染対策を講じながら研修を

実施しました。 

ウェブフォームを活用して、事前アンケートや研修終了後のアンケートをオンラインで実

施し、受講者負担の軽減と運営の効率化を図りました。より多くの受講者が修了できるよう、

受講継続に向けたサポートも実施しています。結果として、実践者研修、実践リーダー研修

の修了者 273 名を輩出しました。 

 
 
２２  神神奈奈川川県県ササーービビスス管管理理責責任任者者等等研研修修事事業業（（神神奈奈川川県県指指定定研研修修））  

  

（（１１））概概要要    

神奈川県から指定を受け、厚生労働省の標準カリキュラムに基づき、基礎研修と実践研修

を県内指定機関 3 機関と協働のもとで開催している研修です。両研修ともに、講義は一部オ

ンデマンド配信により実施しました。演習は神奈川県民ホール会議室にて中規模対面式の会

場開催として実施しました。 
 
（（２２））実実施施状状況況    

アア  基基礎礎研研修修  

日程 

講義 
各回演習日 1 カ月前からウェブ特設サイトにて講義映像配信開始 

※配信視聴不可の受講者向放映会実施 

前期演習 

F1 令和 6年 8月 5日 

F2 令和 6年 8月 6日 

F3 令和 6年 8月 26日 

F4 令和 6年 8月 28日 

後期演習 
F5 令和 6年 11月 15日 

F6 令和 7年 1月 31日 

定員 各回 84名（前期・後期計 6 回開催）  

会場 ウィリング横浜 

研修内容 
1日目（講義） 

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者の基本とサービス提

供のプロセスに関する講義（7.5時間） 

2日目（演習） サービス提供プロセスの管理に関する演習（7.5時間） 

講師等 
講義（3団体合同開催）9名／演習 統括講師 各 1名 

演習講師 12名（各コース、グループ毎 1名配置） 

参加人数 

受講者数 各回 504名 

修了者数 

F1 84名 F2 84名 F3 83名 F4 84名 

F5 84名 F6 83名  

計 502名 

【その他】 

・基礎研修内容検討部会（実践研修と同時開催） 

令和 6 年 4月～令和 7年 3 月まで 対面、オンラインで 3 回開催 
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・ファシリテーターミーティング 

令和 6 年 7月～令和 7年 1 月まで 対面、オンラインで計 3 回開催 

 

イイ  実実践践研研修修  

日程 

講義 
各回演習日 1 カ月前からウェブ特設サイトにて講義映像配信開始 

※配信視聴不可の受講者向放映会実施 

前期演習 
FJ1 令和 6年 7月 22日、23日 

FJ2 令和 6年 10月 15日、16日 

後期演習 

FJ3 令和 6年 12月 18日、19日 

FJ4 令和 7年 1月 16日、17日 

FJ5 令和 7年 2月 6日、7日 

定員 各 84名（前期・後期計 5回開催）  

会場 ウィリング横浜、神奈川県民ホール 

研修内容 
1日目（講義）半日 

2日目（演習）2日 

障害福祉等の制度に関する講義 1.0時間 

サービス提供に関する講義及び演習 

・モニタリングの方法 

・個別支援会議の運営方法 

6.5時間 

人材育成の手法に関する講義及び演習 

・サービス提供職員への助言・指導について 

・OJTとしての事例検討会の進め方 

3.5時間 

多職種及び地域連携に関する講義及び演習 

・サービス担当者会議等におけるサービス管理責任者

児童発達支援管理責任者の役割 

・自立支援協議会を活用した地域課題の解決に向けた

取り組み 

・サービス担当者会議と自立支援協議会の活用に 

ついてのまとめ 

3.5時間 

講師等 
講義（3団体合同開催）7名／演習 統括講師 各 1名 

演習講師 14～15名（各コース、グループ毎 1名配置） 

参加人数 

受講者数 ［前期］66名 ［後期］各 72名 

修了者数 

FJ1 83名 FJ2 84名 FJ3 86名 

FJ4 92名 FJ5 91名  

計 436名 

【その他】 
   ・実践研修内容検討部会（基礎研修と同時開催） 

令和 6 年 4月～令和 7年 3 月まで 対面、オンラインで 3 回開催 

・ファシリテーターミーティング 

令和 6 年 6月～令和 7年 2 月まで 対面、オンラインで計 6 回開催 

 

（（３３））事事業業評評価価  

昨年度から、受講要件や配置基準の変更などに伴い、実践研修の受講希望者が当初の見込み

よりも増加していることから、基礎研修開催分を実践研修に振替開催および定員を 10 名程度増

員しました。これに伴い、他団体も含め、神奈川県内での受講希望者の受け入れ体制を通常に

戻すことができました。 

演習においては、時期によってインフルエンザ感染症などの広がりがあり、キャンセルが発

生する中で、安全・安心な開催を念頭に、基礎研修 6 回、実践研修 5 回の演習を会場で開催し
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・ファシリテーターミーティング 

令和 6 年 7月～令和 7年 1 月まで 対面、オンラインで計 3 回開催 

 

イイ  実実践践研研修修  

日程 

講義 
各回演習日 1 カ月前からウェブ特設サイトにて講義映像配信開始 

※配信視聴不可の受講者向放映会実施 

前期演習 
FJ1 令和 6年 7月 22日、23日 

FJ2 令和 6年 10月 15日、16日 

後期演習 

FJ3 令和 6年 12月 18日、19日 

FJ4 令和 7年 1月 16日、17日 

FJ5 令和 7年 2月 6日、7日 

定員 各 84名（前期・後期計 5回開催）  

会場 ウィリング横浜、神奈川県民ホール 

研修内容 
1日目（講義）半日 

2日目（演習）2日 

障害福祉等の制度に関する講義 1.0時間 

サービス提供に関する講義及び演習 

・モニタリングの方法 

・個別支援会議の運営方法 

6.5時間 

人材育成の手法に関する講義及び演習 

・サービス提供職員への助言・指導について 

・OJTとしての事例検討会の進め方 

3.5時間 

多職種及び地域連携に関する講義及び演習 

・サービス担当者会議等におけるサービス管理責任者

児童発達支援管理責任者の役割 

・自立支援協議会を活用した地域課題の解決に向けた

取り組み 

・サービス担当者会議と自立支援協議会の活用に 

ついてのまとめ 

3.5時間 

講師等 
講義（3団体合同開催）7名／演習 統括講師 各 1名 

演習講師 14～15名（各コース、グループ毎 1名配置） 

参加人数 

受講者数 ［前期］66名 ［後期］各 72名 

修了者数 

FJ1 83名 FJ2 84名 FJ3 86名 

FJ4 92名 FJ5 91名  

計 436名 

【その他】 
   ・実践研修内容検討部会（基礎研修と同時開催） 

令和 6 年 4月～令和 7年 3 月まで 対面、オンラインで 3 回開催 

・ファシリテーターミーティング 

令和 6 年 6月～令和 7年 2 月まで 対面、オンラインで計 6 回開催 

 

（（３３））事事業業評評価価  

昨年度から、受講要件や配置基準の変更などに伴い、実践研修の受講希望者が当初の見込み

よりも増加していることから、基礎研修開催分を実践研修に振替開催および定員を 10 名程度増

員しました。これに伴い、他団体も含め、神奈川県内での受講希望者の受け入れ体制を通常に

戻すことができました。 

演習においては、時期によってインフルエンザ感染症などの広がりがあり、キャンセルが発

生する中で、安全・安心な開催を念頭に、基礎研修 6 回、実践研修 5 回の演習を会場で開催し

 
 

ました。昨年度に引き続き講義はオンデマンド配信による動画視聴、演習はマスク推奨により、

支障なく実施されました。なお、基礎研修は 1 グループ 7 名、実践研修は 1 グループ 6 名を基

本として開催しています。 

令和 7 年度にかけて、児童分野の受講者への対応として、基礎研修における事前課題などに 

児童分野の情報を盛り込む改修案を内容検討部会で協議し、令和 7 年 3 月からその他の改修と

合わせて、教材を刷新することとしています。 

 

 

３３  神神奈奈川川県県障障害害者者相相談談支支援援従従事事者者研研修修事事業業（（横横浜浜市市委委託託事事業業））  

 
（（１１））概概要要      

障がい者等の相談支援に従事する者が、地域の障がい者等の意向に基づく地域生活を実現

するために必要な各種サービスの総合的な知識や援助技術を習得し、資質の向上を目的とし

た研修事業です。横浜市内における研修実施機関として、初任者研修と現任研修を実施しま

した。 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況    

アア  企企画画検検討討会会  

横浜市の地域特性に合わせた研修とするため、専門職や事業所代表等による検討会を設

置し、開催しました。（令和 6 年 5月～令和 7年 2 月まで 10 回開催） 

  

イイ  研研修修内内容容  

  （（アア））初初任任者者研研修修  

日程 
令和 6年 9月～令和 7年 1 月の期間内 7 日間（内 2日間は映像配信） 

※募集期間：7～8月 

会場 ウィリング横浜 

内容 
講義 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の概要

及び相談支援事業従事者の役割、ケアマネジメントの手法、障害者の

地域支援 

演習 ケアマネジメントプロセス 

受講状況 受講決定者 144名、修了者 128名（インストラクター1名含む） 

  

        （（イイ））現現任任研研修修  

日程 
令和 6年 7月～令和 6年 9 月の期間内 4 日間（内 1日は映像配信） 

※募集期間：4～5月 

会場 ウィリング横浜 

内容 
講義 障害者福祉の動向、都道府県地域生活支援事業、地域自立支援協議会 

演習 障害者ケアマネジメントの実践、スーパービジョン 

受講状況 受講決定者 144名、修了者 157名（インストラクター16名含む） 
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（（３３））事事業業評評価価  

横浜市内の相談支援事業において中心的に活動しているメンバーで構成された企画検討会

の委員および横浜市の担当者と調整を図りながら、合計 11 日間の研修を終了することがで

きました。開催期間の長い研修であり、かつ 1 日でも欠席すると修了できないため、場合に

よっては資格の失効になり得てしまうことから、補講対応などは今後の検討課題となってい

ます。 

 

 

４４  神神奈奈川川県県精精神神障障害害者者ホホーームムヘヘルルパパーー研研修修事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

精神障がい者に対する居宅介護のサービスなど、地域生活を支えるサービス提供体制を構

築するため、精神障がい者へのホームヘルプサービス等のサービスの安定的な提供、質の維

持および向上などを目的とした研修事業です。居宅介護を含む障害福祉サービス事業所職員

を対象に居宅介護の意義やニーズ、精神疾患の理解、精神障がい者への対応など、地域生活

の支援に必要な居宅介護に関する知識および技術の向上を目的とした研修（精神障害の特性

と支援方法を学ぶ研修（旧：精神障害者ホームヘルパー養成研修）および、精神障がい者へ

のサービスを提供しているヘルパーなどを対象とした現任者研修を実施しました。  

 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  企企画画委委員員会会のの実実施施  
研修内容などを検討し、あわせて、本年度の事業評価および次年度の充実に向けて、専

門職、事業所代表、行政職員等による委員会を設置し、開催しました。 
  イイ  研研修修内内容容  

（（アア））精精神神障障害害者者ホホーームムヘヘルルパパーー養養成成研研修修  

第 1回 海老名 令和 6年 7月 11日、31日、任意の実習 1 日の 3日間 

第 2回 相模原 令和 6年 10月 8日、28日、任意の実習 1 日の 3日間 

第 3回 横浜 令和 6年 11月 13日、12月 13日、任意の実習 1日の 3日間 

第 4回 横浜 令和 7年 1月 22日、2月 19 日、任意の実習 1日の 3日間 

会場 ウィリング上大岡、ユニコムプラザさがみはら、海老名市文化会館 

内容 

〇精神障害者の障害者の特性の総論的理解 〇障害特性の理解と具体的な対応 

○当事者の想いを理解 ○グループワーク 

〇地域の精神保健福祉の現状と精神障害に関する社会資源・家族支援 〇外部実習 

〇研修のふりかえり（グループワーク） 〇障害特性の理解と具体的な対応 

講師 事業所代表、ピアサポーター、主任相談支援専門員等 

参加人数 122名（1回：34名  2回：30名  3回：27名 4回：31名） 修了者 113名 
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（（３３））事事業業評評価価  

横浜市内の相談支援事業において中心的に活動しているメンバーで構成された企画検討会

の委員および横浜市の担当者と調整を図りながら、合計 11 日間の研修を終了することがで

きました。開催期間の長い研修であり、かつ 1 日でも欠席すると修了できないため、場合に

よっては資格の失効になり得てしまうことから、補講対応などは今後の検討課題となってい

ます。 

 

 

４４  神神奈奈川川県県精精神神障障害害者者ホホーームムヘヘルルパパーー研研修修事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

精神障がい者に対する居宅介護のサービスなど、地域生活を支えるサービス提供体制を構

築するため、精神障がい者へのホームヘルプサービス等のサービスの安定的な提供、質の維

持および向上などを目的とした研修事業です。居宅介護を含む障害福祉サービス事業所職員

を対象に居宅介護の意義やニーズ、精神疾患の理解、精神障がい者への対応など、地域生活

の支援に必要な居宅介護に関する知識および技術の向上を目的とした研修（精神障害の特性

と支援方法を学ぶ研修（旧：精神障害者ホームヘルパー養成研修）および、精神障がい者へ

のサービスを提供しているヘルパーなどを対象とした現任者研修を実施しました。  

 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  企企画画委委員員会会のの実実施施  
研修内容などを検討し、あわせて、本年度の事業評価および次年度の充実に向けて、専

門職、事業所代表、行政職員等による委員会を設置し、開催しました。 
  イイ  研研修修内内容容  

（（アア））精精神神障障害害者者ホホーームムヘヘルルパパーー養養成成研研修修  

第 1回 海老名 令和 6年 7月 11日、31日、任意の実習 1 日の 3日間 

第 2回 相模原 令和 6年 10月 8日、28日、任意の実習 1 日の 3日間 

第 3回 横浜 令和 6年 11月 13日、12月 13日、任意の実習 1日の 3日間 

第 4回 横浜 令和 7年 1月 22日、2月 19 日、任意の実習 1日の 3日間 

会場 ウィリング上大岡、ユニコムプラザさがみはら、海老名市文化会館 

内容 

〇精神障害者の障害者の特性の総論的理解 〇障害特性の理解と具体的な対応 

○当事者の想いを理解 ○グループワーク 

〇地域の精神保健福祉の現状と精神障害に関する社会資源・家族支援 〇外部実習 

〇研修のふりかえり（グループワーク） 〇障害特性の理解と具体的な対応 

講師 事業所代表、ピアサポーター、主任相談支援専門員等 

参加人数 122名（1回：34名  2回：30名  3回：27名 4回：31名） 修了者 113名 

  

  

  

  

  

 
 

（（イイ））精精神神障障害害者者ホホーームムヘヘルルパパーー現現任任者者研研修修  

第 1回 テーマ 1 
にも包括のここは知っておきたい！ 

令和 6年 11月 29日（オンライン開催） 

第 2回 テーマ 2 
アサーティブ・コミュニケーション 

令和 7年 2月 26日（オンライン開催） 

第 3回 テーマ 3 
事例検討会 ケース対応の「どうしよう」 

令和 7年 3月 13日（会場開催：ウィリング横浜） 

第 4回 テーマ 4 
記録を活かした支援の提供 

令和 7年 3月 14日（オンライン開催） 

講師 精神保健福祉士等 

参加人数 97名 (会場参加：29名 オンライン参加：68名) 

 

（（３３））事事業業評評価価  

養成研修は開講以来、自治体の施策状況を含めた環境や社会資源に関する講義と就労事業

所での実習があることなどにより、一定の高評価を得ている研修です。神奈川県内外の自治

体、支援者からも問い合せをいただき、先駆的な位置づけにある歴史ある研修でもあります。 

昨年度は対象者を「居宅介護事業者等に所属するホームヘルパー等で、精神障がい者

の支援に興味がある方、経験が少ない方」としておりましたが、本年度は、対象者の範囲

を拡大し、精神障がい者への居宅介護を含む全障害福祉サービス事業所職員となりました。 

それに伴い、新しいカリキュラムも追加され、研修名も「精神障害の特性と支援方法を

学ぶ研修」に変更しました。 

カリキュラムの変更に伴い研修時間は増加しましたが、対象者が拡大したことに加え、

精神障がい者の支援を始めたばかりの職員の新人研修として活用されたこと、地域で中

心的に活動している精神障がい者支援事業所での職場体験が任意の実習制度としてでき

ることが中堅職員のニーズとマッチしたことなどから、受講生の増加につながりました。 

    現任者研修のテーマについては、昨年度のアンケート結果および企画委員会での意見を

基に、新たな試みとして講師とともに企画した「『にも包括』のここは知っておきたい！

にも包括を横断的に理解する」は、多様な職種の方から申込みがあり、40 名の受講希望

がありました。事例検討会は、複数の困難ケースの中から事例を選定して、検討を行い、多

職種による共同ワークの重要性を実感していただけました。   

  

  

５５  障障ががいい者者ピピアアササポポーートト研研修修（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

自ら障害や疾病の経験を有し、その経験を生かしながら他の障害や疾病のある障がいのあ

る方の支援を行うピアサポーター及び現場におけるピアサポートの活用方法などを理解した

障害福祉サービス事業所の管理者などの養成を図ることにより、県内の障害福祉サービス等

における質の高いピアサポート活動の取り組みを支援することを目的として、令和 6 年度か

ら神奈川県より障がい者ピアサポート研修業務の委託を受け実施しています。 
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（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

      アア  神神奈奈川川県県障障ががいい者者ピピアアササポポーートト研研修修実実行行委委員員会会のの設設置置及及びび運運営営  

 

  

  

  

  

  

  

イイ  ピピアアササポポーートト研研修修のの実実施施  

（（アア））基基礎礎研研修修  

日程 1日目 2日目 受講者数 欠席者 修了者 

A日程 令和 6年 10月 2日 10月 8日 36名 2名 34名 

B日程 令和 6年 10月 16日 10月 31日 32名 0名 32名 

会場 神奈川県立かながわ労働プラザ 

内容 

（1日目） 

開校オリエンテーション・県からのお知らせ・ピアサポートの理解（講義・演習）・ 

ピアサポートの実例（講義・演習） 

内容 

（2日目） 

コミュニケーションの基本（講義・演習）・障害福祉サービスの基礎と実際（講義・ 

演習）・ピアサポートの専門性（講義）・ピアサポートの専門性（演習） 

講師等 大学教授、事業所代表者・職員、ピアサポーター等 

 

（（イイ））専専門門研研修修  

日程 1日目 2日目 受講者数 欠席者 修了者 

A日程 令和 7年 2月 20日 2月 27日 34名 2名 32名 

B日程 令和 7年 2月 25日 3月  4日 32名 0名 32名 

会場 神奈川県立かながわ労働プラザ 

内容 

（1日目） 

開校オリエンテーション・基礎研修の振り返り・ピアサポーターの基礎の専門性（講義・

演習）・ピアサポーターの専門性の活用（講義・演習）・ピアサポートを活用する技術と

仕組み（講義・演習）・関連する保健医療福祉施策の仕組みと業務の実際（講義・演習） 

内容 

（2日目） 

ピアサポートを活かす雇用（講義・演習）・ピアサポーターとしての働き方 労働法規（座

学・演習）・セルフマネジメントとバウンダリー（講義・演習）・チームアプローチ 

（講義・演習） 

講師等 大学教授、事業所代表者・職員、ピアサポーター等 

  

（（３３））事事業業評評価価  

   本年度新たに受託した事業であったことから、他自治体の実施状況などを参考にしながら

研修実行委員会での協議を重ねるとともに、研修実施前の講師やファシリテーターを対象と

した養成研修を実施し、入念な準備を行いました。 

特に、合理的配慮に基づく適切な研修実施のため、参加者に対して事前に十分なヒアリン

グを行い、当日は講師・ファシリテーターの協力を得て臨機応変な対応を心がけたことによ

り、受講後アンケートでは「さまざまな配慮をありがとうございました」「とても内容の濃

い研修でした」などの声が寄せられ、意義のある研修を実施することができました。 

第 1回 令和 6年 5月 20日 

議題 

研修カリキュラム、研修計画(案)について 

第 2回 令和 6年 7月 5日 
講師・ファシリテーター調整の進捗状況、 

研修実施案内(案)について 

第 3回 令和 7年 1月 6日 基礎研修の実施報告、専門研修について 

第 4回 令和 7年 3月 18日 
専門研修の実施報告、フォローアップ研修（7年度実施）

について 

会場 日土山下町ビル 2階会議室、オンライン 
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（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

      アア  神神奈奈川川県県障障ががいい者者ピピアアササポポーートト研研修修実実行行委委員員会会のの設設置置及及びび運運営営  

 

  

  

  

  

  

  

イイ  ピピアアササポポーートト研研修修のの実実施施  

（（アア））基基礎礎研研修修  

日程 1日目 2日目 受講者数 欠席者 修了者 

A日程 令和 6年 10月 2日 10月 8日 36名 2名 34名 

B日程 令和 6年 10月 16日 10月 31日 32名 0名 32名 

会場 神奈川県立かながわ労働プラザ 

内容 

（1日目） 

開校オリエンテーション・県からのお知らせ・ピアサポートの理解（講義・演習）・ 

ピアサポートの実例（講義・演習） 

内容 

（2日目） 

コミュニケーションの基本（講義・演習）・障害福祉サービスの基礎と実際（講義・ 

演習）・ピアサポートの専門性（講義）・ピアサポートの専門性（演習） 

講師等 大学教授、事業所代表者・職員、ピアサポーター等 

 

（（イイ））専専門門研研修修  

日程 1日目 2日目 受講者数 欠席者 修了者 

A日程 令和 7年 2月 20日 2月 27日 34名 2名 32名 

B日程 令和 7年 2月 25日 3月  4日 32名 0名 32名 

会場 神奈川県立かながわ労働プラザ 

内容 

（1日目） 

開校オリエンテーション・基礎研修の振り返り・ピアサポーターの基礎の専門性（講義・

演習）・ピアサポーターの専門性の活用（講義・演習）・ピアサポートを活用する技術と

仕組み（講義・演習）・関連する保健医療福祉施策の仕組みと業務の実際（講義・演習） 

内容 

（2日目） 

ピアサポートを活かす雇用（講義・演習）・ピアサポーターとしての働き方 労働法規（座

学・演習）・セルフマネジメントとバウンダリー（講義・演習）・チームアプローチ 

（講義・演習） 

講師等 大学教授、事業所代表者・職員、ピアサポーター等 

  

（（３３））事事業業評評価価  

   本年度新たに受託した事業であったことから、他自治体の実施状況などを参考にしながら

研修実行委員会での協議を重ねるとともに、研修実施前の講師やファシリテーターを対象と

した養成研修を実施し、入念な準備を行いました。 

特に、合理的配慮に基づく適切な研修実施のため、参加者に対して事前に十分なヒアリン

グを行い、当日は講師・ファシリテーターの協力を得て臨機応変な対応を心がけたことによ

り、受講後アンケートでは「さまざまな配慮をありがとうございました」「とても内容の濃

い研修でした」などの声が寄せられ、意義のある研修を実施することができました。 

第 1回 令和 6年 5月 20日 

議題 

研修カリキュラム、研修計画(案)について 

第 2回 令和 6年 7月 5日 
講師・ファシリテーター調整の進捗状況、 

研修実施案内(案)について 

第 3回 令和 7年 1月 6日 基礎研修の実施報告、専門研修について 

第 4回 令和 7年 3月 18日 
専門研修の実施報告、フォローアップ研修（7年度実施）

について 

会場 日土山下町ビル 2階会議室、オンライン 

 
 

ⅢⅢ－－３３  保保育育士士のの確確保保・・育育成成事事業業  

 
１１  養養成成施施設設就就職職促促進進事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

神奈川県内の保育士の人財確保を目的として、保育士養成校の学生と若手保育士の交流会

を実施しました。学生の就職活動に役立つ機会を提供することで保育所等への就職を促進す

ることを目的とした事業です。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

 

（（３３））事事業業評評価価  

交流会はワールドカフェ形式とし、多くの保育士・学生の交流が図れるよう各グループに

ファシリテーターを 1 名配置した結果、活発な意見交換が行われました。ファシリテーター

がそれぞれのグループで出た質問と回答をまとめて発表を行ったことで、質問内容の共有や

振り返りの時間となり効果的だったと思います。 

また、事前に施設概要シートを作成し、各保育園の特色や得意としていることを紹介する

時間を設け、様々な保育現場を具体的に想像できるような工夫をしました。参加学生は少人

数でしたが、その分じっくりと保育士に質問することができ、参加して良かったとの声が多

く寄せられました。保育士からも、他園との情報交換や意見交流を通して自身の保育を振り

返る良い機会となったとの感想が寄せられ、アンケートからも学生・保育士ともに好評でし

た。 

学生と年齢の近い若手保育士に話を聞ける機会は学生にとってもまさに保育現場の「いま」

を知ることのできる機会でもあります。継続的に実施し、一人でも多くの学生が保育現場へ

の就職につながる事業として継続していきたいと考えています。 

 
 
２２  アアレレルルギギーー疾疾患患対対策策研研修修等等事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

   アレルギー疾患のある人や関係機関の職員、患者本人、その家族、地域住民などがアレル

ギー疾患について必要な知識および技術を習得することで、アレルギー疾患患者やその家族

の発症・重症化予防や症状の軽減を目的とした事業です。研修会（食物アレルギー緊急時対

開催日 

(会場) 

第 1回 令和 6年 10月 5日（土） （鶴見大学 記念館食堂） 

第 2回 令和 6年 11月 16日（土）  （戸塚区総合庁舎） 

テーマ・内容 

〇オリエンテーション 〇就職活動の現状について 

〇参加保育士 所属園と自己紹介 

〇座談会（ワールドカフェ形式） 〇全体質疑応答  

参加人数 30名 (学生 12名、保育士 18名) 
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応研修、アレルギー疾患患者などの支援者研修）および講習会を開催しました。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  食食物物アアレレルルギギーー緊緊急急時時対対応応研研修修  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

イイ  アアレレルルギギーー疾疾患患患患者者等等のの支支援援者者研研修修  

 

 

 

 

 

 

 

 

ウウ  講講演演会会  

 

 

 

 

 

 

（（３３））事事業業評評価価  

研修会においては、県内の保育士や行政職員など、アレルギーのある子どもたちがいる現

場で支援に携わる方々、講演会においては患者や家族も含め、多くの参加者がありました。

アレルギー専門の医師による最新のアレルギー疾患に関する講義、エピペントレーナによる

アナフィラキシー時の対応の実演、当事者団体による情報提供など、参加者にとって非常に

有意義な研修となりました。 

開催日 

会場等 

第 1回 令和 6年 9月 13日  オンライン 

第 2回 令和 6年 11月 19日 湘南台市民シアター 

第 3回 令和 7年 1月 24日  オンライン 

第 4回 令和 7年 2月 14日   オンライン 

アーカイブ配信 令和 7年 3月 11日～28日 

内容 

食物アレルギーの原因や症状、治療法などの知識の習得やアナフィラキシーショック

を起こした際の「エピペン(アナフィラキシーショックの際に使用する自己注射薬)」

の使用等の緊急時の対応方法等を習得する 

※第 1回は成人の食物アレルギーについての研修 

対象者 
保健福祉事務所や市町村のアレルギー相談担当職員、学校、幼稚園、保育所等の教職

員、児童福祉施設、放課後児童支援施設等の職員、救急隊員等（各回定員 200名） 

講師  

神奈川県立こども医療センター アレルギー科 犬尾 千聡先生 

国立病院機構神奈川病院アレルギー科 渡辺 博子先生 

横浜市立みなと赤十字病院 アレルギーセンター 橋場 容子先生 

昭和大学病院 小児学講座 今井 孝成先生 

参加人数 506名（アーカイブ配信アクセス数 400回） 

開催日 

開催会場等 

第 1回 令和 6年 10月 11日   オンライン 

第 2回 令和 6年 12月 6日  オンライン 

内容 

アレルギー疾患(ぜん息、食物アレルギー、アトピー性皮膚炎等)に係る最新の知見や

治療法、日常ケア方法、災害に向けた備えの必要性等からテーマを選定し、アレルギ

ー患者やその家族に対する指導や助言等の支援方法を取得する 

対象者 
保健福祉事務所や市町村の相談担当等の職員、学校、幼稚園、保育所等の教職員、児

童福祉施設、放課後児童支援施設、高齢者施設等の職員等（各回定員 200名） 

講師  
横浜市立みなと赤十字病院 アレルギーセンター 橋場 容子先生 

神奈川県立こども医療センター アレルギーセンター 高増 哲也先生 

参加人数 173名 

開催日等 令和 7年 3月 5日  オンライン 

内容 

アレルギー疾患患者やその家族、地域住民等に対し、アレルギー疾患の症状や治療法

などの正しい知識や日常生活の注意点などを理解し、平時からの自己管理や適切な受

診等を行うことにより、アレルギー疾患の発症・重症化予防や症状の軽減を図る 

対象者 一般県民及び関係者(市町村職員等) 

講師  国立成育医療研究センター アレルギー総合アレルギー科 福家 辰樹先生 

参加人数 85名 



 
 

応研修、アレルギー疾患患者などの支援者研修）および講習会を開催しました。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  食食物物アアレレルルギギーー緊緊急急時時対対応応研研修修  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

イイ  アアレレルルギギーー疾疾患患患患者者等等のの支支援援者者研研修修  

 

 

 

 

 

 

 

 

ウウ  講講演演会会  

 

 

 

 

 

 

（（３３））事事業業評評価価  

研修会においては、県内の保育士や行政職員など、アレルギーのある子どもたちがいる現

場で支援に携わる方々、講演会においては患者や家族も含め、多くの参加者がありました。

アレルギー専門の医師による最新のアレルギー疾患に関する講義、エピペントレーナによる

アナフィラキシー時の対応の実演、当事者団体による情報提供など、参加者にとって非常に

有意義な研修となりました。 

開催日 

会場等 

第 1回 令和 6年 9月 13日  オンライン 

第 2回 令和 6年 11月 19日 湘南台市民シアター 

第 3回 令和 7年 1月 24日  オンライン 

第 4回 令和 7年 2月 14日   オンライン 

アーカイブ配信 令和 7年 3月 11日～28日 

内容 

食物アレルギーの原因や症状、治療法などの知識の習得やアナフィラキシーショック

を起こした際の「エピペン(アナフィラキシーショックの際に使用する自己注射薬)」

の使用等の緊急時の対応方法等を習得する 

※第 1回は成人の食物アレルギーについての研修 

対象者 
保健福祉事務所や市町村のアレルギー相談担当職員、学校、幼稚園、保育所等の教職

員、児童福祉施設、放課後児童支援施設等の職員、救急隊員等（各回定員 200名） 

講師  

神奈川県立こども医療センター アレルギー科 犬尾 千聡先生 

国立病院機構神奈川病院アレルギー科 渡辺 博子先生 

横浜市立みなと赤十字病院 アレルギーセンター 橋場 容子先生 

昭和大学病院 小児学講座 今井 孝成先生 

参加人数 506名（アーカイブ配信アクセス数 400回） 

開催日 

開催会場等 

第 1回 令和 6年 10月 11日   オンライン 

第 2回 令和 6年 12月 6日  オンライン 

内容 

アレルギー疾患(ぜん息、食物アレルギー、アトピー性皮膚炎等)に係る最新の知見や

治療法、日常ケア方法、災害に向けた備えの必要性等からテーマを選定し、アレルギ

ー患者やその家族に対する指導や助言等の支援方法を取得する 

対象者 
保健福祉事務所や市町村の相談担当等の職員、学校、幼稚園、保育所等の教職員、児

童福祉施設、放課後児童支援施設、高齢者施設等の職員等（各回定員 200名） 

講師  
横浜市立みなと赤十字病院 アレルギーセンター 橋場 容子先生 

神奈川県立こども医療センター アレルギーセンター 高増 哲也先生 

参加人数 173名 

開催日等 令和 7年 3月 5日  オンライン 

内容 

アレルギー疾患患者やその家族、地域住民等に対し、アレルギー疾患の症状や治療法

などの正しい知識や日常生活の注意点などを理解し、平時からの自己管理や適切な受

診等を行うことにより、アレルギー疾患の発症・重症化予防や症状の軽減を図る 

対象者 一般県民及び関係者(市町村職員等) 

講師  国立成育医療研究センター アレルギー総合アレルギー科 福家 辰樹先生 

参加人数 85名 

 
 

 
 

  

  

 
 

ⅣⅣ「「自自治治体体支支援援」」事事業業  

 
 

要介護認定や運営指導をはじめとする、介護保険および障害福祉に

係る自治体業務が増加する中で、自治体現場の負担軽減と業務効率化

を支援するため、自治体支援事業を実施しています。 

平成 18 年の介護保険法改正により、「介護サービス情報公表制度」

が開始され、介護サービスの利用者が適切な選択を行えるよう、都道

府県単位で情報提供が義務づけられました。当会は、制度開始当初よ

り、神奈川県および政令指定都市 3 市（横浜市・川崎市・相模原市）

から「指定情報公表センター」に指定され、制度運用を担っています。

また、介護サービス事業所が自ら公表する情報の正確性を確認する「指

定調査機関」にも指定され、対象施設・事業所への訪問調査を実施し

ています。 

平成 20 年には、介護保険法に基づく「指定市町村事務受託法人（要

介護認定調査事務）」の指定を受け、横浜市を皮切りに要介護認定調査

事業を開始しました。以降、県内外の多くの自治体から委託を受け、

調査業務を継続的に実施しています。 

平成 27 年には、同法に基づく「指定市町村事務受託法人（照会等事

務）」の指定を受け、介護サービス事業所が法令や基準に則り事業を運

営しているかを確認する「運営指導事業」を開始しました。さらに令

和 6 年には「指定都道府県事務受託法人」としての指定も受け、新た

に神奈川県からの委託により運営指導業務を実施しています。 

令和元年からは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律」および「児童福祉法」に基づき、「指定事務受託法人」

の指定を受け、障害者・障害児福祉サービス事業者に対する運営指導

業務にも取り組んでいます。 

 

   



 
 

  

「「自自治治体体支支援援」」事事業業ににつついいてて  

◆情報公表センター等事業 

令和 6 年度は、国の公表調査に係る方針決定遅延の影響を受け、本来実施すべき件数の約半

数の調査実施にとどまりました。令和 7 年度は、前年度に積み残した分の調査を着実に実施し、

情報公表制度に停滞を生じさせないよう対応します。 

 

◆要介護認定調査事業 

令和 6 年度は、県内外の自治体から約 51,200 件の要介護認定調査業務を受託し、委託元自治

体の執務室内への当会認定調査業務管理システム端末の設置をさらに進め、電子化対応による

効率化を推進しました。令和 7 年度は、引き続き約 54,000 件の要介護認定調査業務を受託して

実施するとともに、前年度に導入した AI-OCR の更なる活用、認定調査判定項目と特記事項の整

合性を AI で予備検証するシステム「Aitice」の本格使用などを通じ、要介護認定 DX プロジェ

クトをさらに展開してまいります。 

 

◆介護サービス事業所運営指導事業 

令和 6 年度は、県内 16市町および神奈川県平塚保健福祉事務所から介護サービス事業所運営

指導業務を受託し、計 1,337 件実施しました。令和 7 年度は、県内 20市町および県平塚保健福

祉事務所からの受託により、計 1,450 件程度の運営指導を実施する予定です。 

 

◆障害サービス事業所運営指導事業 

令和 6 年度は、横浜市および相模原市から障害福祉サービス（児童発達支援、放課後等デイ

サービス、就労継続支援 B 型）事業所の運営指導業務を受託し、計 75 件実施しました。令和 7

年度は、引き続き横浜市、相模原市からの受託により、計 130 件の運営指導を実施する予定で

す。 

 

◆福祉・介護職員処遇改善加算及び介護給付費等算定に係る体制届関連の書面審査事務 

福祉・介護職員処遇改善加算は、数回にわたる制度改正の都度その内容が拡充されましたが、

介護・障害福祉サービス事業所が当該加算を算定するには、体制届および処遇改善計画を年度

当初または随時に各指定権者（県、政令市、中核市）へ提出する必要があります。 

当振興会は、令和 3 年度に独自システムを開発し、事業所、指定権者双方の事務効率化を支

援してきました。令和 6 年度は、各指定権者（中核市を除く。）との契約に基づき、数千件に上

る書面審査を、基本的にシステムを活用して実施しました。 

令和 7 年度は、引き続き処遇改善加算（令和 6 年度国の補正予算で措置された介護人材確保・

職場環境改善等事業に係る臨時特例交付金を含む。）に係る体制届・処遇改善計画書等の書面審

査業務を受託して実施します。業務の実施にあたっては、当会システムのさらなる機能充実に

より、事務処理の一層の効率化を図ります。 
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Ⅳ－１ 情報公表センター等事業

１ 指定情報公表センター

（１）概要

「介護サービス情報の公表制度」は、高齢者が複数の介護事業所を比較検討し、自身の生

活にふさわしい選択ができるよう、その支援を目的として平成 18 年に介護保険法で定めら

れました。

介護サービス情報の公表制度に基づき「指定情報公表センター」として、神奈川県および

政令指定市 3 市（横浜市、川崎市、相模原市）から指定を受け、全国でも最大規模の公表件

数を誇る事業として、公表制度に関する事務全般を一元的に運営しています。

（２）本年度の実施状況

ア 情報公表の計画立案（報告計画・調査計画・公表計画）

神奈川県および政令市の、介護サービス情報（「基本情報」および「運営情報」）の報告、

公表、調査の計画を立案しました。

イ 調査票の審査受理及び報告結果の公表

公表対象事業所から報告された報告書および、調査機関が実施した調査結果を受理し、

簡易審査を行い、総計 10,959 事業所の情報を公表しました。

ウ システムの運用管理

「情報公表システム」では、常に最新の事業           

所公表情報を県民に提供しています。また情   

報公表の計画の実施にあたっては「計画管理

システム」を活用し、調査日程の予約受付や

進捗状況の更新および情報共有を行い、制度

を運用しています。

エ 相談窓口の設置

問い合わせに対応する窓口を設置し、運用しています。本年度の受付件数は 2,847 件で

した。

介護サービス情報公表センター

           

   

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 割合
質問 30 23 15 13 15 17 18 216 600 496 409 146 1,998 70%
苦情 0 1 1 2 0 0 0 2 4 1 2 2 15 1%
依頼 9 15 9 7 5 5 2 18 135 131 151 37 524 18%
連絡 5 4 1 0 0 2 0 10 41 81 108 54 306 11%

その他 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 1 0 4 0%

合 計 44 43 26 22 20 24 21 246 780 711 671 239 2,847 100%

介護サービス情報公表センター

https://center.rakuraku.or.jp/
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オオ  介介護護ササーービビスス情情報報公公表表委委員員会会のの設設置置・・開開催催  

 業務を公正に実施するために、有識者や一般県民の代表などから構成する「介護サー

ビス情報公表委員会」をオンラインにて開催しました。 

 

カカ  本本年年度度のの実実施施状状況況  

        本年度も自治体および事業所のご協力により、97.74%の公表率を達成することがで  

きました。 

 

 

 

 

キキ  公公表表制制度度普普及及啓啓発発事事業業  

公表センターでは 5 つのテーマに絞って情報公表システムの紹介動画を一般公開してい

ます。 

・介護が必要になったらどうすればいいの？ 

・介護サービスってどんなものがあるの？ 

・介護費用はいくらかかる？ 

・介護事業所の選び方 

・介護サービスの情報公表システムについて 

この動画を多くの方にご覧いただくために、名刺サイズのチラシを作成し、地域包括支

援センターの窓口を通して利用者や家族に配布しました。また介護サービスを提供する方

にもご覧いただくため、情報公表を行うすべての事業所にも A4 サイズのチラシを配布し

ました。 

 
クク  調調査査員員養養成成研研修修（（オオンンデデママンンドド受受講講、、会会場場受受講講））のの開開催催    

公表制度に係る調査員を養成する研修を、オンデマンド受講と会場受講を組み合わせて

実施し、計 43 名が研修を修了し、調査員資格を取得しました。 
 

（（３３））事事業業評評価価  

令和 6 年度は介護保険制度改正の影響で実施期間の短縮があったにもかかわらず、神奈川

県および政令指定都市 3 市との緊密な連携により公表率は 97.74％となりました。介護事業

所の公表制度への理解もあり、この水準を維持することができました。 

 
  

  

  

  

  

 神奈川県 横浜市 川崎市 相模原市 総計 

計画件数 4,116 4,460 1,645 995 11,216 

休廃止数 3 1 0 0 4 

公表数 4,030 4,334 1,617 978 10,959 

公表率 97.98% 97.19% 98.29% 98.29% 97.74% 
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２２  介介護護ササーービビスス情情報報公公表表調調査査事事業業（（神神奈奈川川県県、、横横浜浜市市、、川川崎崎市市、、相相模模原原市市委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

「介護サービス情報の公表制度」は、インターネット上での情報公表を介護サービス事業

所に義務づけることにより、利用者が複数の事業所を比較・検討し、より適切な事業所を

選択できるよう支援することを目的に平成 18年の介護保険法改正により制度化されまし

た。 
情報公表制度の開始当初から神奈川県内の指定調査機関として委託を受け、正確な情報を

公表できるよう対象事業所に調査員が赴き、調査項目に沿って面接方式で行う調査を実施

しています。また、新規事業所に対してはオンラインを活用した調査を行っています。 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  実実施施体体制制  

人員体制：36 名 

常 勤：事務兼務 2 名 

非常勤：調査員専従 31名、事務兼務 3 名 

実施期間：令和 7 年 1月～令和 7年 3 月 31 日  

 

  イイ  実実施施状状況況  

令和 6 年度は、介護保険法改正に伴う介護サービス情報公表システムの改修等の影響に

より調査期間は異例の年度をまたいだ令和 7年 1 月から 6 月までとなりました。年度末の

3 か月間（1月～3 月）では 858 件の実施となりますが、令和 7 年 6 月までの実施予定数

は 1,675 件となっています。  

 

サービス別公表調査実施状況 

グループ種別 神奈川県 横浜市 相模原市 川崎市 合計（件） 

訪問介護等 24 56 65 17 162 

訪問入浴介護等 1 4 3 0 8 

訪問看護､療養通所介護等 26 44 38 8 116 

訪問リハビリテーション等 1 3 0 3 7 

通所介護等 36 72 83 17 208 

通所リハビリテーション等 4 6 5 2 17 

特定施設入居者生活介護(有料老人ホーム)等 6 8 7 3 24 

特定施設入居者生活介護(軽費老人ホーム)等 0 0 1 0 1 

特定施設入居者生活介護(サービス付高齢者向け住宅)等 1 3 1 0 5 

福祉用具貸与等 10 11 12 0 33 

小規模多機能型居宅介護等 0 3 3 0 6 

認知症対応型共同生活介護等 5 7 7 1 20 

居宅介護支援 38 59 62 18 177 

介護老人福祉施設､短期入所生活介護等 9 15 21 1 46 

介護老人保健施設､短期入所療養介護等 4 5 5 0 14 
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介護療養型医療施設､短期入所療養介護等 0 0 0 0 0 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 2 5 0 7 

看護小規模多機能型居宅介護 2 0 4 0 6 

介護医療院、短期入所療養介護 0 0 1 0 1 

合       計 167 298 323 70 858 

 

ウウ  調調査査員員研研修修・・勉勉強強会会  

訪問調査の質を高めるための研修会などを定期的に実施しています。事例や注意点など

を中心に不明点の解消や、項目内容の変更点および留意事項の周知を行い、正確な調査がで

きるよう努めています。また、新規調査員 OJT 研修では、座学 50 時間と同行訪問調査（居

宅介護支援、訪問介護、通所介護サービス事業所が対象）を 1人あたり各サービスに 3 回ず

つの計 9 回実施し、その後にフォローアップ研修も実施しています。 
 
（（３３））事事業業評評価価  

通常の訪問調査に加え、新規事業所を対象にオンライン方式を取り入れたことにより、月

間約 300 件の調査を効率的に実施することができました。オンライン調査については選択制

とした結果、99％の事業所がオンライン調査を希望し、好評を得ました。今後も事業所にと

ってより良い調査となるよう検討してまいります。 

アンケートは、QR コードを用いたウェブフォームまたは FAX の選択制を導入しました。

これまで調査を継続してきたことにより、公表制度に対する認知度も上がり、「公表情報を

活用している」また「必要な調査である」との意見も多く寄せられるようになり、調査員や

事務局については 90％以上の事業者から高い評価を得ています。今後も継続的な調査を行

うとともに、神奈川県方式の調査を全国に発信してまいります。 

 
【【アアンンケケーートト自自由由記記載載内内容容のの抜抜粋粋】】  

  ■■公公表表制制度度ににつついいてて  

・情報公表を毎年点検する事で、運営が適切にできると思っております。 

・普段から事業所探しの時に活用しています。ご利用者様が選択されるためにも必要ですね。 

・お金を払って行うものとして、負担も多い作業ですが日頃の業務の確認や自信になるという面ではよ

かったです。 

・運営情報で似た様な項目が多く、質問の意味が非常にわかりづらいです。一般の方にも伝わる様な表

現の文章にした方が良いと思います。 

・内容が細かすぎてよくわからないことがたくさんありました。もっと簡単な方が、サービスを探す方

にもわかりやすいのではないでしょうか。 

■■調調査査員員ににつついいてて  

・マニュアルを読んでも分かりづらい所がありましたが、調査員の方の説明がわかりやすくて助かり

ました。 

・調査員の方が明るくやさしく丁寧に見て下さいました。 

・調査員によって、確認で重点を置くポイントに少しバラツキを感じます。 
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介護療養型医療施設､短期入所療養介護等 0 0 0 0 0 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 2 5 0 7 

看護小規模多機能型居宅介護 2 0 4 0 6 

介護医療院、短期入所療養介護 0 0 1 0 1 

合       計 167 298 323 70 858 

 

ウウ  調調査査員員研研修修・・勉勉強強会会  

訪問調査の質を高めるための研修会などを定期的に実施しています。事例や注意点など

を中心に不明点の解消や、項目内容の変更点および留意事項の周知を行い、正確な調査がで

きるよう努めています。また、新規調査員 OJT 研修では、座学 50 時間と同行訪問調査（居

宅介護支援、訪問介護、通所介護サービス事業所が対象）を 1人あたり各サービスに 3 回ず

つの計 9 回実施し、その後にフォローアップ研修も実施しています。 
 
（（３３））事事業業評評価価  

通常の訪問調査に加え、新規事業所を対象にオンライン方式を取り入れたことにより、月

間約 300 件の調査を効率的に実施することができました。オンライン調査については選択制

とした結果、99％の事業所がオンライン調査を希望し、好評を得ました。今後も事業所にと

ってより良い調査となるよう検討してまいります。 

アンケートは、QR コードを用いたウェブフォームまたは FAX の選択制を導入しました。

これまで調査を継続してきたことにより、公表制度に対する認知度も上がり、「公表情報を

活用している」また「必要な調査である」との意見も多く寄せられるようになり、調査員や

事務局については 90％以上の事業者から高い評価を得ています。今後も継続的な調査を行

うとともに、神奈川県方式の調査を全国に発信してまいります。 

 
【【アアンンケケーートト自自由由記記載載内内容容のの抜抜粋粋】】  

  ■■公公表表制制度度ににつついいてて  

・情報公表を毎年点検する事で、運営が適切にできると思っております。 

・普段から事業所探しの時に活用しています。ご利用者様が選択されるためにも必要ですね。 

・お金を払って行うものとして、負担も多い作業ですが日頃の業務の確認や自信になるという面ではよ

かったです。 

・運営情報で似た様な項目が多く、質問の意味が非常にわかりづらいです。一般の方にも伝わる様な表

現の文章にした方が良いと思います。 

・内容が細かすぎてよくわからないことがたくさんありました。もっと簡単な方が、サービスを探す方

にもわかりやすいのではないでしょうか。 

■■調調査査員員ににつついいてて  

・マニュアルを読んでも分かりづらい所がありましたが、調査員の方の説明がわかりやすくて助かり

ました。 

・調査員の方が明るくやさしく丁寧に見て下さいました。 

・調査員によって、確認で重点を置くポイントに少しバラツキを感じます。 

 
 

■■オオンンラライインン調調査査ににつついいてて  

・オンラインで行ったので、すぐに調査結果を頂けたので良かった。調査を受けることで、適切な運営

を目指していこうという気持ちになれました。 

・既存事業所でもオンラインでの調査など、簡略化を検討して欲しいです。 

 

 

 

 

ⅣⅣ－－２２  要要介介護護認認定定調調査査事事業業  

 
１１  要要介介護護認認定定調調査査事事業業（（各各市市町町及及びび県県委委託託事事業業））  

 
（（１１））概概要要  

介護保険の保険者（市町村）事務の一部を受託して実施する法人として、都道府県の指定

を得て「要介護認定調査」などを実施することができる「指定市町村事務受託法人」制度が

介護保険法に定められています。当会では、平成 20 年 3 月 31 日付で「要介護認定調査事務」

に係る神奈川県知事の指定を受けました。 

当会は、県内で初めて指定を受けた市町村事務受託法人として、要介護認定調査事務を実

施しています。 

 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

    アア  実実施施体体制制  

令和 6 年度は、172 名（年度当初）の認定調査員によって調査を開始しました。認定調査

員は、介護支援専門員の資格保有者などで都道府県・指定都市が実施する「認定調査員研

修」を修了した者を雇用しています。 

認定調査事業の体制は、以下のとおりです。  

・事務局職員   16 名 

・認定調査員  197 名 

 
    イイ  実実施施件件数数  

令和 6 年 4月から令和 7 年 3 月まで、全国の保険者から調査業務を受託し、51,231 件を

実施しました。新型コロナウイルス感染症の影響で、ここ数年要介護認定の有効期間延長

措置が取られていました。認定有効期間満了を迎え、一部の自治体からの委託件数は減少

しましたが、新たに比較的人口の少ない地域（町域部）からの受託件数が増加したことに

より、前年度比でほぼ横ばいの調査実施件数となりました。 
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年度別調査実施件数

神奈川県内（49,353件）の内訳

横浜市                                                        合計 21,169 件

鶴見区 1,497 神奈川区 1,236 西区 522 中区 763 南区 1,307 

保土ヶ谷区 1,047 磯子区 1,157 金沢区 1,452 港北区 1,494 戸塚区 1,617 

港南区 1,503 旭区 1,588 緑区 977 瀬谷区 774 栄区 912 

泉区 1,054 青葉区 1,254 都筑区 1,015 

川崎市                                                         合計 1,492 件

川崎区 263 幸区 290 中原区 177 高津区 267 多摩区 157 

宮前区 170 麻生区 168 

その他市区町村                                                  合計 26,692 件

相模原市 6,820 横須賀市 847 平塚市 69 鎌倉市 1,409 藤沢市 2,328 

小田原市 2,468 茅ヶ崎市 1,680 逗子市 6 三浦市 57 秦野市 2,587 

厚木市 1,090 大和市 920 伊勢原市 1,125 海老名市 3,920 座間市 986 

南足柄市 3 綾瀬市 32 
高座郡

寒川町
56 中郡大磯町 45 中郡二宮町 185 

足柄下郡

箱根町
1 

足柄下郡

真鶴町
1 

足柄下郡

湯河原町
53 

愛甲郡

愛川町
2 

（県）厚木

保健福祉

事務所

2

神奈川県外（1,878 件）の内訳

北海道 21 青森県 4 岩手県 3 宮城県 15 秋田県 5 

山形県 2 福島県 25 茨城県 40 栃木県 13 群馬県 6 

埼玉県 63 千葉県 88 東京都 1,315 新潟県 7 富山県 2 

石川県 2 福井県 4 山梨県 3 長野県 7 岐阜県 8 

静岡県 51 愛知県 25 三重県 5 滋賀県 2 京都府 2 

大阪府 34 兵庫県 41 奈良県 7 和歌山県 1 島根県 1 

岡山県 1 広島県 10 山口県 13 愛媛県 7 福岡県 18 

長崎県 4 熊本県 2 大分県 2 宮崎県 1 鹿児島県 17 

沖縄県 1 
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年度別調査実施件数

神奈川県内（49,353件）の内訳

横浜市                                                        合計 21,169 件

鶴見区 1,497 神奈川区 1,236 西区 522 中区 763 南区 1,307 

保土ヶ谷区 1,047 磯子区 1,157 金沢区 1,452 港北区 1,494 戸塚区 1,617 

港南区 1,503 旭区 1,588 緑区 977 瀬谷区 774 栄区 912 

泉区 1,054 青葉区 1,254 都筑区 1,015 

川崎市                                                         合計 1,492 件

川崎区 263 幸区 290 中原区 177 高津区 267 多摩区 157 

宮前区 170 麻生区 168 

その他市区町村                                                  合計 26,692 件

相模原市 6,820 横須賀市 847 平塚市 69 鎌倉市 1,409 藤沢市 2,328 

小田原市 2,468 茅ヶ崎市 1,680 逗子市 6 三浦市 57 秦野市 2,587 

厚木市 1,090 大和市 920 伊勢原市 1,125 海老名市 3,920 座間市 986 

南足柄市 3 綾瀬市 32 
高座郡

寒川町
56 中郡大磯町 45 中郡二宮町 185 

足柄下郡

箱根町
1 

足柄下郡

真鶴町
1 

足柄下郡

湯河原町
53 

愛甲郡

愛川町
2 

（県）厚木

保健福祉

事務所

2

神奈川県外（1,878 件）の内訳

北海道 21 青森県 4 岩手県 3 宮城県 15 秋田県 5 

山形県 2 福島県 25 茨城県 40 栃木県 13 群馬県 6 

埼玉県 63 千葉県 88 東京都 1,315 新潟県 7 富山県 2 

石川県 2 福井県 4 山梨県 3 長野県 7 岐阜県 8 

静岡県 51 愛知県 25 三重県 5 滋賀県 2 京都府 2 

大阪府 34 兵庫県 41 奈良県 7 和歌山県 1 島根県 1 

岡山県 1 広島県 10 山口県 13 愛媛県 7 福岡県 18 

長崎県 4 熊本県 2 大分県 2 宮崎県 1 鹿児島県 17 

沖縄県 1 

 
 

（（３３））事事業業評評価価  

事業開始から 17 年目となる令和 6年度は、前年度に引き続き調査実施件数は 5万件を超

えました。認定調査員の新規採用者数は引き続き増加傾向にあり、委託元自治体との連携に

よる業務の電子化が進んでいることから、調査受託から調査結果提出までの所要日数は、地

域差があるものの、全体として短縮傾向にあります。 

  

  

２２  要要介介護護認認定定 DDXX ププロロジジェェククトト  

  

（（１１））概概要要  

介護保険の要介護認定業務には、「申請から 30 日以内の要介護認定の実施」「調査の適正

化・均質化」「自治体職員や認定調査員等の業務量および事務負担の軽減」といった課題があ

ります。それらを DX の活用により解決し、サービスの向上を図ることを目的として、要介護

認定 DX プロジェクトを発足し、現在も継続して実施しています。 

国は、デジタル庁を創設し、地方自治体の DXを推進しています。また、要介護認定業務は

全国一律で実施されることから、当会の既存資源である「認定調査業務管理システム」（以下

「システム」）を活用した新たな戦略を展開することとしています。 

 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  自自治治体体へへのの「「シシスステテムム」」のの設設置置  

上記の新たな戦略を推進するため、県内外の 14 自治体に当会システムを導入していま

す。調査依頼関係の書類を、紙帳票の郵送ではなく PDF などの電子データで受領すること

で、正確かつ迅速に処理することが可能となりました。また、同様に調査結果についても

データ送信で納品可能となり、結果として事務処理の負担軽減や所要日数の削減につなが

っています。 

 

イイ  AAII シシスステテムムのの導導入入とと利利活活用用  

調査依頼件数の増加に伴い事務負担増が課題となることから、事業運営をより効率的に

行うため、AI システムの導入と活用を推進しています。 

従来、自治体から届いた紙帳票の要介護認定申請書等の調査依頼関係の書類を、当会職

員がシステムに 1 件ずつ手入力していましたが、AI-OCRを導入し、帳票の読取処理を自動

化することで、瞬時にテキスト化され、システムに自動登録できるようになりました。 

また、認定調査員が作成した調査票の内容を職員が目視で点検していますが、件数が増

加し業務負担が増しています。そこで、認定調査判定項目と特記事項の整合性を AI で事

前に検証するシステム「Aitice（アイティス）」を導入しました。 

 
 
 



- 72 -
 

 

（（３３））事事業業評評価価  

県内自治体に当会システムを導入することで、調査結果提出までの所要日数は減少傾向に

あります。今後も引き続き、ペーパーレスにより迅速な事務処理の実現を図ります。 

また、調査を実施する際にタブレット端末を利用する実証実験を行いました。事務効率改

善に向けた新たな取り組みとして注目しています。 
 

 

 

 

ⅣⅣ‐‐３３  介介護護保保険険事事業業者者運運営営指指導導事事業業  

 
１１  介介護護保保険険事事業業者者運運営営指指導導事事業業（（県県市市町町受受託託事事業業））  

 
（（１１））概概要要  

自治体が行う介護保険事業所（以下「事業所」）に対する運営指導は、県が指定した事務受

託法人であれば実施できるため、県から「指定市町村事務受託法人」の指定を受けた上で、

平成 27 年 4月に横浜市から委託を受けて事業を開始しました。 
 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  人人員員体体制制    

     事務局    8 名（運営指導員兼務） 

     運営指導員 28 名（専従） 

 

イイ  指指導導員員研研修修  

運営指導員の専門性を確保し、指導の質の維持・向上に日頃から取り組む上で、研修は

重要であり、指定基準、運営基準などを学ぶ全体研修を 4 月から 5 月に 11 回（延べ 50 時

間）実施しました。また、指導の振り返りや疑問点の解消など、情報共有を目的とした月

例研修会等を 12 回（延べ 50 時間）行うとともに、新人研修会（座学および実地体験など）

を 20 回（延べ 80 時間）実施しました。 
 
   ウウ  実実施施状状況況  

本年度新たに 4 自治体（県平塚保健福祉事務所、川崎市、茅ヶ崎市、箱根町）から業務を

受託し、17 自治体の委託契約に基づき、事業所に対する運営指導を実施しました。また、

3 自治体から資料作成や当日の運営など、集団指導講習会に係る業務を受託・実施しまし

た。 

業務を委託する自治体数は、令和 5 年度の 14 自治体に対して、令和 6 年度は 17 自治体

となり、受託した運営指導件数（対象事業所数）は、令和 5 年度の 1,151 件に対して、186
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（（３３））事事業業評評価価  

県内自治体に当会システムを導入することで、調査結果提出までの所要日数は減少傾向に

あります。今後も引き続き、ペーパーレスにより迅速な事務処理の実現を図ります。 

また、調査を実施する際にタブレット端末を利用する実証実験を行いました。事務効率改

善に向けた新たな取り組みとして注目しています。 
 

 

 

 

ⅣⅣ‐‐３３  介介護護保保険険事事業業者者運運営営指指導導事事業業  

 
１１  介介護護保保険険事事業業者者運運営営指指導導事事業業（（県県市市町町受受託託事事業業））  

 
（（１１））概概要要  

自治体が行う介護保険事業所（以下「事業所」）に対する運営指導は、県が指定した事務受

託法人であれば実施できるため、県から「指定市町村事務受託法人」の指定を受けた上で、

平成 27 年 4月に横浜市から委託を受けて事業を開始しました。 
 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  人人員員体体制制    

     事務局    8 名（運営指導員兼務） 

     運営指導員 28 名（専従） 

 

イイ  指指導導員員研研修修  

運営指導員の専門性を確保し、指導の質の維持・向上に日頃から取り組む上で、研修は

重要であり、指定基準、運営基準などを学ぶ全体研修を 4 月から 5 月に 11 回（延べ 50 時

間）実施しました。また、指導の振り返りや疑問点の解消など、情報共有を目的とした月

例研修会等を 12 回（延べ 50 時間）行うとともに、新人研修会（座学および実地体験など）

を 20 回（延べ 80 時間）実施しました。 
 
   ウウ  実実施施状状況況  

本年度新たに 4 自治体（県平塚保健福祉事務所、川崎市、茅ヶ崎市、箱根町）から業務を

受託し、17 自治体の委託契約に基づき、事業所に対する運営指導を実施しました。また、

3 自治体から資料作成や当日の運営など、集団指導講習会に係る業務を受託・実施しまし

た。 

業務を委託する自治体数は、令和 5 年度の 14 自治体に対して、令和 6 年度は 17 自治体

となり、受託した運営指導件数（対象事業所数）は、令和 5 年度の 1,151 件に対して、186

 
 

件増えて 1,337 件となり、前年度比で 16％の増加となりました。 

 

自治体別・サービス種別 受託件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（３３））事事業業評評価価  

全国で初めて民間法人職員が実施した運営指導も、今年で 10 年目を迎え、対象サービス種

別も拡大し、新たに複数の自治体からの業務委託相談がありました。今後も業務を委託する

自治体数および受託件数のいずれも、増加傾向が続くことが見込まれます。 

運営指導の目的は、「保険給付の適正化」や「介護サービスの質の確保」です。強制力がない

行政指導である以上、あくまでも事業所の理解と協力を前提として、国や自治体が定めている基

準などへの理解を深めていただくことにより、基準に沿った適正な事業所運営を支援してまいり

ます。 

運営指導員への定期的な研修機会を通じて、基準などの周知と理解を図りながら、運営指

導の質を確保しつつ、丁寧な指導および助言に努めました。 

運営指導員が事業所を個別に訪問し、対面による丁寧な指導や助言を行うことにより、事

業者から「様々な学びがあった」との評価をいただいくことも多く、運営指導の目的に照ら

して一定の成果があったと考えます。 

自治体名 合計 自治体名 合計

訪問介護 150 地域密着型通所介護 8

通所介護 65 認知症対応型通所介護 1

地域密着型通所介護 95 認知症対応型共同生活介護 5

特定施設入居者生活介護 53 小規模多機能型居宅介護 1

居宅介護支援 145 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介 1

認知症対応型通所介護 20 介護予防支援 1

認知症対応型共同生活介護 115 訪問介護 17

小規模多機能型居宅介護 25 訪問入浴 3

夜間対応型訪問介護 10 訪問看護 10

看護小規模多機能型居宅介護 5 地域密着型通所介護 4

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 10 認知症対応型共同生活介護 2

介護予防支援 25 小規模多機能型居宅介護 1

福祉用具貸与・販売 25 介護予防訪問介護 5

訪問入浴 10 介護予防通所介護 6

訪問看護 75 地域密着型通所介護 6

訪問リハビリテーション 10 居宅介護支援 8

通所リハビリテーション 15 認知症対応型共同生活介護 2

訪問介護 40 介護予防訪問介護 7

通所介護 10 介護予防通所介護 8

地域密着型通所介護 20 介護予防支援 1

居宅介護支援 30 地域密着型通所介護 10

訪問介護 27 居宅介護支援 17

通所介護 17 認知症対応型通所介護 1

地域密着型通所介護 31 認知症対応型共同生活介護 4

居宅介護支援 25 介護予防訪問介護 11

地域密着型通所介護 8 介護予防通所介護 11

認知症対応型共同生活介護 3 介護予防支援 6

小規模多機能型居宅介護 2 地域密着型通所介護 6

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1 居宅介護支援 3

地域密着型特定施設入居者生活介護 1 認知症対応型共同生活介護 1

地域密着型通所介護 19 小規模多機能型居宅介護 1

認知症対応型通所介護 3 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介 1

認知症対応型共同生活介護 10 地域密着型通所介護 1

小規模多機能型居宅介護 12 認知症対応型共同生活介護 1

看護小規模多機能型居宅介護 2 地域密着型通所介護 1

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 2 居宅介護支援 1

地域密着型特定施設入居者生活介護 2 地域密着型通所介護 1

地域密着型通所介護 6 居宅介護支援 2

居宅介護支援 14 介護予防支援 1

小規模多機能型居宅介護 1 地域密着型通所介護 2

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介 1 居宅介護支援 3

介護予防支援 2 認知症対応型共同生活介護 1

地域密着型通所介護 3 小規模多機能型居宅介護 1

居宅介護支援 5 1,337

認知症対応型共同生活介護 2

看護小規模多機能型居宅介護 1

合計
綾瀬市 11

鎌倉市 15

藤沢市 50

茅ヶ崎市 24

秦野市

大和市

箱根町

サービス種別件数

横浜市 853

川崎市 100

相模原市 100

30

海老名市 18

座間市 32

サービス種別件数

4

湯河原町 7

60

南足柄市 12

三浦市 2

中井町 2

17

神奈川県平塚

保健福祉事務

所
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今後も、事業所の理解と協力を得るように努め、個々の指導を行うにあたっては、根拠に

基づいた丁寧な説明を行うなど、事業所に寄り添いながら、サービスの質の確保・向上や適

正な事業所運営のための支援に引き続き取り組んでまいります。 

 

 

 

 

ⅣⅣ--４４  障障害害福福祉祉ササーービビスス事事業業所所運運営営指指導導事事業業  

 
１１  障障害害福福祉祉ササーービビスス事事業業所所運運営営指指導導事事業業（（横横浜浜市市、、相相模模原原市市委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

平成 31 年 3 月に神奈川県から児童福祉法（※1）、令和 3 年 3 月に障害者総合支援法各法

（※2）に基づく指定事務受託法人として指定を受け、自立支援給付および障害児通所給付費

などに関する指導監査事務の一部(質問等事務)について、令和元年度から横浜市の障害児通

所支援事業所に係る運営指導事前提出書類確認事務を実施しています。令和 6 年度からは相

模原市の他に横浜市の障害児通所支援事業所に対する運営指導を実施しています。 

 ※1 児童福祉法第 57条の 3 の 4第 1 項 

 ※2 障害者総合支援法第 11 条の 2 第 1 項第 1号 

     

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  実実施施体体制制  

事務局人員体制：7 名(指導調査員 5 名) 

令和 5 年度の事務局人員体制から 2 名増員し、運営指導の実施期間中は 1 日あたり 2 事

業所を目安に、令和 6 年 10 月から令和 7 年 2 月までの期間で運営指導を実施しています。 

運営指導に関する事前提出資料の打合せや、令和 6 年度報酬改定に伴う変更点に関する勉

強会などを随時実施しています。 

  

イイ  横横浜浜市市のの運運営営指指導導  

   令和 6年度は児童発達支援事業所および放課後等デイサービス事業所の運営指導を 30件 

実施しました。 

 

ウウ  相相模模原原市市のの運運営営指指導導  

    令和 6 年度は就労継続支援 B 型事業所 15 件、放課後等デイサービス事業所 30 件の合計

45 件の運営指導を実施しました。 
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今後も、事業所の理解と協力を得るように努め、個々の指導を行うにあたっては、根拠に

基づいた丁寧な説明を行うなど、事業所に寄り添いながら、サービスの質の確保・向上や適

正な事業所運営のための支援に引き続き取り組んでまいります。 

 

 

 

 

ⅣⅣ--４４  障障害害福福祉祉ササーービビスス事事業業所所運運営営指指導導事事業業  

 
１１  障障害害福福祉祉ササーービビスス事事業業所所運運営営指指導導事事業業（（横横浜浜市市、、相相模模原原市市委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

平成 31 年 3 月に神奈川県から児童福祉法（※1）、令和 3 年 3 月に障害者総合支援法各法

（※2）に基づく指定事務受託法人として指定を受け、自立支援給付および障害児通所給付費

などに関する指導監査事務の一部(質問等事務)について、令和元年度から横浜市の障害児通

所支援事業所に係る運営指導事前提出書類確認事務を実施しています。令和 6 年度からは相

模原市の他に横浜市の障害児通所支援事業所に対する運営指導を実施しています。 

 ※1 児童福祉法第 57条の 3 の 4第 1 項 

 ※2 障害者総合支援法第 11 条の 2 第 1 項第 1号 

     

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  実実施施体体制制  

事務局人員体制：7 名(指導調査員 5 名) 

令和 5 年度の事務局人員体制から 2 名増員し、運営指導の実施期間中は 1 日あたり 2 事

業所を目安に、令和 6 年 10 月から令和 7 年 2 月までの期間で運営指導を実施しています。 

運営指導に関する事前提出資料の打合せや、令和 6 年度報酬改定に伴う変更点に関する勉

強会などを随時実施しています。 

  

イイ  横横浜浜市市のの運運営営指指導導  

   令和 6年度は児童発達支援事業所および放課後等デイサービス事業所の運営指導を 30件 

実施しました。 

 

ウウ  相相模模原原市市のの運運営営指指導導  

    令和 6 年度は就労継続支援 B 型事業所 15 件、放課後等デイサービス事業所 30 件の合計

45 件の運営指導を実施しました。 
 
 

 
 

（（３３））事事業業評評価価  

横浜市の運営指導は初めての受託でありましたが、同市からの指導も受けながら、予定に

沿って依頼件数の運営指導を実施し、結果報告書も予定通り提出しました。 

相模原市の運営指導については、就労継続支援 B 型事業所の就労支援の事業の会計処理に

関する運営指導も強化することで、運営指導の精度を高めました。更なるマンパワーの増強

と業務効率化に注力し、今後も自治体からの委託依頼に対応してまいります。 

 

 

 

 

ⅣⅣ－－５５  介介護護給給付付費費等等算算定定にに係係るる体体制制届届及及びび処処遇遇改改善善加加算算のの書書面面審審査査事事務務  

 
１１  介介護護給給付付費費等等算算定定にに係係るる体体制制届届及及びび処処遇遇改改善善加加算算のの書書面面審審査査事事務務  

（（神神奈奈川川県県、、横横浜浜市市、、相相模模原原市市委委託託事事業業））  

 
（（１１）） 概概要要  

  横浜市からの委託を受け、指定障害児通所支援事業所等および障害福祉サービス事業所の

介護給付費等に係る体制等に関する届出書の書類審査を実施しています。 

  横浜市障害児通所支援事業所等および相模原市障害児者福祉サービスにおいては、当会の

ウェブシステムを通じて体制等に関する届出書の受付業務を実施しています。 

また、県、政令市の福祉・介護職員処遇改善加算等計画書、実績報告書の受付・審査事務

および県の介護職員処遇改善加算等受付審査事務も実施しています。 

単年度業務ではありますが、福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金の受付・審査業務を

県から受託し、実施しています。 

 

（（２２）） 本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  介介護護給給付付費費等等にに係係るる体体制制等等にに関関すするる届届出出書書のの書書類類審審査査  

横浜市指定障害児通所支援事業所の書類審査は、年度当初の受付・審査分(変更届を含

む)は 1,324 件(前年度比 786 件増)と年度途中の変更届（体制届含む)3,850 件(前年度比

472 件増)を受付審査しました。指定障害福祉サービス事業所の書類審査は、1,490 件(前

年度比 768件増)を受付・審査しました。 

 

  イイ  福福祉祉・・介介護護職職員員処処遇遇改改善善加加算算等等計計画画書書、、実実績績報報告告書書のの書書類類審審査査  

計画書 2,345 件、実績報告書 2,118件の受付・審査をしました。 

 

ウウ  介介護護職職員員処処遇遇改改善善加加算算等等計計画画書書、、実実績績報報告告書書のの書書類類審審査査  

計画書 769件、実績報告書 744 件の受付・審査をしました。 
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エエ  福福祉祉・・介介護護職職員員処処遇遇改改善善臨臨時時特特例例交交付付金金計計画画書書、、実実績績報報告告書書のの書書類類審審査査  

計画書 1,497 件、実績報告書 1,448件の受付・審査をしました。 

 

（（３３））事事業業評評価価  

   新たに横浜市障害児通所支援事業所書類審査を従来の書類（紙媒体）審査から電子申請受

付システムでの受付・審査へ移行するとともに、各処遇改善加算等および臨時特例交付金に

係る審査業務システムを改修、構築し、事務の効率化および平準化を図り、処理期限内に審

査を完了しました。引き続き、自治体、事業者双方から信頼される事業運営を目指してまい

ります。 

 

 

 

 

ⅣⅣ－－６６  障障害害者者権権利利擁擁護護セセンンタターー事事業業  

 
１１  権権利利擁擁護護セセンンタターー事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

令和 5 年度から障害者虐待防止法第 36 条に定める都道府県障害者権利擁護センターを神

奈川県から委託を受け実施しています。 

障害者虐待に関する相談支援事業（障害者虐待に関する通報、届出受付と虐待を受けた障

害者及び養護者への一般相談受付等）、障害者虐待防止・権利擁護研修及び障害者虐待防止に

関する普及啓発を行っています。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  障障害害者者虐虐待待にに関関すするる相相談談支支援援事事業業 

       通報・届出および相談受付の状況は次のとおりです。新規通報および相談件数 44 件

(前年度比 15 件増)、問合せ等 45 件(前年度比 11 件増)、継続件数も加えた合計 114 件

(前年度比 32 件増)でした。行政及び関係機関等への情報提供等を行い、連携を図りま

した。 

通報届出の集計表 

 通報 
相談 小計 

問合せ等 

（傾聴含む） 
合計 

使用者 養護者・施設等 

新規件数 3 9 32 44 45 89 

継続件数 3 2 4 9 16 25 

計 6 11 36 53 61 114 

※集計期間：令和 6 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日 
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エエ  福福祉祉・・介介護護職職員員処処遇遇改改善善臨臨時時特特例例交交付付金金計計画画書書、、実実績績報報告告書書のの書書類類審審査査  

計画書 1,497 件、実績報告書 1,448件の受付・審査をしました。 

 

（（３３））事事業業評評価価  

   新たに横浜市障害児通所支援事業所書類審査を従来の書類（紙媒体）審査から電子申請受

付システムでの受付・審査へ移行するとともに、各処遇改善加算等および臨時特例交付金に

係る審査業務システムを改修、構築し、事務の効率化および平準化を図り、処理期限内に審

査を完了しました。引き続き、自治体、事業者双方から信頼される事業運営を目指してまい

ります。 

 

 

 

 

ⅣⅣ－－６６  障障害害者者権権利利擁擁護護セセンンタターー事事業業  

 
１１  権権利利擁擁護護セセンンタターー事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

令和 5 年度から障害者虐待防止法第 36 条に定める都道府県障害者権利擁護センターを神

奈川県から委託を受け実施しています。 

障害者虐待に関する相談支援事業（障害者虐待に関する通報、届出受付と虐待を受けた障

害者及び養護者への一般相談受付等）、障害者虐待防止・権利擁護研修及び障害者虐待防止に

関する普及啓発を行っています。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  障障害害者者虐虐待待にに関関すするる相相談談支支援援事事業業 

       通報・届出および相談受付の状況は次のとおりです。新規通報および相談件数 44 件

(前年度比 15 件増)、問合せ等 45 件(前年度比 11 件増)、継続件数も加えた合計 114 件

(前年度比 32 件増)でした。行政及び関係機関等への情報提供等を行い、連携を図りま

した。 

通報届出の集計表 

 通報 
相談 小計 

問合せ等 

（傾聴含む） 
合計 

使用者 養護者・施設等 

新規件数 3 9 32 44 45 89 

継続件数 3 2 4 9 16 25 

計 6 11 36 53 61 114 

※集計期間：令和 6 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日 

  

  

 
 

イイ  障障害害者者虐虐待待防防止止・・権権利利擁擁護護研研修修((対対面面及及びび動動画画))  

     国伝達研修として県内市町村（政令・中核市含む）障害者虐待相談窓口担当者または

障害者虐待防止センター職員、障害者福祉施設等設置者他担当職員を対象に以下の研修

を実施しました。また、県の独自研修(意思決定支援)用動画を作成し、配信しました。 

 

神奈川県障害者虐待防止・権利擁護研修の開催状況 

コース  開催日時  定員 参加人数  欠席  

市町村障害者虐待防止センター職員等コース  令和 6年 11月 12日  50名 27名  7名  

障害者福祉施設等設置者・管理者コース①  令和 6年 11月 14日 50名 46名  4名  

障害者福祉施設等設置者・管理者コース②  令和 6年 12月 3日  40名 35名  5名  

障害者虐待防止マネージャーコース① 令和 6年 11月 21日 50名 46名 4名 

障害者虐待防止マネージャーコース② 令和 6年 12月 11日 40名 33名 7名 

                                                ※開催場所はすべて『神奈川県立かながわ労働プラザ』 

  研修名（動画配信） 

令和 6年度神奈川県障害者虐待防止・権利擁護研修 

支援者中心から本人中心の支援を目指す～意思決定支援が支援現場の意識・行動を変える～ 

講師 公開期間 視聴回数 

岡西 博一氏 令和 6年 10月 16日～令和 7 年 3月 31日  1,065回 

 

ウウ  障障害害者者虐虐待待防防止止にに関関すするる普普及及啓啓発発  

     広く障害者虐待防止対策に関する普及啓発を図るために、チラシなどを作成し、県内

市町村等関係機関へ配布するとともに研修動画を制作、配信しました。  

（（アア））一一般般県県民民等等をを対対象象ととししたた障障害害者者虐虐待待防防止止にに関関すするる普普及及啓啓発発  

            一般県民等を対象とした障害者虐待防止に関する普及啓発を図るため、配布物（ノ

ベルティ付箋）4,000 部を作成し、県内市町村の障害福祉主管課へ配布しました。 

      （（イイ））使使用用者者にによよるる障障害害者者虐虐待待防防止止にに関関すするる普普及及啓啓発発((チチララシシ等等作作成成おおよよびび動動画画配配信信))  

民間事業者等を対象とした使用者による障害者虐待に関する普及啓発を図るため、

パンフレット 9,900 部を作成し、市町村、商工会議所等へ配布および配架依頼しまし

た。また、研修動画を作成し普及啓発に努めました。 

        研修名(動画配信) 

令和 6年度神奈川県使用者による障害者虐待防止に関する普及啓発研修 

～労働関連法規の遵守と虐待防止に向けた取組み～ 

講師 公開期間 視聴回数 

青木 亮祐氏 令和 6年 8月 30日～令和 7 年 3月 31日 6,771回 

            

（（３３））事事業業評評価価    

通報、届出の迅速かつ適切な受付対応と関係機関等との連携に努めました。 

前年度、障害者虐待防止・権利擁護研修(障害者福祉施設等設置者他担当職員向け各コー

ス)への約 4倍の参加申込みがあったことから、本年度は研修回数増、定員増(前年度比 80

名増)を図り、参加者を増やすことができました。 

一方、市町村障害者虐待防止センター職員等コースについては、参加が低調な一部自治

体があるため、引き続き、研修実施方法については課題であると考えています。 
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２２  障障ががいい者者差差別別相相談談窓窓口口事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

令和 5 年 5月から障害者差別解消法および「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例～と

もに生きる社会をめざして～」に基づき、神奈川県から障がい者差別相談窓口の委託を受け

て実施しています。障がいを理由とする差別に関する相談対応、障がいを理由とする差別解

消に向けた普及啓発などの業務を行っています。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

      アア  障障ががいいをを理理由由ととすするる差差別別にに関関すするる相相談談対対応応  

          不当な差別的取扱いの疑い、合理的配慮の不提供に関する受付件数 18件（前年度比 5

件増）、相談件数合計 101 件（前年度比 18 件増）となりました。県と相談の上、関係先

への連絡を行うとともに障害者差別解消法（合理的配慮、建設的対話）の周知、啓発に

努めました。 

相談分類別件数 

不当な差別的取扱いの疑い 合理的配慮の不提供 差別ではない 苦情 傾聴のみ 問合せ 合計 

9 9 4 28 23 28 101 

  

    イイ  障障ががいいをを理理由由ととすするる差差別別解解消消にに向向けけたた普普及及啓啓発発  

            令和 6 年 4月から民間事業者でも合理的配慮の提供が義務化されたことから、普及啓

発用チラシ 9,900 部を作成し、県内市町村障害福祉主管課および民生委員児童委員協議

会へ配布しました。また、障害者差別解消法啓発記事の掲載について協力を得たことか

ら、かながわ商店街・おみせ新聞（(公社）商連かながわ)や機関紙（(公社)神奈川県宅

地建物取引業協会機関紙）を通じて広く周知を図ることができました。 

 

   ウウ 障障ががいいをを理理由由ととすするる差差別別のの解解消消にに向向けけたた関関係係機機関関ととのの連連携携業業務務  

          障がいを理由とする差別の解消に向けて、県が主催する関係機関との会議に出席しま

した。 

開催日 会議名 

令和 6年 9月 20日 令和 6年度 第 1回神奈川県障害者差別解消支援地域協議会 

令和 7年 1月 27日 令和 6年度 第 2回神奈川県障害者差別解消支援地域協議会 

   

（（３３））事事業業評評価価 

相談者の相談内容を傾聴し、対応に向けて相談先を紹介し、対象事業者に対して合理

的配慮や建設的対話の説明と対応の促進を行うことで障がいを理由とする差別解消に向け

た普及啓発を図ることができました。また、民間事業者から合理的配慮の義務化についての

問合せが多く寄せられており、障害者差別解消法の民間事業者への周知が進みつつあること

を受け、当窓口の役割を再確認する機会となりました。 

 



 
 

２２  障障ががいい者者差差別別相相談談窓窓口口事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

令和 5 年 5月から障害者差別解消法および「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例～と

もに生きる社会をめざして～」に基づき、神奈川県から障がい者差別相談窓口の委託を受け

て実施しています。障がいを理由とする差別に関する相談対応、障がいを理由とする差別解

消に向けた普及啓発などの業務を行っています。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

      アア  障障ががいいをを理理由由ととすするる差差別別にに関関すするる相相談談対対応応  

          不当な差別的取扱いの疑い、合理的配慮の不提供に関する受付件数 18件（前年度比 5

件増）、相談件数合計 101 件（前年度比 18 件増）となりました。県と相談の上、関係先

への連絡を行うとともに障害者差別解消法（合理的配慮、建設的対話）の周知、啓発に

努めました。 

相談分類別件数 

不当な差別的取扱いの疑い 合理的配慮の不提供 差別ではない 苦情 傾聴のみ 問合せ 合計 

9 9 4 28 23 28 101 

  

    イイ  障障ががいいをを理理由由ととすするる差差別別解解消消にに向向けけたた普普及及啓啓発発  

            令和 6 年 4月から民間事業者でも合理的配慮の提供が義務化されたことから、普及啓

発用チラシ 9,900 部を作成し、県内市町村障害福祉主管課および民生委員児童委員協議

会へ配布しました。また、障害者差別解消法啓発記事の掲載について協力を得たことか

ら、かながわ商店街・おみせ新聞（(公社）商連かながわ)や機関紙（(公社)神奈川県宅

地建物取引業協会機関紙）を通じて広く周知を図ることができました。 

 

   ウウ 障障ががいいをを理理由由ととすするる差差別別のの解解消消にに向向けけたた関関係係機機関関ととのの連連携携業業務務  

          障がいを理由とする差別の解消に向けて、県が主催する関係機関との会議に出席しま

した。 

開催日 会議名 

令和 6年 9月 20日 令和 6年度 第 1回神奈川県障害者差別解消支援地域協議会 

令和 7年 1月 27日 令和 6年度 第 2回神奈川県障害者差別解消支援地域協議会 

   

（（３３））事事業業評評価価 

相談者の相談内容を傾聴し、対応に向けて相談先を紹介し、対象事業者に対して合理

的配慮や建設的対話の説明と対応の促進を行うことで障がいを理由とする差別解消に向け

た普及啓発を図ることができました。また、民間事業者から合理的配慮の義務化についての

問合せが多く寄せられており、障害者差別解消法の民間事業者への周知が進みつつあること

を受け、当窓口の役割を再確認する機会となりました。 

 

 
 

  

  

 
 
 
 

ⅤⅤ「「地地域域共共生生社社会会づづくくりり」」事事業業  

 
 

 

 

高齢者、障がい者、子どもたちが地域で幸せに暮らせる社会の実現が

求められています。このような地域共生社会を実現するためには、健

康寿命の延伸や地域における居場所の確保に向けた施策を推進するこ

とが不可欠です。 

こうした背景のもと、全国健康福祉祭（ねんりんぴっく）、かながわ

シニア美術展などの高齢者の社会参加促進事業や、フレイルチェック

普及事業を通じて、健康の維持・増進と生きがいの創出を支援してい

ます。 

   



 
 

 

「地域共生社会づくり」事業の主な内容 
 
令和 6 年 4 月に立ち上がった共生社会推進部はこの 1 年間、様々な挑戦をしてまいりました。 

さまざまな団体とのつながりづくりから始め、当会理事や会員の皆様をはじめとした方々との関

係構築に努めました。その結果、さまざまなご縁をいただき、少しずつネットワークが広がって

きています。 
ソーシャルワークという視点から、今まで当会が取り組んでこなかった現場での相談援助を行

うことで、フレイル予防や孤独・孤立対策といった新たな社会課題に対して、解決に取り組むプ

ロジェクトを担うことができました。具体的には、厚生労働省老健事業や内閣府の補助事業から

様々な機関・団体とつながり、実践を通じて新たな方向性を見出すことができました。委託や補

助に依存しない、当会独自の「予防」という視点を次年度の重点方針としたいと考えています。

特に、地域住民が自発的に気づき、自然に取り組む「0 次予防」の視点がこれからは非常に大切に

なると考えており、そのための居場所「サードプレイス」が必要であることも実感しています。 
そして、私たちのフィールドを確立すべく、山北

町プロジェクトをはじめ、三浦市、鎌倉市、横浜市

旭区などこれまで接点のあった地域との関係性を

さらに深めてきました。さらには、当会のお膝元で

ある横浜市中区においても接点を持つことで、地

域保健福祉活動計画のヒヤリングやフレイル予

防、災害ボランティア連絡会など新たなフィール

ドも得ることができました。また、高知県仁淀川町

を始め、山梨県大月市、千葉県松戸市など他県とのつながりも得られ、令和 8 年度以降の県外へ

の展開を見越し、これからの 1 年間も取り組んでまいります。 
最後に、私たちは有名な講師やモデル的な実

践をただ模倣するのではなく、その地域にある

課題にどうつなげるかを仲介していくことを教

育機能として発揮したいと考えています。令和

6 年度は、地域の主体性を育むプログラム「共生

社会づくり課程」をかながわ福祉大学校のプレ

講座として神奈川大学エクステンション講座を

実施することができましたが、今後は出張型講

座として広く展開していく予定です。  
次年度も当会の中での連携も大切にしながら土台を固め、組織体制を強化し、取り組みを県内

に広く周知してまいります。 
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「地域共生社会づくり」事業の主な内容 
 
令和 6 年 4 月に立ち上がった共生社会推進部はこの 1 年間、様々な挑戦をしてまいりました。 

さまざまな団体とのつながりづくりから始め、当会理事や会員の皆様をはじめとした方々との関

係構築に努めました。その結果、さまざまなご縁をいただき、少しずつネットワークが広がって

きています。 
ソーシャルワークという視点から、今まで当会が取り組んでこなかった現場での相談援助を行

うことで、フレイル予防や孤独・孤立対策といった新たな社会課題に対して、解決に取り組むプ

ロジェクトを担うことができました。具体的には、厚生労働省老健事業や内閣府の補助事業から

様々な機関・団体とつながり、実践を通じて新たな方向性を見出すことができました。委託や補

助に依存しない、当会独自の「予防」という視点を次年度の重点方針としたいと考えています。

特に、地域住民が自発的に気づき、自然に取り組む「0 次予防」の視点がこれからは非常に大切に

なると考えており、そのための居場所「サードプレイス」が必要であることも実感しています。 
そして、私たちのフィールドを確立すべく、山北

町プロジェクトをはじめ、三浦市、鎌倉市、横浜市

旭区などこれまで接点のあった地域との関係性を

さらに深めてきました。さらには、当会のお膝元で

ある横浜市中区においても接点を持つことで、地

域保健福祉活動計画のヒヤリングやフレイル予

防、災害ボランティア連絡会など新たなフィール

ドも得ることができました。また、高知県仁淀川町

を始め、山梨県大月市、千葉県松戸市など他県とのつながりも得られ、令和 8 年度以降の県外へ

の展開を見越し、これからの 1 年間も取り組んでまいります。 
最後に、私たちは有名な講師やモデル的な実

践をただ模倣するのではなく、その地域にある

課題にどうつなげるかを仲介していくことを教

育機能として発揮したいと考えています。令和

6 年度は、地域の主体性を育むプログラム「共生

社会づくり課程」をかながわ福祉大学校のプレ

講座として神奈川大学エクステンション講座を

実施することができましたが、今後は出張型講

座として広く展開していく予定です。  
次年度も当会の中での連携も大切にしながら土台を固め、組織体制を強化し、取り組みを県内

に広く周知してまいります。 
 

  

 
 

ⅤⅤ－－１１  高高齢齢者者社社会会活活動動推推進進事事業業  

 
１１  介介護護支支援援ボボラランンテティィアア（（よよここははままシシニニアアボボラランンテティィアアポポイインントト））推推進進事事業業（（横横浜浜市市委委託託事事業業））  

 

（（１１））概概要要  

65 歳以上の横浜市民を対象として、介護施設等でボランティア活動を行った場合に「ポイ

ント」を取得でき、貯まったポイントに応じて寄附または換金が可能な仕組みのもと、元気

な高齢者の活動を介護分野で活用する仕組みの事業です。 

当会では、ボランティア研修会の実施と登録、受け入れ施設の登録および施設内研修を実

施しています。 
・横浜市が指定した受け入れ施設(※)での活動 

レクリエーション指導・補助、施設利用者の話し相手、行事の手伝い、施設職員が   

行う入浴・食事介助等における軽易かつ補助的な作業、清掃等 

※特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、地域ケアプラザ、グループホーム、デイサービス、 

小規多機能型居宅介護、特定施設（有料老人ホーム）、病院、精神障害者生活支援センター、  

障害者地域活動ホーム等 585か所 

・区が実施する介護予防事業 

・地域で高齢者等を対象に実施される配食・会食サービス 

・地域ケアプラザで実施している障がい児余暇支援、子育て支援事業 

・元気づくりステーションでの活動 

・認知症カフェでの活動 

・スローショッピングを運営する団体での活動 

  

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

研修会開催回数と登録者数  

 開催回数 登録者数 

横浜市主催登録研修会 32回 712名 

受入施設内研修会 98回 584か所 

 

（（３３））事事業業評評価価  

   ポイントが貯まることを励みに活動している方も多く見受けられますが、それ以上に、ボ

ランティア文化やボランティアマインドの醸成が着実に広がりを見せています。また、フレ

イル予防における「社会参加」の視点からも、活動者がボランティア活動に取り組むことに

より、高齢者の生きがいの創出や外出機会の拡大につながっています。 

さらに、ボランティアマインドの醸成を契機として、「ささえあいの心」が地域に育まれつ

つあり、地域共生社会の実現に向けて、継続すべき重要な取組であると考えています。 

   今後も、共生社会推進の推進という視点を持ちながら、事業に取り組んでまいります。 
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２２  全全国国健健康康福福祉祉祭祭（（ねねんんりりんんピピッックク））選選手手派派遣遣事事業業（（神神奈奈川川県県・・川川崎崎市市委委託託事事業業））  

 

（（１１））概概要要  

   全国健康福祉祭（愛称：ねんりんピック）は、スポーツや文化種目の交流大会をはじめ、

健康や福祉に関する多彩なイベントを通じ、高齢者を中心とした国民の健康保持・増進、社

会参加および生きがいの向上を図り、ふれあいと活力にあふれる長寿社会の形成に資するこ

とを目的として、昭和 63 年から毎年開催されています。 

この趣旨を踏まえつつ、高齢者のスポーツ活動の振興を図るため、「ねんりんピック」への

神奈川県選手団および川崎市選手団の派遣に係る事務局業務を担っています。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

      第 36回となる本年度は、鳥取県にて令和 6 年 10月 19日から 4 日間の日程で開催され、県

内の 19 市町村でスポーツおよび文化交流大会が実施されました。 

神奈川県選手団 135 名、川崎市選手団 116 名が参加しました。 

 

 神奈川県 川崎市 

派遣種目代表者会議 

（選手団説明会） 

令和 6年 7月 30日 

令和 6年 10月 6日 
令和 6年 9月 11日 

選手団結団式 
令和 6年 10月 6日 

神奈川県総合教育センター 

令和 6年 10月 20日 

川崎市役所新庁舎 

 

（（３３））事事業業評評価価  

日ごろの活動成果を発表する場として、また、全国から集まる参加者との交流を通じて得

られる経験を基に、地域における高齢者の生きがいづくりおよび社会参加活動のリーダー養

成を目的として実施されている事業です。 

   神奈川県選手団および川崎市選手団の全員が大きなけがもなく、無事に会期を終えること

ができました。 
神奈川県においては、選手の参加意識を高めることを目的として、結団式において「神奈

川県選手団メモリアル映像」を上映しました。また、高校チアリーディング部から選手団へ

エールを送る場面もあり、盛況のうちに開催されました。 
神奈川県、川崎市共に、選手の思い出づくりの一環として「30days Album」を作成し、配

布しました。 
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２２  全全国国健健康康福福祉祉祭祭（（ねねんんりりんんピピッックク））選選手手派派遣遣事事業業（（神神奈奈川川県県・・川川崎崎市市委委託託事事業業））  

 

（（１１））概概要要  
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（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

      第 36回となる本年度は、鳥取県にて令和 6 年 10月 19日から 4 日間の日程で開催され、県

内の 19 市町村でスポーツおよび文化交流大会が実施されました。 

神奈川県選手団 135 名、川崎市選手団 116 名が参加しました。 
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派遣種目代表者会議 

（選手団説明会） 

令和 6年 7月 30日 

令和 6年 10月 6日 
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選手団結団式 
令和 6年 10月 6日 

神奈川県総合教育センター 

令和 6年 10月 20日 

川崎市役所新庁舎 

 

（（３３））事事業業評評価価  

日ごろの活動成果を発表する場として、また、全国から集まる参加者との交流を通じて得

られる経験を基に、地域における高齢者の生きがいづくりおよび社会参加活動のリーダー養

成を目的として実施されている事業です。 

   神奈川県選手団および川崎市選手団の全員が大きなけがもなく、無事に会期を終えること

ができました。 
神奈川県においては、選手の参加意識を高めることを目的として、結団式において「神奈

川県選手団メモリアル映像」を上映しました。また、高校チアリーディング部から選手団へ

エールを送る場面もあり、盛況のうちに開催されました。 
神奈川県、川崎市共に、選手の思い出づくりの一環として「30days Album」を作成し、配

布しました。 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

３３  かかななががわわシシニニアアススポポーーツツフフェェススタタ（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

高齢者の日常的な健康づくり、文化・スポーツ活動の成果発表および交流の機会を提供

し、健康および生きがいづくりを支援し、明るく活力ある長寿社会の実現を目的とした事業

です。 

当会では、県・各競技団体との連絡調整および運営支援を実施しました。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

会期 令和 6年 3月 23日～令和 7 年 3月 8日  

会場 神奈川県立スポーツセンター、小田原テニスガーデン 他  

種目 

ウォークラリー、卓球、テニス、ソフトテニス、ソフトボール、ゲートボール、ペタンク、

ゴルフ、マラソン、弓道、剣道、ローイング、水泳、グラウンド・ゴルフ、サッカー、 

ソフトバレーボール、太極拳、ターゲット・バードゴルフ、バウンドテニス、ダンス 

スポーツ、サイクリング、囲碁、将棋、健康マージャン、eスポーツ、オリエンテー 

リング、ラグビーフットボール、軟式野球、スポーツウエルネス吹矢、サーフィン、 

スポーツチャンバラ、カローリング、バドミントン、なぎなた、インディアカ、パーク 

ゴルフ（36種目） 

※ウォークラリー、オリエンテーリング、ローイングの 3種目については、大会開催に 

あたり参加選手が十分に揃わない状況等の理由により協議のうえ中止。 

参加者数 11,884名  

  

（（３３））事事業業評評価価  

36 種目中、33 種目が実施されました。参加者数は 1 万人を超え、当初の目的である高齢者

の健康および生きがいづくりの支援と、明るく活力あるかながわの長寿社会の形成促進に寄

与しました。 
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４ かながわシニア美術展（神奈川県委託事業）

（１）概要

高齢者の文化的活力を地域に広げ、生きがいの向上を目的とした事業です。

日本画、洋画、彫刻・工芸、書、写真の作品を広く公募し、入選した作品を展示していま

す。

当会では、開催告知、応募受付、作品展示、当日の運営など、事業運営全般を担っていま

す。

（２）本年度の実施状況

  第 22回となる本年度は、神奈川県民ホールギャラリーで令和 6年 11 月 21日から 4 日間の

日程で開催されました。

大賞受賞作品

日本画の部   本荘 孝子 『静』

洋画の部      森 重成 『Saigon Memorial Park』

彫刻・工芸の部  西垣 万亀子 『あそぼ！（鳥獣戯画より）』

書の部     渡慶次 逸子 『五字句』

写真の部    安川 健一 『背光輝く』

表彰式 令和 6年 11月 24日

応募数 194作品

（３）事業評価

本年度も、出品者は 70～80 代が多数を占める結果となりました。

次年度も出品したいと回答した割合は 88％でした。開催への感謝や継続を希望する声も

多く寄せられ、「高齢者の文化的活力を地域に広げ、生きがいを高め、文化活動の成果を発

表する場」としての開催目的に則していることからも、事業継続の意義があると考えま

す。70 代で継続的に出品している方が多く、部門別では、洋画の出品が全体の 40％以上を

占めています。



- 85 -

４ かながわシニア美術展（神奈川県委託事業）

（１）概要
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書の部     渡慶次 逸子 『五字句』
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（３）事業評価

本年度も、出品者は 70～80 代が多数を占める結果となりました。

次年度も出品したいと回答した割合は 88％でした。開催への感謝や継続を希望する声も

多く寄せられ、「高齢者の文化的活力を地域に広げ、生きがいを高め、文化活動の成果を発

表する場」としての開催目的に則していることからも、事業継続の意義があると考えま

す。70 代で継続的に出品している方が多く、部門別では、洋画の出品が全体の 40％以上を

占めています。

 
 

ⅤⅤ－－２２  フフレレイイルルチチェェッックク普普及及事事業業  

 
１１  フフレレイイルルチチェェッックク普普及及事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業、、自自主主事事業業））  

 
（（１１））概概要要  

フレイルの兆候を早期に発見し、適切に介入することが生活機能の維持・向上につながる

ことから、神奈川県より委託を受け、フレイル対策の重要性等について広く県民に啓発を行

い、未病の改善に取り組んでいます。あわせて、東京大学高齢社会総合研究機構が全国展開

している「フレイルチェックプログラム」を導入している 13 自治体に対し、実施支援を行

っています。また、新たな導入自治体の参画を促進するため、住民主体のポピュレーション

アプローチ※の考え方を取り入れ、周知を図っています。 

※ポピュレーションアプローチとは、特定の個人や高リスク群だけでなく、地域住民全体や集団全体を対象に 

健康の維持・増進や課題解決を図る手法のこと。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  フフレレイイルル対対策策普普及及オオンンラライインンセセミミナナーーのの開開催催  

  （（アア））県県民民向向けけフフレレイイルル対対策策普普及及セセミミナナーー  

      フレイル対策の重要性を広く県民に啓発することを目的に、オンラインセミナーを開

催しました。当日は、東京大学高齢社会総合研究機構 特任助教の田中氏による講義の

ほか、横須賀市・茅ヶ崎市・湯河原町のフレイルサポーターによる事例発表が行われ、

その後、意見交換会を実施しました 

 

 

  

 

 

（（イイ））市市町町村村のの健健康康づづくくりり・・介介護護予予防防事事業業のの担担当当者者向向けけフフレレイイルル対対策策普普及及セセミミナナーー  

県内市町村の担当者や地域包括支援センターの職員を対象に、フレイル対策の重要性

や成果、好事例を紹介するオンラインセミナーを実施しました。当日は、神奈川県立保

健福祉大学栄養学科長の田中氏による講義のほか、上級フレイルトレーナーである成田

氏による事例紹介が行われました。自治体や介護予防事業者に加え、複数の企業も参加

し、セミナー後にはフレイルチェック現場の見学につながりました。 
  

  

  

  

  

開催日 令和 6年 11月 11日 

開催方法 オンライン配信 

講師 東京大学高齢社会総合研究機構 特任助教 田中 友規氏 

申込数・接続数 （申込数）145名 （当日の接続数）59アカウント 

開催日 令和 7年 1月 24日 

開催方法 オンライン配信 

講師 神奈川県立保健福祉大学 保健福祉学部栄養学科長 田中 和美氏 

申込数・接続数 （申込数）172名 （当日の接続数）105アカウント 
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2 回に分けて対象を設定、実施したことで、それぞれのニーズに即したセミナーを開催

することができ、結果として参加者数の大幅な増加につながりました。

イ フレイルサポーター交流・意見交換会の開催

昨年度より対面での開催を再開したも

のの、昨年は会場が横浜市であったた

め、一部のフレイルサポーターからは移

動距離が長いとの声が寄せられていまし

た。そこで本年度は、神奈川県における

フレイルチェック発祥の地である茅ヶ崎

市を会場としました。実施自治体での開

催は、フレイルサポーターのモチベーションを更に上げる機会となることから、来年度

も引き続きこの取り組みを継続してまいります。

ウ フレイルトレーナーの派遣（新規）

本年度から、希望する市町を対象としたフレイルトレーナーの派遣事業が開始され、6

市町からの依頼に基づき実施しました。各市町の課題に即した内容で構成し、有意義な機

会となりました。現時点では約半数の自治体のみの活用にとどまっているため、今後、事

業概要の見直しや要件緩和も含めた提案を行ってまいります。

エ 市町村へのフォローアップ

県内市町村への「フレイルチェック」導入促進事業として、現在は 13 市町（厚木市、

海老名市、開成町、逗子市、茅ケ崎市、中井町、秦野市、平塚市、松田町、三浦市、山

北町、湯河原町、横須賀市）において、フレイルチェックプログラムを実施していま

す。実際のチェック活動に関しては、三浦市、茅ヶ崎市、松田町における実施のフォロ

ーを行いました。また、本年度は職員 1 名がフレイルサポーター資格を取得し、支援体

制を整備しています。

新たな展開としては、秦野市および三浦市の健康イベントでのフレイルチェックの実

施に加え、県西部地域でのフレイルサポーター交流会（10 月 16 日開催、29 名参加）、

および三浦市・横須賀市・逗子市・平塚市による 4 市合同交流会（2月 5 日開催、28 名

参加）において、当会が事務局を担い、当日の運営を行いました。

そのほか、導入自治体に対しては、必要なフレイルチェック用ツールの手配などの支

援も行っています。

開催日 令和 6年 12月 4日

会場 茅ヶ崎市商工会議所

講師 東京大学高齢社会総合研究機構長 飯島 勝矢氏

参加者数 10市町 56名



- 87 -
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め、一部のフレイルサポーターからは移

動距離が長いとの声が寄せられていまし

た。そこで本年度は、神奈川県における

フレイルチェック発祥の地である茅ヶ崎

市を会場としました。実施自治体での開
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も引き続きこの取り組みを継続してまいります。

ウ フレイルトレーナーの派遣（新規）

本年度から、希望する市町を対象としたフレイルトレーナーの派遣事業が開始され、6

市町からの依頼に基づき実施しました。各市町の課題に即した内容で構成し、有意義な機

会となりました。現時点では約半数の自治体のみの活用にとどまっているため、今後、事

業概要の見直しや要件緩和も含めた提案を行ってまいります。

エ 市町村へのフォローアップ

県内市町村への「フレイルチェック」導入促進事業として、現在は 13 市町（厚木市、

海老名市、開成町、逗子市、茅ケ崎市、中井町、秦野市、平塚市、松田町、三浦市、山

北町、湯河原町、横須賀市）において、フレイルチェックプログラムを実施していま

す。実際のチェック活動に関しては、三浦市、茅ヶ崎市、松田町における実施のフォロ

ーを行いました。また、本年度は職員 1 名がフレイルサポーター資格を取得し、支援体

制を整備しています。

新たな展開としては、秦野市および三浦市の健康イベントでのフレイルチェックの実

施に加え、県西部地域でのフレイルサポーター交流会（10 月 16 日開催、29 名参加）、

および三浦市・横須賀市・逗子市・平塚市による 4 市合同交流会（2月 5 日開催、28 名

参加）において、当会が事務局を担い、当日の運営を行いました。

そのほか、導入自治体に対しては、必要なフレイルチェック用ツールの手配などの支

援も行っています。

開催日 令和 6年 12月 4日

会場 茅ヶ崎市商工会議所

講師 東京大学高齢社会総合研究機構長 飯島 勝矢氏

参加者数 10市町 56名

オ 本年度のフレイルサポーター養成・フレイルチェック実施状況

平成 27 年度からの累計では、フレイルサポーターの養成人数は 1,087 名、フレイルチ

ェックの参加者数は 11,816 名となりました。

令和 5年度 令和 6年度 前年度比

県内フレイルサポーター養成数 118名 106名 89.8% 

フレイルチェック実施回数 171回 207回 121.1% 

フレイルチェック参加人数 2,143名 2,937名 137.1% 

カ 「かながわフレイルナビ」での情報提供

健康の維持・増進および健康寿命の延伸

を目的として、有用な情報を一元的に提供

する「かながわフレイルナビ」において、

フレイル対策の基本的な考え方や各市町村

の取組内容を紹介するとともに、フレイル

サポーターの活動、フレイル対策に関する

プログラム、関連施設の検索機能など、多

様な情報を提供しました（掲載件数 30

件）。普及セミナーや交流会の場を通じた

周知にも努めてきましたが、今後は未病産

業における取り組みについても新たに紹介してまいります。

  

キ 未病産業研究会との連携

本年度は、未病産業社会実装モデル事業における相談役として、綾瀬市での実装支援

を行うとともに、三浦市、山北町、伊勢原市などにも同行しました。特に、フレイルチ

ェック未導入の自治体に対して、フレイル予防に関する働きかけを行う機会となったこ

とから、今後も神奈川県政策局との連携を一層深めてまいります。

  ク フレイル予防教室の展開

本年度から三浦市において定期的にフレイル予防教室を開催し、毎回 20 名以上の参加

がありました。また、お声がけをいたいた横浜市の霧が丘プラットホームやアペリティー

ヴォにおいても講座を実施しました。更に、横浜市港南区の野庭団地や横浜市中区では、

「まちの先生」として講座を開催しました。次年度からはかながわ福祉大学校共生社会づ

くり課程を基に、出張講座として県内各地で展開していく予定です。

  ケ 老健事業モデル事業

神奈川県三浦市での実装において、三浦市からの委託を受け、事務局および運営主体と

して本事業を実施しました。具体的には、後期高齢者質問票を活用し、住民主体で活動す

かながわフレイルナビ  

業における取り組みについても新たに紹介してまいります。

かながわフレイルナビ

https://frail.kanafuku.jp/
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る測定サポーター26 名を養成し、4か所のサロンおよびイベントにおいて測定を実施しま

した。また、高知県仁淀川町との交換交流会も企画し、サポーター同士の交流に加え、講

演会も開催しました。 

 
（（３３））事事業業評評価価  

本年度は、自主的な事業として多様な活動を展開することができ、あわせて神奈川県の各

部局との連携も始まり、新たな展開につながりました。 
一方で、現時点では神奈川県内におけるフレイル対策の普及は十分とは言えない状況にあ

ります。今後も引き続き、実践事例の発信を通じて未病の改善に取り組むとともに、フレイ

ルチェックプログラムや後期高齢者の質問票を活用した測定の全県的な展開を目指してまい

ります。 
 
 
 
 

ⅤⅤ－－３３  生生活活保保護護業業務務担担当当職職員員ススキキルルアアッッププ研研修修事事業業  

 
１１  生生活活保保護護業業務務担担当当職職員員ススキキルルアアッッププ研研修修事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

 
（（１１））概概要要  

県内の福祉事務所 16 か所（政令市を除

く）および県保健福祉事務所 6 カ所の生活

保護所管課職員、ならびに県内の保護施設

（政令市を除く）に勤務する職員を対象と

して、以下の 3 点を柱に、生活保護業務に

携わる職員（ケースワーカー等）が高い専

門性と意欲を持ち、生活に困窮する県民一

人ひとりに寄り添った支援を行えるよう、研修を実施しました。 

・専門知識・技術の習得 

（ケースワークの基盤となる理念・知識・技術の理解と実践力の向上） 

・組織的な支援体制の推進 

（ケースワーカーが孤立せず、ネットワークを育み、業務を個人で抱え込まないチーム

対応の促進） 

・地域との連携強化～ともに支える地域づくり 

（関係機関、地域住民、企業などとの連携・協力を通じた、支援の輪の拡大と「ともに

支える地域づくり」） 

なお、研修の企画にあたっては、内容の実効性と実践性を高めるため、生活保護制度に精



- 89 -
 

 

る測定サポーター26 名を養成し、4か所のサロンおよびイベントにおいて測定を実施しま

した。また、高知県仁淀川町との交換交流会も企画し、サポーター同士の交流に加え、講
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（（１１））概概要要  

県内の福祉事務所 16 か所（政令市を除

く）および県保健福祉事務所 6 カ所の生活

保護所管課職員、ならびに県内の保護施設

（政令市を除く）に勤務する職員を対象と

して、以下の 3 点を柱に、生活保護業務に

携わる職員（ケースワーカー等）が高い専

門性と意欲を持ち、生活に困窮する県民一

人ひとりに寄り添った支援を行えるよう、研修を実施しました。 

・専門知識・技術の習得 

（ケースワークの基盤となる理念・知識・技術の理解と実践力の向上） 

・組織的な支援体制の推進 

（ケースワーカーが孤立せず、ネットワークを育み、業務を個人で抱え込まないチーム

対応の促進） 

・地域との連携強化～ともに支える地域づくり 

（関係機関、地域住民、企業などとの連携・協力を通じた、支援の輪の拡大と「ともに

支える地域づくり」） 

なお、研修の企画にあたっては、内容の実効性と実践性を高めるため、生活保護制度に精

 
 

通した専門スーパーバイザーと、行政実務や現場課題に詳しい実務アドバイザーを招聘し、

事務局体制の強化を図りながら実施しました。 
 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  新新任任地地区区担担当当員員研研修修  

新任ケースワーカーを対象に、1回 5 時間程度の研修を計 4 回実施しました。 

実施日 講師 
実施 

形式 
会場 

参加 

人員 

令和 6 年 

6 月 3 日 
神奈川県福祉子どもみらい局福祉部生活援護課職員 対面 万国橋会議センター 68 

令和 6 年 

6 月 24 日 
神奈川県福祉子どもみらい局福祉部生活援護課職員 対面 横浜市開港記念会館 69 

令和 7 年 

1 月 30 日 
神奈川県福祉子どもみらい局福祉部生活援護課職員 対面 横浜市開港記念会館 54 

令和 7 年 

2 月 4 日 

神奈川県福祉子どもみらい局福祉部生活援護課職員、 

かながわ福祉サービス振興会職員 
対面 横浜市開港記念会館 52 

 
イイ  現現任任地地区区担担当当員員研研修修（（基基礎礎研研修修・・専専門門研研修修））  

ケースワーカーおよび面接相談、就労支援、子ども支援に関わる支援員等を対象とし

て、以下のとおり研修を実施しました。 
【基礎研修】1 回 5 時間程度の研修を計 3 回実施 

実施日 内容 講師 
実施 

形式 
会場 

参加 

人員 

令和 6 年 

7 月 8 日 

他法活用(税・年金

制度・雇用保険度) 

横浜市中区保健福祉センター 

年金相談専門員 井上 広紀氏 

対面 横浜市開港記念会館 44 
稼働年齢層への支

援と就労支援 

ハローワーク横浜職業相談第三部門 

統括職業指導官  川口 修氏 

川崎市健康福祉局生活保護・自立支援室 

自立支援担当 田中 伸治氏 

令和 6 年 

10 月 30 日 

生活保護の実施に

ついて 

神奈川県福祉子どもみらい局 

福祉部生活援護課  

副主幹 中居 裕樹氏 
対面 ウィリング横浜 38 

神奈川県立保健福祉大学 

保健福祉学部社会福祉学科 

准教授 吉中 季子氏 

令和 6 年 

12 月 25 日 
ソーシャルワーク 

明治学院大学社会学部社会福祉学科 

教授 新保 美香氏 
対面 横浜市開港記念会館 37 

 
【専門研修】1 回 3 時間程度の研修を計 12 回実施 

実施日 内容 講師 
実施 

形式 
会場 

参加 

人員 

令和 6 年 

5 月 27 日 

精神疾患に対する

支援 

三浦市基幹相談支援センター 

主任相談支援専門員(精神保健福祉士) 

柏 美樹氏  

対面 横浜市開港記念会館 40 

令和 6 年 

6 月 4 日 

他法活用(介護保

険)について 

平塚市地域包括支援センターあさひきた 

管理者 島田 文江氏  
オンライン 18 

一般社団法人介護支援専門員協会 

副理事長 今田 義昭氏 
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令和 6 年 

7 月 29 日 

支援について CWの

先輩に聞く 

平塚市福祉事務所子ども家庭課長 

白井 純人 氏（元生活福祉課長） 

対面 波止場会館 20 川崎市幸区役所 

地域みまもり支援ｾﾝﾀｰ保護第 2 課第 2 係 

係長 柴田 早苗氏 

令和 6 年 

8 月 6 日 

アルコール依存

症・ギャンブル依

存症について 

独立行政法人国立病院機構 

久里浜医療センター 精神科診療部長 

松﨑 尊信 氏 オンライン 28 

横浜リカバリーコミュニティー 

精神保健福祉士 島田 昌平氏 

令和 6 年 

9 月 5 日 

子どものいる世帯

への支援  

公益財団法人よこはまユース 

常務理事兼事務局長 巻口 徹氏  
対面 横浜市技能文化会館 26 

社会福祉士 陣内 優生氏 

(県内自治体職員) 

令和 6 年 

10 月 29 日 

行政対象暴力等の

クレーマーへの対

応 

神奈川県警察本部暴力団排除対策室 

第 1 班 中屋 健太氏（行政対象暴力） 
対面 ウィリング横浜 24 

須藤法律事務所 弁護士 

須藤 公太氏（クレーマー） 

令和 6 年 

11 月 28 日 

多機関連携、多職

種連携と地域共生

社会 

社会福祉士 陣内 優生氏 

 (県内自治体職員)  

対面 横浜市技能文化会館 28 社会福祉法人相模原市社会福祉協議会 

福祉推進課地域支援係 

主査（ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ）井上 真吾氏 

令和 6 年 

12 月 3 日 

子どものいる世帯

への支援 

一般社団法人 Omoshiro 

代表理事 勝呂 ちひろ氏 
対面 横浜市開港記念会館 33 

女性や母子に対す

るＤＶ等への支援 

特定非営利活動法人 DV 対策センター 

代表理事 穂志乃 愛莉氏 

令和 6 年 

12 月 6 日 

ホームレス支援と

横浜市寿地区対応

策について 

横浜市健康福祉局生活福祉部課長補佐 

生活支援課寿地区対策担当課係長 

羽ケ崎 徹氏（寿地区対応策） 
対面 

横浜市寿町健康福祉

センター 
33 

横浜市健康福祉局生活福祉部課長補佐 

生活支援課救護対策担当係長 

飯嶋 真之氏（ホームレス施策） 

令和 7 年 

1 月 31 日 

（午前） 

ＣＷの心のケア 

福島県立医科大学 

ふくしま国際医療科学センター 

助教 二本松 直人氏 

オンライン 26 

令和 7 年 

1 月 31 日 

（午後） 

他法活用(障害福

祉)について 

湘南西部障害保健福祉圏域地域生活ナビ

ゲーションセンター 

センター長 千葉 高史氏 

オンライン 15 

令和 7 年 

3 月 5 日 

健康管理支援と医

療制度 

鎌倉福祉事務所 保健福祉課長（保健師） 

山岡 明美氏（健康管理支援） 

対面 ウィリング横浜 15 神奈川県医師会  

小磯診療所 在宅診療担当医師  

磯崎 哲夫氏（在宅医療について） 

  
ウウ  査査察察指指導導員員研研修修（（新新任任研研修修、、専専門門研研修修））  

ケースワーカーの指導監督を行う査察指導員等を対象に以下のとおり研修を実施しまし

た。 

【新任研修】1 回 5 時間程度の研修を 1 回実施 

実施日 講師 
実施 

形式 
会場 

参加 

人員 

令和 6 年 

6 月 3 日 
神奈川県福祉子どもみらい局福祉部生活援護課職員 対面 

神奈川県東庁舎 

11 階会議室 
8 
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令和 6 年 
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支援について CWの

先輩に聞く 

平塚市福祉事務所子ども家庭課長 

白井 純人 氏（元生活福祉課長） 

対面 波止場会館 20 川崎市幸区役所 

地域みまもり支援ｾﾝﾀｰ保護第 2 課第 2 係 

係長 柴田 早苗氏 

令和 6 年 

8 月 6 日 

アルコール依存

症・ギャンブル依

存症について 

独立行政法人国立病院機構 

久里浜医療センター 精神科診療部長 

松﨑 尊信 氏 オンライン 28 

横浜リカバリーコミュニティー 

精神保健福祉士 島田 昌平氏 

令和 6 年 

9 月 5 日 

子どものいる世帯

への支援  

公益財団法人よこはまユース 

常務理事兼事務局長 巻口 徹氏  
対面 横浜市技能文化会館 26 

社会福祉士 陣内 優生氏 

(県内自治体職員) 

令和 6 年 

10 月 29 日 

行政対象暴力等の

クレーマーへの対

応 

神奈川県警察本部暴力団排除対策室 

第 1 班 中屋 健太氏（行政対象暴力） 
対面 ウィリング横浜 24 

須藤法律事務所 弁護士 

須藤 公太氏（クレーマー） 

令和 6 年 

11 月 28 日 

多機関連携、多職

種連携と地域共生

社会 

社会福祉士 陣内 優生氏 

 (県内自治体職員)  

対面 横浜市技能文化会館 28 社会福祉法人相模原市社会福祉協議会 

福祉推進課地域支援係 

主査（ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ）井上 真吾氏 

令和 6 年 

12 月 3 日 

子どものいる世帯

への支援 

一般社団法人 Omoshiro 

代表理事 勝呂 ちひろ氏 
対面 横浜市開港記念会館 33 

女性や母子に対す

るＤＶ等への支援 

特定非営利活動法人 DV 対策センター 

代表理事 穂志乃 愛莉氏 

令和 6 年 

12 月 6 日 

ホームレス支援と

横浜市寿地区対応

策について 

横浜市健康福祉局生活福祉部課長補佐 

生活支援課寿地区対策担当課係長 

羽ケ崎 徹氏（寿地区対応策） 
対面 

横浜市寿町健康福祉

センター 
33 

横浜市健康福祉局生活福祉部課長補佐 

生活支援課救護対策担当係長 

飯嶋 真之氏（ホームレス施策） 

令和 7 年 

1 月 31 日 

（午前） 

ＣＷの心のケア 

福島県立医科大学 

ふくしま国際医療科学センター 

助教 二本松 直人氏 

オンライン 26 

令和 7 年 

1 月 31 日 

（午後） 

他法活用(障害福

祉)について 

湘南西部障害保健福祉圏域地域生活ナビ

ゲーションセンター 

センター長 千葉 高史氏 

オンライン 15 

令和 7 年 

3 月 5 日 

健康管理支援と医

療制度 

鎌倉福祉事務所 保健福祉課長（保健師） 

山岡 明美氏（健康管理支援） 

対面 ウィリング横浜 15 神奈川県医師会  

小磯診療所 在宅診療担当医師  

磯崎 哲夫氏（在宅医療について） 

  
ウウ  査査察察指指導導員員研研修修（（新新任任研研修修、、専専門門研研修修））  

ケースワーカーの指導監督を行う査察指導員等を対象に以下のとおり研修を実施しまし

た。 

【新任研修】1 回 5 時間程度の研修を 1 回実施 

実施日 講師 
実施 

形式 
会場 

参加 

人員 

令和 6 年 

6 月 3 日 
神奈川県福祉子どもみらい局福祉部生活援護課職員 対面 

神奈川県東庁舎 

11 階会議室 
8 

 

 

 
 

【専門研修】1 回 3 時間程度の研修を計 3 回実施 

実施日 内容 講師 
実施 

形式 
会場 

参加 

人員 

令和 6 年 

8 月 27 日 
スーパービジョン 

明治学院大学社会学部社会福祉学科 

教授 新保 美香氏 
対面 横浜市技能文化会館 19 

令和 6 年 

11 月 29 日 
査察指導の実際① 

元横浜市健康福祉局生活福祉部 

部長 巻口 徹氏 
対面 

かながわ県民センタ

ー 
17 

令和 7 年 

2 月 25 日 
査察指導の実際② 

横浜市健康福祉局課長補佐(生活福祉部

生活支援課生活保護指導担当係長) 

長嶌 英典氏 

対面 
振興会セミナールー

ム 
16 

 

エエ  保保護護施施設設職職員員研研修修  

神奈川県が設置している救護施設（保護施設）平塚ふじみ園の職員を対象に、3時間程

度の研修を 1 回実施しました。   

実施日 内容 講師 
実施 

形式 
会場 

参加 

人員 

令和 7 年 

3 月 10 日 

生活保護制度につ

いて 

神奈川県福祉子どもみらい局福祉部 

生活援護課 主事 山本 彩氏 
対面 平塚ふじみ園研修室 44 

接遇とコミュニケ

ーションについて 

株式会社さくらコミュニケーション 

代表取締役 古川 智子氏 

      
（（３３））事事業業評評価価  

国においては、令和 7年度以降、「子どもの貧困への対応のための措置」や「支援関係機関

の連携強化等の措置」について、改正の概要が示されており、いずれもソーシャルワークの

実践を基盤とする内容と捉えられます。「子どもの貧困への対応のための措置」では、アウト

リーチの視点に基づいた対応が求められており、また「支援関係機関の連携強化等の措置（医

療扶助等の適正実施等を除く）」では、生活困窮者自立支援事業との連携や会議体・協議体の

設置など、多機関・多職種による連携、いわゆるコミュニティソーシャルワークの実践が重

視されています。こうした背景を踏まえ、今回の研修の方向性および設定した目的は、国の

政策動向に即したものとなりました。 

また、本年度掲げた 3 つの目的、「専門知識・技術の習得」、「組織的な支援体制の推進」、

「地域との連携強化～ともに支える地域づくり」については、いずれの講義も専門性を有す

る講師を選定し、事務局と講師の間で内容を丁寧に検討した結果、概ね目的に沿った実施が

できたと評価しています。 

これら 3 つの目的（理念）は、生活保護業務に従事するのケースワーカーのみならず、他

の地方自治体福祉職、ひいてはすべての地方自治体職員にとっても有用な視点であり、今後

参加者が人事異動等により他の部署へ異動した場合にも活かされるものと考えています。 

以上を踏まえ、本年度の研修は、生活保護業務担当職員の専門性向上とネットワークの強

化に寄与するものになったと総括します。 
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ⅤⅤ－－４４  孤孤独独・・孤孤立立対対策策担担いい手手育育成成事事業業  

 
１１  孤孤独独・・孤孤立立対対策策担担いい手手育育成成事事業業（（内内閣閣府府助助成成事事業業））  

 
（（１１））概概要要  

孤独・孤立対策に取り組む民間団体の運営能力向上や活動基盤の整備を支援する中間支援

組織など、いわゆる中間支援団体の取り組みを後押しすることにより、民間団体による安定

的かつ継続的な孤独・孤立対策の推進を目的として実施しました。 

本事業では、孤独・孤立の予防の観点から、日常の多様な分野において緩やかな「つなが

り」の構築を実践している、または新たに取り組もうとしている NPO などを発掘し、地域の

多様な主体との連携・協働を促進しました。あわせて、情報提供、相談対応、研修などの伴

走型支援を通じて、各団体の経営力および事業推進力を強化し、孤独・孤立対策の機運醸成

と、安定的・継続的な推進体制の構築を図りました。なお、本事業は内閣府の補助金を活用

して実施しています。 

具体的には、多世代交流拠点やフレイル予防拠点の整備など、地域課題に応じた事業開発

を推進し、公民連携のもとで当会の機能を最大限活用しながら、自治体をはじめとする各種

団体と連携・協働して取り組みました。 

 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  孤孤独独・・孤孤立立対対策策担担いい手手育育成成支支援援検検討討委委員員会会のの設設置置運運営営  

神奈川県内および関連地域において、孤独・孤立対策に取り組む活動団体の発掘や、

団体に対する相談支援を推進することを目的に、神奈川県および他県における孤独・孤

立対策に係るネットワーク組織の構築を図るため、「孤独・孤立対策担い手育成支援検討

委員会」を設置しました。同委員会では、以下の事項について協議を行いました。 
・孤独・孤立対策に取り組む活動団体の発掘に関すること 
・団体の活動実態や課題の把握に関すること 
・団体の活動に関する情報の整理および共有に関すること 
・団体に対する相談支援への取り組みに関すること 
・構築したネットワークを推進するための仕組みづくりに関すること 
 

 開催 議題 出席 

第 1 回 [日時] 

令和 6 年 

8 月 27 日 

 

[会場] 

振興会セミナー

ルーム 

 孤独・孤立対策推進交付金（孤独・孤立対策担い手育成支援事業）

の概要について 

 事業の採択経緯及び当振興会の事業に対する見解（事務局案）に

ついて 

 具体的な取組内容及び進行スケジュールの概略について 

 事業を実行するにあたっての事務局体制について 

 県内の孤独・孤立対策の取組み状況について（アンケート調査の

中間報告） 

 その他 

7 名 

  



- 93 -

 
 

ⅤⅤ－－４４  孤孤独独・・孤孤立立対対策策担担いい手手育育成成事事業業  

 
１１  孤孤独独・・孤孤立立対対策策担担いい手手育育成成事事業業（（内内閣閣府府助助成成事事業業））  

 
（（１１））概概要要  

孤独・孤立対策に取り組む民間団体の運営能力向上や活動基盤の整備を支援する中間支援

組織など、いわゆる中間支援団体の取り組みを後押しすることにより、民間団体による安定

的かつ継続的な孤独・孤立対策の推進を目的として実施しました。 

本事業では、孤独・孤立の予防の観点から、日常の多様な分野において緩やかな「つなが

り」の構築を実践している、または新たに取り組もうとしている NPO などを発掘し、地域の

多様な主体との連携・協働を促進しました。あわせて、情報提供、相談対応、研修などの伴

走型支援を通じて、各団体の経営力および事業推進力を強化し、孤独・孤立対策の機運醸成

と、安定的・継続的な推進体制の構築を図りました。なお、本事業は内閣府の補助金を活用

して実施しています。 

具体的には、多世代交流拠点やフレイル予防拠点の整備など、地域課題に応じた事業開発

を推進し、公民連携のもとで当会の機能を最大限活用しながら、自治体をはじめとする各種

団体と連携・協働して取り組みました。 

 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  孤孤独独・・孤孤立立対対策策担担いい手手育育成成支支援援検検討討委委員員会会のの設設置置運運営営  

神奈川県内および関連地域において、孤独・孤立対策に取り組む活動団体の発掘や、

団体に対する相談支援を推進することを目的に、神奈川県および他県における孤独・孤

立対策に係るネットワーク組織の構築を図るため、「孤独・孤立対策担い手育成支援検討

委員会」を設置しました。同委員会では、以下の事項について協議を行いました。 
・孤独・孤立対策に取り組む活動団体の発掘に関すること 
・団体の活動実態や課題の把握に関すること 
・団体の活動に関する情報の整理および共有に関すること 
・団体に対する相談支援への取り組みに関すること 
・構築したネットワークを推進するための仕組みづくりに関すること 
 

 開催 議題 出席 

第 1 回 [日時] 

令和 6 年 

8 月 27 日 

 

[会場] 

振興会セミナー

ルーム 

 孤独・孤立対策推進交付金（孤独・孤立対策担い手育成支援事業）

の概要について 

 事業の採択経緯及び当振興会の事業に対する見解（事務局案）に

ついて 

 具体的な取組内容及び進行スケジュールの概略について 

 事業を実行するにあたっての事務局体制について 

 県内の孤独・孤立対策の取組み状況について（アンケート調査の

中間報告） 

 その他 

7 名 

  

 
 

第 2 回 [日時] 

令和 7 年 

1 月 29 日 

 

[会場] 

振興会セミナー

ルーム 

 アンケート結果の報告について 

 団体の視察の報告について 

 次年度以降における取り組みの方向性について 

 フォーラムの開催について 

 伴走支援の経過について 

 その他 

7 名 

第 3 回 [日時] 

令和 7 年 

3 月 13 日 

 

[会場] 

振興会セミナー

ルーム 

 孤独・孤立対策推進フォーラム開催の報告 

 団体の視察の報告 

 伴走支援の経過 

 次年度以降における取り組みの方向性とネットワークの在り方 

 その他 

7 名 

 
イイ  孤孤独独・・孤孤立立対対策策にに取取りり組組むむ NNPPOO 等等のの発発掘掘  

神奈川県においては、当会が運営する 3 つの情報プラットフォーム、①障害福祉情報

サービスかながわ、②介護情報サービスかながわ、③子育て支援情報サービスかながわ

を活用し、「緩やかなつながり」を実践する NPO などの発掘に取り組みました。 

また、上記 3 つのプラットフォームに加え、県内自治体や関係団体への情報提供も行

い、より多くの NPO などへ情報が届くよう努めました。 

さらに、神奈川県が推進する「かながわつながりネットワーク（神奈川県版孤独・孤

立対策官民連携プラットフォーム）」および「かながわ人生 100 歳時代ネットワーク」に

も参画し、ネットワークの拡大を図りました。 

神奈川県の取り組みと並行して、山梨県社会福祉協議会と連携し、継続的な情報交換

を行うとともに、山梨県内のプラットフォーム「わたあめ」に参画することで、同様に

ネットワークの拡充に取り組みました。今後も、これらのネットワークを活用し、より

充実した取り組みを推進してまいります。 

  
ウウ  担担いい手手育育成成ののキキッッククオオフフをを宣宣言言（（孤孤独独・・孤孤立立対対策策推推進進フフォォーーララムム等等のの開開催催））  

神奈川県内において、フォーラムを 2 回にわたり開催しました。第 1 回は、高知県内

のフレイル予防活動団体と、県内フレイル予防活動

団体等との交流を図る情報交換会形式で実施しまし

た。第 2 回は、参加団体間でのネットワーク構築を

目的として開催し、第 1 部では本事業の概要説明と

ともに、孤独・孤立対策の全体像に関する基調講演

を実施しました。第 2部では、シンポジウム形式に

より、行政、NPO 法人、自治会の三者による活動の

実践事例の発表および情報交換を行いました。 

フォーラム第 1回の開催概要 

開催日 令和 7年 1月 8日 10:00～12:00 

会 場 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会セミナールーム 

テーマ・内容 

（第 1部）住民主体によるフレイル予防活動について事例発表 

     発表者 NPO法人フレイルサポート仁淀川（高知県吾川郡仁淀川町） 

理事 小松 仁視氏 
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エエ  NNPPOO 等等にに対対すするる伴伴走走型型支支援援  

各団体から寄せられた個別の相談内容について、面談やオンラインを活用しながら、随

時伴走型支援を実施しました。 
また、他県においてもオンラインを活用し、同様に伴走型支援を行いました。 

 
 
   
（（３３））事事業業評評価価  

事業初年度であった本年度は、関係機関との連携構築やネットワーク形成、啓発活動が主

な取り組みとなりましたが、次年度以降の方向性も明確となり、継続的な活動に向けた基盤

整備を進めることができました。 
次年度以降は、「孤独・孤立対策担い手育成支援検討委員会」で寄せられた意見を踏まえ、

ネットワークの一層の強化と活動の充実を図り、孤独・孤立対策にとどまらず、地域共生社

会の実現に向けた取り組みを推進してまいります。特に、モデル地区を定めて地域活動の支

援に取り組むとともに、アウトリーチの視点をもって地域に足を運び、孤独・孤立対策を切

り口として、地域住民の福祉意識の醸成と地域福祉のさらなる推進を目指してまいります。 
 

 
 
 
 
 

（第 2部）グループワークによる情報交換会 

     進行  公益社団法人かながわ福祉サービス振興会事務局 

参加者数 30名 

フォーラム第 2回の開催概要 

開催日 令和 7年 2月 19日 13:30～16:10 

会 場 横浜市開港記念会館 

後 援 
神奈川県、社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会、神奈川県住宅供給公社、 

認定 NPO法人市民セクターよこはま 

テーマ・内容 

「つながろうかながわ～みんな地域の一員～」 

（第 1部）基調講演「〈地域〉と〈つながる〉とは？」 

     慶応大学 名誉教授 大江 守之氏 

（第 2部）パネルディスカッション 

「つながる・ささえあう・地域全体で予防する」 

     コーディネーター 慶応大学 名誉教授 大江 守之氏 

     パネリスト ・鎌倉市健康福祉部福祉総務課福祉政策担当  

             課長補佐 兼 担当係長 内藤 克子氏 

           ・特定非営利活動法人街カフェ大倉山ミエル 

理事長 鈴木 智香子氏 

           ・竹山連合自治会 会長 吉川 勝氏 

参加者数 43名 

対応件数 20件 

内 訳 
横浜市 11件、横須賀三浦地域 4件、鎌倉市 1件、県西地域 2件、 

県外団体 1件、県外企業１件 
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エエ  NNPPOO 等等にに対対すするる伴伴走走型型支支援援  

各団体から寄せられた個別の相談内容について、面談やオンラインを活用しながら、随

時伴走型支援を実施しました。 
また、他県においてもオンラインを活用し、同様に伴走型支援を行いました。 

 
 
   
（（３３））事事業業評評価価  

事業初年度であった本年度は、関係機関との連携構築やネットワーク形成、啓発活動が主

な取り組みとなりましたが、次年度以降の方向性も明確となり、継続的な活動に向けた基盤
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援に取り組むとともに、アウトリーチの視点をもって地域に足を運び、孤独・孤立対策を切

り口として、地域住民の福祉意識の醸成と地域福祉のさらなる推進を目指してまいります。 
 

 
 
 
 
 

（第 2部）グループワークによる情報交換会 

     進行  公益社団法人かながわ福祉サービス振興会事務局 

参加者数 30名 

フォーラム第 2回の開催概要 

開催日 令和 7年 2月 19日 13:30～16:10 

会 場 横浜市開港記念会館 

後 援 
神奈川県、社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会、神奈川県住宅供給公社、 

認定 NPO法人市民セクターよこはま 

テーマ・内容 

「つながろうかながわ～みんな地域の一員～」 

（第 1部）基調講演「〈地域〉と〈つながる〉とは？」 

     慶応大学 名誉教授 大江 守之氏 

（第 2部）パネルディスカッション 

「つながる・ささえあう・地域全体で予防する」 

     コーディネーター 慶応大学 名誉教授 大江 守之氏 

     パネリスト ・鎌倉市健康福祉部福祉総務課福祉政策担当  

             課長補佐 兼 担当係長 内藤 克子氏 

           ・特定非営利活動法人街カフェ大倉山ミエル 

理事長 鈴木 智香子氏 

           ・竹山連合自治会 会長 吉川 勝氏 

参加者数 43名 

対応件数 20件 

内 訳 
横浜市 11件、横須賀三浦地域 4件、鎌倉市 1件、県西地域 2件、 

県外団体 1件、県外企業１件 

 
 

ⅤⅤ－－５５  地地域域包包括括支支援援シシスステテムム（（障障害害））推推進進事事業業  

 
１１  精精神神障障害害ににもも対対応応ししたた地地域域包包括括ケケアアシシスステテムム構構築築推推進進事事業業研研修修業業務務（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

長期入院している精神障がい者の地域移行を促進するとともに、精神障がい者が地域の一員

として安心して暮らせるよう、医療、障がい福祉、介護、住まい、社会参加などが包括的に確

保された「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を目指し、「精神障害者の地域

移行・地域定着関係職員に対する研修に係る事業」および地域住民を対象とした「普及啓発に

関する講座」を実施しています。 
 
（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況    

アア  精精神神障障害害者者のの地地域域移移行行・・地地域域定定着着関関係係職職員員にに対対すするる研研修修  

研修では、関係職員（支援者）が「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築

推進を推進するために必要な知識や情報を得られるよう、企画委員会での協議を踏まえ、

各エリアの地域課題に応じた内容で以下のとおり企画・実施しました。  

 

  

イイ  地地域域住住民民にに向向けけたた普普及及啓啓発発にに関関すするる講講座座  

精神障がいや地域における精神障がい者に対する住民の理解促進を目的として、企画委

員会での協議を踏まえ、以下のとおり企画し、講演会を実施しました。 

 

 

開催日・企画協力 

令和 6年 11月 6日 平塚保健福祉事務所 

令和 6年 11月 28日 平塚保健福祉事務所秦野センター 

令和 6年 12月 20日 鎌倉保健福祉事務所 

令和 7年 1月 23日 鎌倉保健福祉事務所三崎センター 

令和 7年 1月 24日 
小田原保健福祉事務所 

小田原保健福祉事務所足柄上センター 

令和 7年 2月 14日 厚木保健福祉事務所 

令和 7年 2月 19日 厚木保健福祉事務所大和センター 

開催方法・会場 

会場開催 4回  オンライン開催 3回 

研修会場：小田原合同庁舎、鎌倉商工会議所他 

配信会場：振興会応接室 

テーマ・内容 

〇8050問題を抱える家族の現状と地域支援～家族丸ごと支援のためにできる事～ 

〇つながろう他職種～心の病のある方を支援困難にしないために～  

〇制度による区分をしない垣根を超えた地域づくり 

〇相談支援における多様な支援ツールについて～相談対応のポイント～ 

〇「にも包括」のすゝめできることからはじめよう！in県西 

〇青年期・成人期のひきこもり～孤立してしまった人の声なき声を聴く～ 

〇新たな地域精神保健福祉 ACTの取り組み 

講師 医師、大学教授、看護師等 

参加人数 375名（会場参加：90名 オンライン参加：285名）  
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ウウ  普普及及啓啓発発にに関関すするる動動画画のの制制作作  

        精神障がいや地域包括ケアシステムの構築に関する普及啓発を目的として、動画を 2 本

制作し、ホームページ上で公開しました。 

 

（（３３））事事業業評評価価  

関係者向け研修では、各エリアの課題解決に向けて、それぞれ異なるテーマによる研修を

全 7 回実施しました。研修内容は、オンライン開催では精神障がいや精神障がい者の理解を

深めることを主なテーマとし、会場開催では地域ごとの課題や関係者間で共有すべき内容を

中心に取り上げました。「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築にあたっては、

関係者（支援者）であっても、精神障がいや精神障がい者への理解が十分と言えないことが

課題として挙げられます。  

また、普及啓発講座として「児童・思春期の気になる子への接し方」をテーマに講演会を

開催しました。県のたよりによる広報協力も得られたことから、当日は当事者やその家族、

支援者、行政関係者など、多くの方々が参加し、165 名が参加しました。参加者へ事前質問を

募ったところ、多くの質問が寄せられ、大変関心の高いテーマであったことがうかがえます。 

普及啓発動画については、地域生活を送る精神障がい者に焦点を当てた「にも包括実現に

向けて」「精神障がい者の日常」という 2 本を企画・制作し、公開しました。  

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築には、今後も継続的な研修や講演

会を通じて、精神障がいの有無や程度にかかわらず、誰もが地域の一員として安心して自分

らしく暮らせる社会の実現に向け、支援者および地域住民の理解促進を図っていく必要があ

ると考えています。  

 
 
 
 
 
 
 

開催日 令和 7年 3月 3日 

開催方法・会場 
オンライン配信 

配信会場：振興会セミナールーム 

テーマ・内容 児童・思春期の気になる子の接し方～地域で支える視点～ 

企画協力 神奈川県精神保健福祉センター 

参加人数 165名  

撮影日 令和 6年 12月 2日 

会場 撮影会場：振興会セミナールーム 

テーマ・内容 地域生活を送る精神障がい者を知ろう 

公開場所 
当会ホームページ 事業ページ内

https://www.kanafuku.jp/services/syogaifukushi/nimo.html 



- 97 -
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        精神障がいや地域包括ケアシステムの構築に関する普及啓発を目的として、動画を 2 本

制作し、ホームページ上で公開しました。 

 

（（３３））事事業業評評価価  

関係者向け研修では、各エリアの課題解決に向けて、それぞれ異なるテーマによる研修を
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関係者（支援者）であっても、精神障がいや精神障がい者への理解が十分と言えないことが

課題として挙げられます。  

また、普及啓発講座として「児童・思春期の気になる子への接し方」をテーマに講演会を

開催しました。県のたよりによる広報協力も得られたことから、当日は当事者やその家族、

支援者、行政関係者など、多くの方々が参加し、165 名が参加しました。参加者へ事前質問を

募ったところ、多くの質問が寄せられ、大変関心の高いテーマであったことがうかがえます。 

普及啓発動画については、地域生活を送る精神障がい者に焦点を当てた「にも包括実現に

向けて」「精神障がい者の日常」という 2 本を企画・制作し、公開しました。  

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築には、今後も継続的な研修や講演

会を通じて、精神障がいの有無や程度にかかわらず、誰もが地域の一員として安心して自分

らしく暮らせる社会の実現に向け、支援者および地域住民の理解促進を図っていく必要があ

ると考えています。  

 
 
 
 
 
 
 

開催日 令和 7年 3月 3日 

開催方法・会場 
オンライン配信 

配信会場：振興会セミナールーム 

テーマ・内容 児童・思春期の気になる子の接し方～地域で支える視点～ 

企画協力 神奈川県精神保健福祉センター 

参加人数 165名  

撮影日 令和 6年 12月 2日 

会場 撮影会場：振興会セミナールーム 

テーマ・内容 地域生活を送る精神障がい者を知ろう 

公開場所 
当会ホームページ 事業ページ内

https://www.kanafuku.jp/services/syogaifukushi/nimo.html 

 
 

２２  医医療療的的ケケアア児児相相談談支支援援事事業業（（神神奈奈川川県県委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

  令和 3 年 6 月 18 日に公布された「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」

に基づき、神奈川県では令和 4 年 5 月 31 日に「かながわ医療的ケア児支援・情報センター」

を開設しました。本年度より、名称を「かながわ医療的ケア児支援センター」に変更し、医

療的ケア児の家族、またはその関係者から、日常生活における様々な悩みやレスパイトの利

用、就学、福祉サービス等に関する相談を受け付ける事業を実施しています。 

相談対応については、神奈川県庁東庁舎内に設置されたセンターのほか、当会内に配置さ

れた担当職員 1 名が、関係機関と連携しながら、適切な支援へとつなげています。 

センターは、県内 5 圏域に設置されたブランチの相談員（主任コーディネーター）を通じ

て、福祉系・医療系の支援機関と連携を図る窓口として機能しており、福祉系と医療系の相

談を分けて対応しています。当会は、週 3 日間、福祉系相談の受付事務を担当しました。 

 

相談対象 政令市（横浜市・川崎市・相模原市）を除く 5圏域 30 市町村 

相談時間 9時 30分～16 時（土日・祝日・年末年始および平日 12 時～13時を除く） 

  

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

本年度に受け付けた相談件数は 95件で、主訴件数は 129 件となりました。県内 5 圏域から

相談を受け付け、関連情報を集約し、地域での医療的ケア児を取り巻く課題の分析などを実

施しました。  

曜日別の相談主訴件数 

 日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 

担当圏域   

横須賀・三浦 

湘南東部 

湘南西部 

 

県西 

横須賀・三浦 

湘南東部 

 

県央 

 

横須賀・三浦 

 

湘南西部 

県央 

県西 

横須賀・三浦 

 

 

県央 

 

横須賀・三浦 

湘南東部 

湘南西部 

 

県西 

  

主訴件数 0件 23件 22件 27件 31件 26件 0件 

  

（（３３））事事業業評評価価  

センターが集約した関連情報の分析結果では、医療的ケア児への支援課題は各圏域によっ

て異なるものの、令和 5 年度と同様に、保育園や幼稚園の受け入れ、福祉サービスや制度、

とりわけ支援資源の不足が各圏域における共通の課題となりました。センターとしては、各

圏域や政令市と情報を共有し、ケースごとに十分な支援を行うためにも、県内における医療

的ケア児の数の把握について検討する必要があると考えます。 

本年度は、医療的ケア児のみならず、重症心身障害児への支援改善策についても検討が行

われ、地域を越えた情報共有を通じて、サービスの充実に向けた提案につながったものと考

えられます。 
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３３  個個別別避避難難計計画画作作成成支支援援事事業業（（横横浜浜市市委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

令和 3 年 5 月の災害対策基本法改正により、避難支援者、避難先、避難経路などを定めた  

災害時要援護者に対する「個別避難計画」の作成が市町村の努力義務とされました。 

本事業は、個別避難計画の作成にあたって、平時から対象者を支援している福祉事業所の

協力を得ながら計画作成を進めるため、その作成業務を支援することを目的としています。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  福福祉祉専専門門職職等等へへのの研研修修実実施施  

カリキュラム作成、講師の選定・調整、研修実施に関する周知、当日の運営、動画のアー

カイブ配信などを行いました。  

講師 川上 富雄氏（駒澤大学文学部 教授） 

会場 オンライン（Zoomウェビナー形式および後日アーカイブ配信） 

日程 令和 6年 8月 8日 

周知方法 
市内介護事業所及び障害福祉事業所へ研修案内メール配信 

（配信日：令和 6年 7月 3 日） 

受講者数 72名 

 

イイ  個個別別避避難難計計画画のの作作成成支支援援事事務務  

対象候補者および対象事業所への書類発送、提出された同意確認書およびチェックシー

トのデータ入力・集計、福祉専門職等が所属する事業所への個別避難計画作成依頼、受領

した計画の内容確認、対象候補者や福祉専門職からの計画作成に関する質問対応等を行い

ました。 

 
（（３３））事事業業評評価価  

福祉専門職等を対象とした研修においては、受講後のアンケートで「個別避難計画の重要

性を認識できた」との意見が複数寄せられたほか、受講者の約 7 割から「本研修は個別避難

計画の作成に役立つと感じた」との回答がありました。 

個別避難計画の作成支援業務においては、本年度の作成対象候補者のうち、半数以上から

同意確認書が提出され、その多くが「避難計画の作成に同意する」との回答でした。その

後、対象となる福祉事業所へチェックシートの作成を依頼したところ、8 割以上の事業所か

ら提出があり、多くの事業所の協力に支えられて事業を進めることができました。 

一方で、「計画作成に同意する」と回答した対象候補者のうち、本年度中に避難計画の作

成に至ったのは一部にとどまりました。今後は、同意を得た方々の計画作成が着実に進むよ

う、引き続き本事業を継続していく必要があります。 
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３３  個個別別避避難難計計画画作作成成支支援援事事業業（（横横浜浜市市委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

令和 3 年 5 月の災害対策基本法改正により、避難支援者、避難先、避難経路などを定めた  
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（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

アア  福福祉祉専専門門職職等等へへのの研研修修実実施施  

カリキュラム作成、講師の選定・調整、研修実施に関する周知、当日の運営、動画のアー

カイブ配信などを行いました。  

講師 川上 富雄氏（駒澤大学文学部 教授） 

会場 オンライン（Zoomウェビナー形式および後日アーカイブ配信） 
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周知方法 
市内介護事業所及び障害福祉事業所へ研修案内メール配信 

（配信日：令和 6年 7月 3 日） 
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イイ  個個別別避避難難計計画画のの作作成成支支援援事事務務  

対象候補者および対象事業所への書類発送、提出された同意確認書およびチェックシー

トのデータ入力・集計、福祉専門職等が所属する事業所への個別避難計画作成依頼、受領

した計画の内容確認、対象候補者や福祉専門職からの計画作成に関する質問対応等を行い

ました。 

 
（（３３））事事業業評評価価  

福祉専門職等を対象とした研修においては、受講後のアンケートで「個別避難計画の重要
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一方で、「計画作成に同意する」と回答した対象候補者のうち、本年度中に避難計画の作

成に至ったのは一部にとどまりました。今後は、同意を得た方々の計画作成が着実に進むよ

う、引き続き本事業を継続していく必要があります。 

 

 

 

 
 

４４  横横浜浜市市重重度度障障害害者者等等就就労労支支援援特特別別事事業業（（横横浜浜市市委委託託事事業業））  

  

（（１１））概概要要  

本事業は、重度障害者等に対して、雇用施策と福祉施策の連携により、通勤支援や職場な

どでの支援を行い、就労機会の拡大を図ることを目的としています。そのために、事業利用

者からの相談対応、利用申請の受付、およびそれに付随する関係機関との調整などを行って

います。 

 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

相談の実施形式・相談件数、相談者種別は以下のとおりです。 

実施形式・相談件数            相談種別 

                        

  

 

 

支給決定交付支援者について 

     
  
  
  
（（３３））事事業業評評価価    

   相談窓口業務においては、気軽に相談できる体制を重視し、電話・メール・面談など複数

の手段を用いて対応を行いました。 

昨年度は、制度の事業概要に関する確認が相談の大半を占めていたのに対し、本年度は制

度の具体的な活用に向けた対象者の該当可否や支援内容に関する相談が増加し、制度の利用

を検討する方からの手続き方法に関する問い合せも多く寄せられるようになりました。 

今後、申請件数の増加が見込まれる中で、相談窓口としては、より多様な状況に柔軟に対

応していく必要があります。そのため、引き続き所管課と連携を図りながら、個別性を尊重

しつつも対応の標準化に向けた整備を進めていきます。あわせて、相談事例や質問内容を集

約し、事業運営に活用できるよう事例集や FAQ の作成をしていく方針です。 

  

 
 
 
 
 
 

電話 16件 

メール 0件 

面会 0件 

FAX 0件 

合 計 16件 

事業概要 5件 

対象者について     8件 

対象の支援について     3件 

その他 0件 

合 計 16件 

支援内容 人数 

支給決定交付(支援後、支給決定された者) 5名 

うち本年度分新規申請 2名 

うち次年度分新規申請 1名 

うち更新申請 2名 
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ⅤⅤ－－６６  優優良良事事業業所所表表彰彰事事業業  

 
１１  先先進進事事業業所所表表彰彰事事業業（（かかななががわわ福福祉祉ササーービビスス大大賞賞））  

 
（（１１））概概要要  

福祉現場における先進的な取組事例を発掘・紹介し、特に優れた事例を表彰することによ

り、福祉現場の実践に光を当てることを目的とした事業です。 
 

（（２２））本本年年度度のの実実施施状状況況  

  第 12 回目の開催となる本年度は、28 件の

事例応募がありました。1 次審査を通過した 8

団体が会場で事例発表を行い、その結果、「大

賞」および「審査員特別賞」等が決定され、

表彰式を実施しました。 

また、特別講演として、第 11 回大会の大賞

受賞団体である「NPO 法人霧が丘ぷらっとほー

む」と、『Forbs JAPAN 今注目の NPO50』に選出された「認定 NPO 法人こまちぷらす」による

対談を行いました。 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（（３３））事事業業評評価価  

応募事例は昨年度の 17 件から 28 件へと大幅に増加し、介護・福祉事業者に加え、地域づ

くりに取り組む NPO 法人など、多様な団体からの応募が寄せられました。 

また、一次審査を通過した事例は過去最多の 8 件にのぼり、発表会当日には、多様かつ意

義のある取組が数多く紹介されました。 

今後も引き続き、地域に根ざした多彩な実践事例の発掘・紹介に努めるとともに、応募団

体との連携を深めながら、地域共生社会の実現に向けた取組の一助となることを目指してまい

ります。 

開催日 令和 7年 2月 6日 

事例発表会場 ロイヤルホールヨコハマ 

テーマ・内容 「三方良し（自分良し、相手良し、世間良し）」の実践事例 

受賞事例 

大賞 
社会福祉法人愛川舜寿会 春日台センターセンター（愛甲郡愛川町） 

地域共生文化拠点。（福祉・地域・未来をつなげるウェルビーイング） 

審査員 

特別賞 

グループホーム 水車の里（横浜市緑区） 

子どもたちのピンチを救え！ 入居者さんと共に歩んだ 

「大ピンチひなんじょ」づくりまでの道のり 

優秀賞 

・ぷらいどふぁーむ株式会社 

・一般社団法人フラットガーデン 

・NPO法人未来経験プロジェクト 

・認定 NPO法人市民セクターよこはま 

・社会福祉法人和みの会 特別養護老人ホーム和みの園 

・就労継続支援 B型事業所 KAERUWorks 



 
 

ⅤⅤ－－６６  優優良良事事業業所所表表彰彰事事業業  
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事例発表会場 ロイヤルホールヨコハマ 
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大賞 
社会福祉法人愛川舜寿会 春日台センターセンター（愛甲郡愛川町） 

地域共生文化拠点。（福祉・地域・未来をつなげるウェルビーイング） 
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特別賞 

グループホーム 水車の里（横浜市緑区） 
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１１  法法人人概概要要  

名 称 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 

法 人 の 性 格 
公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律 

第４９号）に規定する公益社団法人 

事 務 所 横浜市中区山下町２３番地 日土地山下町ビル９階 

目 的 

この法人は、高齢者や障害者が心身の健康を保持し、自立した日常生活を営

むことができるよう、地域福祉サービスの振興と質の向上を図るとともに、

子育て支援を推進することにより地域福祉の増進に寄与することを目的とす

る。 

事 業 内 容 

(1) 介護・福祉サービスに関する情報の提供 

(2) 介護・福祉サービス評価の推進 

(3) 介護・福祉に関する各種相談 

(4) 介護・福祉人材の確保及び育成 

(5) 介護・福祉に関する調査研究 

(6) 指定情報公表センターの業務 

(7) 指定調査機関の業務 

(8) 指定都道府県事務受託法人及び指定市町村事務受託法人にかかる業務 

(9) 高齢者及び障害者の社会参加並びに就労支援に関すること。 

(10) 行政機関その他の関係団体との連携並びに介護・福祉の振興施策等に

関する提言 

(11) その他公益目的を達成するために必要な事業 

設立許可年月日 
平成２４年４月１日（平成９年３月３１日に設立した社団法人かながわ福祉

サービス振興会から左の期日に公益社団法人に移行） 

規 模 

職員数 常勤職員 ９０名 （令和７年４月１日現在） 

令和６年度経常収益   ￥１，１７４，６１４，９２０－ 

令和５年度経常収益   ￥１，０１１，００５，０９８－ 

令和４年度経常収益   ￥  ９３７，４３７，４４１ー 

 

会 員 数 
２１５団体（正会員 一般４１、県市町村３４、賛助会員１４０） 

２８名（個人会員） （令和７年５月１５日現在） 

会 費 

入 会 金  正会員  ５万円 賛助会員  １万円 個人会員 無し 

会費（年額） 正会員 １２万円 賛助会員 ６万円 個人会員 ３千円 

（但し、市民参加型団体は会費を１万円に減額できる規定あり） 

所 管 部 課 名 神奈川県総務局組織人材部文書課 
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２２  組組織織体体制制    

 

 
   

事務局長理事長理事会

総会 財務経理課

人事総務課管理部

監事
経営戦略会議

経営企画課

DX事業推進会議

DX推進課

情報システム部 公表センター

システム管理課

公表調査課

介護福祉部 介護指導課

障害指導課

権利擁護センター

障害福祉部

ロボットICT活用課

コンサルティング
事業部

経営支援課

かながわ福祉
総合研究本部

認定管理課

認定調査部

認定企画課

キャリア支援部

かながわ福祉
大学校運営本部

福祉教育部

共生社会推進本部 共生社会推進部

地域共生社会
づくり推進課

フレイル予防推進課

長寿社会開発課
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３ 令和６年度各委員会等の活動実績

（１）理事会・総会

■理事会
日 時 議  案

R6.5.16 

（第 103回）

議 案

第１号議案 令和 5年度事業報告（案）及び決算（案）について

第２号議案 第 41回通常総会等について

第３号議案 第 28期・29期役員の改選について

第４号議案 諸規程の改正について

第５号議案 会員の入会の承認について

報 告 事 項

・中期経営計画の進捗について

・令和 6年度の組織体制について

・会員の種別変更および退会について

R6.9.19 

（第 104回）

議 案

第１号議案 かながわ福祉大学校の進捗状況について

第２号議案 令和 6年度の事業進捗について

第３号議案 令和 6年度予算の補正について

第４号議案 規程改正について

第５号議案 会員の入会の承認について

報 告 事 項

・神奈川県議会に対する令和 7年度予算要望について

・会員の種別変更及び退会について

・個人会員の状況について

R6.12.12 

（第 105回）

議 案

第１号議案 将来構想について

第２号議案 令和 7年度予算編成について

第３号議案 資金の借入について

第４号議案 諸規程の改正について

第５号議案 会員の入会の承認について

報 告 事 項 ・第 12回かながわ福祉サービス大賞について

R7.3.13 

（第 106回）

議 案

第１号議案 法人の将来構想について

第２号議案 令和 7年度事業計画（案）及び予算（案）について

第３号議案 諸規程の改正について

報 告 事 項
・第 12回かながわ福祉サービス大賞について

・会員の退会について

■通常総会

日 時 議案及び報告事項

R6.6.13 

（第 41回）

議   案
第１号議案 令和 5年度事業報告案及び決算案について

第２号議案 役員の改選について

報 告 事 項
・令和 6年度事業計画及び予算について

・入会及び退会の状況について

■役員（敬称略）                      

役職 氏  名 所属・役職（敬称略）

理事長 瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事

副理事長 加藤 洋一 新横浜かとうクリニック 院長

専務理事 梅澤 厚也 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 事務局長

常務理事 延命 政之 延命法律事務所 弁護士

常務理事 林 義亮 元神奈川新聞社 取締役統合編集局長・取締役論説主幹

常務理事 井手 英策 慶應義塾大学経済学部 教授

常務理事 加藤 忠相 株式会社あおいけあ 代表取締役

理事 杉浦 由美子 公益社団法人神奈川県看護協会 常務理事

理事 諏訪部 弘之 一般社団法人神奈川県介護支援専門員協会 理事長

理事 矢部 徹 公益社団法人横浜市福祉事業経営者会 副会長

理事 鈴木 康伸 川崎市福祉サービス協議会 副会長

当振興会には、理事会・総会を含め以下の委員会・会議

があり、各事業の推進のために様々な立場の方々が意見

交換を活発に行っています。
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３ 令和６年度各委員会等の活動実績

（１）理事会・総会

■理事会
日 時 議  案

R6.5.16 

（第 103回）

議 案

第１号議案 令和 5年度事業報告（案）及び決算（案）について

第２号議案 第 41回通常総会等について

第３号議案 第 28期・29期役員の改選について

第４号議案 諸規程の改正について

第５号議案 会員の入会の承認について

報 告 事 項

・中期経営計画の進捗について

・令和 6年度の組織体制について

・会員の種別変更および退会について

R6.9.19 

（第 104回）

議 案

第１号議案 かながわ福祉大学校の進捗状況について

第２号議案 令和 6年度の事業進捗について

第３号議案 令和 6年度予算の補正について

第４号議案 規程改正について

第５号議案 会員の入会の承認について

報 告 事 項

・神奈川県議会に対する令和 7年度予算要望について

・会員の種別変更及び退会について

・個人会員の状況について

R6.12.12 

（第 105回）

議 案

第１号議案 将来構想について

第２号議案 令和 7年度予算編成について

第３号議案 資金の借入について

第４号議案 諸規程の改正について

第５号議案 会員の入会の承認について

報 告 事 項 ・第 12回かながわ福祉サービス大賞について

R7.3.13 

（第 106回）

議 案

第１号議案 法人の将来構想について

第２号議案 令和 7年度事業計画（案）及び予算（案）について

第３号議案 諸規程の改正について

報 告 事 項
・第 12回かながわ福祉サービス大賞について

・会員の退会について

■通常総会

日 時 議案及び報告事項

R6.6.13 

（第 41回）

議   案
第１号議案 令和 5年度事業報告案及び決算案について

第２号議案 役員の改選について

報 告 事 項
・令和 6年度事業計画及び予算について

・入会及び退会の状況について

■役員（敬称略）                      

役職 氏  名 所属・役職（敬称略）

理事長 瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事

副理事長 加藤 洋一 新横浜かとうクリニック 院長

専務理事 梅澤 厚也 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 事務局長

常務理事 延命 政之 延命法律事務所 弁護士

常務理事 林 義亮 元神奈川新聞社 取締役統合編集局長・取締役論説主幹

常務理事 井手 英策 慶應義塾大学経済学部 教授

常務理事 加藤 忠相 株式会社あおいけあ 代表取締役

理事 杉浦 由美子 公益社団法人神奈川県看護協会 常務理事

理事 諏訪部 弘之 一般社団法人神奈川県介護支援専門員協会 理事長

理事 矢部 徹 公益社団法人横浜市福祉事業経営者会 副会長

理事 鈴木 康伸 川崎市福祉サービス協議会 副会長

当振興会には、理事会・総会を含め以下の委員会・会議

があり、各事業の推進のために様々な立場の方々が意見

交換を活発に行っています。

 
 

理事 石山 麗子 国際医療福祉大学大学院 教授 

理事 猪股 憲一 株式会社ツクイ 執行役員 介護事業部門統括本部長 

理事 澤栁 久美子 株式会社ニチイ学館 首都圏支社 事業二課 エグゼクティブ 

理事 平 高広 セントケア神奈川株式会社 代表取締役社長 

理事 鈴木 智香子 認定 NPO法人市民セクターよこはま 理事長 

理事 小玉 達也 公益社団法人神奈川県介護福祉士会 理事 

監事 藏本 隆 藏本会計事務所  代表公認会計士 

監事 塚田 操六 公益社団法人かながわ住まいまちづくり協会 専務理事 

 

（（２２））常常任任委委員員会会  
日 時 議  題 

R6.4.18 

・令和 5年度決算の見込みについて 

・第 41回通常総会等について 

・第 28期・29 期（令和 6年度・7年度）役員の改選について 

・法人規程の新設・改定について 

・会員の入会について 

R6.7.11 

・かながわ福祉大学校の進捗状況について 

・令和 6年度事業の進捗状況について 

・令和 6年度予算の補正について 

・規程改正について 

・会員の入会について 

R6.10.17 

・将来構想について 

・令和 7年度予算編成について 

・資金の借入について 

・諸規程の改正について 

・会員の入会について 

R7.2.13 

・法人構想について 

・令和 7年度事業計画（案）及び予算（案）について 

・諸規程の改正について 

氏 名 所属・役職（敬称略） 

瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事 

加藤 洋一 新横浜かとうクリニック 院長 

梅澤 厚也 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 事務局長 

延命 政之 延命法律事務所 弁護士 

林 義亮 元神奈川新聞社 取締役統合編集局長・取締役論説主幹 

井手 英策 慶應義塾大学経済学部 教授 

加藤 忠相 株式会社あおいけあ 代表取締役 

  

（（３３））介介護護ササーービビスス情情報報公公表表委委員員会会（（神神奈奈川川県県、、横横浜浜市市、、相相模模原原市市合合同同開開催催））  
開催日 主な議題 

R7.3.6 

（オンライン開催） 

・令和 6年度情報公表制度施行状況について 

・情報公表制度の運用課題について 

・情報公表制度の普及啓発について 

氏 名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

◎鈴木 敏彦 淑徳大学 高等教育研究開発センター 教授 

諏訪部 弘之 一般社団法人神奈川県介護支援専門員協会 理事長 

古城 高之 横浜市常盤台地域ケアプラザ 所長 

天間 かおり 橋本地域包括支援センター  

奥津 美恵 小田原市地域包括支援センターひがしとみず管理者 所長 

渡邊 祐介 介護ボランティア 県民代表 

瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事長 
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（（４４））地地域域密密着着型型ササーービビスス外外部部評評価価審審査査委委員員会会  

開催日 主な議題 

R7.3.10 
・令和 6年度外部評価実施状況について 

・令和 7年度外部評価事業について 

氏 名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

越智 登代子 ジャーナリスト 

瀬戸 恒彦 公益社団法人 かながわ福祉サービス振興会 理事長 

山形 秀明 利用者・家族代表 

塚田 明人 社会福祉法人ふじ寿か会 ナーシングホーム横浜ゆうふくの郷 施設長 

◎平岡 公一 東京通信大学 人間福祉学部 教授 

松川 竜也 一般社団法人神奈川県介護支援専門員協会 副理事長 

  

（（５５））神神奈奈川川県県精精神神障障害害者者ホホーームムヘヘルルパパーー研研修修企企画画委委員員会会  

開催日 主な議題 

R6.5.14 
・令和 5年度振り返り 

・令和 6年度事業の予定 

氏 名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

◎戸髙 洋充 神奈川県精神障害者地域生活支援団体連合会 理事長 

田村 努 相模原市健康福祉局 地域包括ケア推進部精神保健福祉課 主査 

池田 陽子 相談オフィスわーくすけあ 管理者 

石井 弘恵 特定非営利活動法人ワーカーズ・コレクティブ想  ワーカーズ想事業所  

サービス提供責任者 

川俣 紘菜 神奈川県 福祉子どもみらい局 福祉部 障害福祉課 社会参加推進グループ 主査 

山崎 芽依子 川崎市総合リハビリテーション推進センター 総務・判定課 

梅田 久嘉 横浜市健康福祉局 障害福祉保健部 障害自立支援課 居宅サービス担当係長 

奥池 誠治 社会福祉法人かながわ共同会 愛名やまゆり園 地域支援部地域サービス課 地域支援部長 

村山 哲史 社会福祉法人横浜市社会事業協会 横浜市鶴見区精神障害者生活支援センター 所長 

  

（（６６））優優良良介介護護ササーービビスス事事業業所所「「かかななががわわ認認証証」」認認証証審審査査会会  

開催日 主な議題 

R6.8.21～ 

R7.2.7 

・2024年度優良介護サービス事業所「かながわ認証」の審査 

・2024年度かながわベスト介護セレクト 20の選考 

・評価基準の見直し 

氏 名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

◎峯尾 武巳 元県立保健福祉大学 教授 

諏訪部 弘之 一般社団法人神奈川県介護支援専門員協会 理事長 

船橋 庄司 神奈川県地域リハビリテーション三団体協議会 副会長 

作山 一隆 公益社団法人横浜市福祉事業経営者会 事務局長 

伊部 智隆 社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会 

齋藤 香織 神奈川県介護福祉士養成校連絡協議会 運営委員 

  

（（７７））神神奈奈川川県県障障害害者者相相談談支支援援従従事事者者現現任任研研修修（（横横浜浜市市））企企画画検検討討会会  

開催日 主な議題 

R6.5～R6.10 

計 5回開催 

研修実施内容・スケジュールの確認、インストラクターの選出、インストラクター説明会

の開催方法、研修の振り返り 

氏 名 所属・役職（敬称略） 

関 一樹 社会福祉法人若竹大寿会 神奈川区基幹相談支援センター 主任相談員 

青木 昌子 
社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団 

総合相談部・自立支援部 部長 

橋本 真也 社会福祉法人聖ヒルダ会 戸塚区生活支援センター 常務理事・所長 
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（（４４））地地域域密密着着型型ササーービビスス外外部部評評価価審審査査委委員員会会  

開催日 主な議題 

R7.3.10 
・令和 6年度外部評価実施状況について 

・令和 7年度外部評価事業について 

氏 名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

越智 登代子 ジャーナリスト 

瀬戸 恒彦 公益社団法人 かながわ福祉サービス振興会 理事長 

山形 秀明 利用者・家族代表 

塚田 明人 社会福祉法人ふじ寿か会 ナーシングホーム横浜ゆうふくの郷 施設長 

◎平岡 公一 東京通信大学 人間福祉学部 教授 

松川 竜也 一般社団法人神奈川県介護支援専門員協会 副理事長 

  

（（５５））神神奈奈川川県県精精神神障障害害者者ホホーームムヘヘルルパパーー研研修修企企画画委委員員会会  

開催日 主な議題 

R6.5.14 
・令和 5年度振り返り 

・令和 6年度事業の予定 

氏 名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

◎戸髙 洋充 神奈川県精神障害者地域生活支援団体連合会 理事長 

田村 努 相模原市健康福祉局 地域包括ケア推進部精神保健福祉課 主査 

池田 陽子 相談オフィスわーくすけあ 管理者 

石井 弘恵 特定非営利活動法人ワーカーズ・コレクティブ想  ワーカーズ想事業所  

サービス提供責任者 

川俣 紘菜 神奈川県 福祉子どもみらい局 福祉部 障害福祉課 社会参加推進グループ 主査 

山崎 芽依子 川崎市総合リハビリテーション推進センター 総務・判定課 

梅田 久嘉 横浜市健康福祉局 障害福祉保健部 障害自立支援課 居宅サービス担当係長 

奥池 誠治 社会福祉法人かながわ共同会 愛名やまゆり園 地域支援部地域サービス課 地域支援部長 

村山 哲史 社会福祉法人横浜市社会事業協会 横浜市鶴見区精神障害者生活支援センター 所長 

  

（（６６））優優良良介介護護ササーービビスス事事業業所所「「かかななががわわ認認証証」」認認証証審審査査会会  

開催日 主な議題 

R6.8.21～ 

R7.2.7 

・2024年度優良介護サービス事業所「かながわ認証」の審査 

・2024年度かながわベスト介護セレクト 20の選考 

・評価基準の見直し 

氏 名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

◎峯尾 武巳 元県立保健福祉大学 教授 

諏訪部 弘之 一般社団法人神奈川県介護支援専門員協会 理事長 

船橋 庄司 神奈川県地域リハビリテーション三団体協議会 副会長 

作山 一隆 公益社団法人横浜市福祉事業経営者会 事務局長 

伊部 智隆 社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会 

齋藤 香織 神奈川県介護福祉士養成校連絡協議会 運営委員 

  

（（７７））神神奈奈川川県県障障害害者者相相談談支支援援従従事事者者現現任任研研修修（（横横浜浜市市））企企画画検検討討会会  

開催日 主な議題 

R6.5～R6.10 

計 5回開催 

研修実施内容・スケジュールの確認、インストラクターの選出、インストラクター説明会

の開催方法、研修の振り返り 

氏 名 所属・役職（敬称略） 

関 一樹 社会福祉法人若竹大寿会 神奈川区基幹相談支援センター 主任相談員 

青木 昌子 
社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団 

総合相談部・自立支援部 部長 

橋本 真也 社会福祉法人聖ヒルダ会 戸塚区生活支援センター 常務理事・所長 

 
 

高田 由季 社会福祉法人 横浜共生会 南区基幹相談支援センター 主任 

齋藤 綾子 公益財団法人横浜市総合保健医療財団 港北区生活支援センター 主任 

五浦 洋輔 特定非営利活動法人ＰＤＤサポートセンターグリーンフォーレスト 

グリーンフォーレスト相談室 相談支援課 課長 

  

  

（（８８））神神奈奈川川県県障障害害者者相相談談支支援援従従事事者者初初任任者者研研修修（（横横浜浜市市））企企画画検検討討会会  

開催日 主な議題 

R6.5～R7.2 

計 6回開催 

研修実施内容・スケジュールの確認、インストラクターの選出、インストラクター説明会

の開催方法、研修の振り返り 

氏 名 所属・役職（敬称略） 

木ノ下 智弘 公益財団法人紫雲会 横浜市緑区生活支援センター 主任 

伊藤 佐恵子 公益財団法人横浜市総合保健医療財団 磯子区生活支援センター 主任 

山木 暢彦 社会福祉法人大樹 鶴見区基幹相談支援センター 主任相談員 

長谷川 大輔 社会福祉法人ぴぐれっと 法人本部 事務局長 

箕輪 佳代 社会福祉法人 訪問の家 旭区基幹相談支援センター 主任 

林 里美 
社会福祉法人横浜市社会事業協会 よこはまリバーサイド泉地域支援課 

よこはまリバーサイド泉Ⅳ 開設準備担当 課長 

  

（（９９））かかななががわわシシニニアアススポポーーツツフフェェススタタ実実行行委委員員会会  

開催日 主な議題 

R6.3 

・かながわシニアスポーツフェスタ 2025 実施方針について 

・かながわシニアスポーツフェスタ 2025 の大会運営について 

・第 37回全国健康福祉祭岐阜大会選手派遣方針について 

委員名 所属・役職（敬称略 ◎会長 〇副会長） 

◎田中 不二夫 公益財団法人神奈川県スポーツ協会 専務理事 

○内藤 通昭 特定非営利活動法人神奈川県レクリエーション協会 会長 

○松田 剛志 神奈川県文化スポーツ観光局スポーツ課健康・パラスポーツ推進室 室長 

種藤 芳勝 一般社団法人神奈川県卓球協会 理事 

岩本 良則 神奈川県テニス協会 副理事長 

鈴木 敏雄 神奈川県ソフトテニス連盟 理事長 

前田 良行 神奈川県シニアソフトボール連盟 競技委員長 

園部 仁司 神奈川県ゲートボール連合 理事長 

榎本 洋子 神奈川県ペタンク・ブール連盟 理事 

須藤 浩之 神奈川県ゴルフ協会 会長 

吉田 秀志 一般財団法人神奈川陸上競技協会 会長 

稲田 仁 神奈川マスターズ陸上競技連盟 理事長 

細田 悦朗 神奈川県弓道連盟 理事長 

小山 則夫 神奈川県剣道連盟 理事長 

野津 将史 特定非営利活動法人神奈川県ローイング協会 会長 

山村 良一 一般社団法人神奈川県水泳連盟 かながわスポーツマスターズ実行委員 

相澤 光 神奈川県グラウンド・ゴルフ協会 理事長 

白土 勉 一般社団法人神奈川県サッカー協会 シニア部会長 

山口 利幸 一般財団法人神奈川県バレーボール協会 神奈川県ソフトバレー連盟理事長 

古谷 良子 特定非営利活動法人神奈川県武術太極拳連盟 理事長 

岩﨑 哲久 神奈川県ターゲット・バードゴルフ協会 会長 

井田 勝 神奈川県バウンドテニス協会 副会長 

須田 幸彦 神奈川県ダンススポーツ連盟 会長 

星野 成人 神奈川県サイクリング協会 代表理事代行 

大森 広文 日本棋院神奈川県本部 事務局長 

富永 陽一 日本将棋連盟神奈川県支部連合会 会長 
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香宗我部 真 神奈川県麻雀段位審査会 会長 

森 泰志 一般社団法人神奈川県 eスポーツ連合 代表理事代行 

佐藤 信彦 神奈川県オリエンテーリング協会 理事長 

角田 誠 一般社団法人神奈川県ラグビーフットボール協会 理事長 

市橋 健次 神奈川不惑クラブ 顧問 

皆川 修 神奈川県還暦軟式野球連盟 理事長 

三根 秀子 神奈川県スポーツウエルネス吹矢協会 会長 

田中 啓三 神奈川県サーフィン連盟 会長 

神谷 幸博 神奈川県スポーツチャンバラ協会 理事長 

阿部 進 神奈川県カローリング協会 会長 

五十嵐 功 神奈川県バドミントン協会 理事長 

川生 まさ子 神奈川県なぎなた連盟 常務理事 

川野 充郎 神奈川県インディアカ協会 会長 

井上 三史 神奈川県パークゴルフ協会連合会 会長 

福地 賢一 公益財団法人神奈川県老人クラブ連合会 常務理事兼事務局長  

井出 康夫 社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会 常務理事 

長澤 忠行 神奈川県福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課 課長 

  

（（１１００））かかななががわわシシニニアア美美術術展展委委員員会会  

開催日 主な議題 

R6.5月、11月 

計 2回開催 

・各賞の審査について 

・講評について 

委員名 所属・役職（敬称略） 

山中 本士 日本画家 

大北 利根子 造形作家 

藤嶋 俊會 美術評論家 

春山 文典 金工作家・前横浜美術大学前学長 

菊地 崔右 書家 

大河原 雅彦 元神奈川新聞社写真部長 

  

（（１１１１））介介護護・・生生活活支支援援ロロボボッットト普普及及推推進進協協議議会会  

開催日 主な議題 

R6.5～R7.3 

（定例会計 4 回） 

・介護・生活支援ロボット普及推進協議会 事業報告 

・介護ロボット実証実験 報告 
・厚生労働省講演「介護現場における生産性向上や業務効率化の為のロボット・ICT の活用について」 

・介護・生活支援ロボット普及推進協議会 次年度活動予定 

・令和 6 年度 介護・生活支援ロボット認証表彰式 ほか 

委員名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

高橋 克英 アド・ロールス株式会社 

河口 泰範 株式会社アム 

牧野 孝一 株式会社 ALITA 

佐藤 覚 株式会社アルコ 

坂口 拓也 アロン化成株式会社 

横沢 俊幸 エイアイビューライフ株式会社 

杉嵜 将茂 エコナビスタ株式会社 

高橋 喜昭 株式会社エヌジェイアイ 

小野 永久 株式会社 FEN 

美藤 均 株式会社エフエージェイ 

荻原 陽輔 沖電気工業株式会社 

北山 智康 株式会社オリエントテクノロジー 

◎瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 

中井 美果 キング通信工業株式会社 
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香宗我部 真 神奈川県麻雀段位審査会 会長 

森 泰志 一般社団法人神奈川県 eスポーツ連合 代表理事代行 

佐藤 信彦 神奈川県オリエンテーリング協会 理事長 

角田 誠 一般社団法人神奈川県ラグビーフットボール協会 理事長 

市橋 健次 神奈川不惑クラブ 顧問 

皆川 修 神奈川県還暦軟式野球連盟 理事長 

三根 秀子 神奈川県スポーツウエルネス吹矢協会 会長 

田中 啓三 神奈川県サーフィン連盟 会長 

神谷 幸博 神奈川県スポーツチャンバラ協会 理事長 

阿部 進 神奈川県カローリング協会 会長 

五十嵐 功 神奈川県バドミントン協会 理事長 

川生 まさ子 神奈川県なぎなた連盟 常務理事 

川野 充郎 神奈川県インディアカ協会 会長 

井上 三史 神奈川県パークゴルフ協会連合会 会長 

福地 賢一 公益財団法人神奈川県老人クラブ連合会 常務理事兼事務局長  

井出 康夫 社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会 常務理事 

長澤 忠行 神奈川県福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課 課長 

  

（（１１００））かかななががわわシシニニアア美美術術展展委委員員会会  

開催日 主な議題 

R6.5月、11月 

計 2回開催 

・各賞の審査について 

・講評について 

委員名 所属・役職（敬称略） 

山中 本士 日本画家 

大北 利根子 造形作家 

藤嶋 俊會 美術評論家 

春山 文典 金工作家・前横浜美術大学前学長 

菊地 崔右 書家 

大河原 雅彦 元神奈川新聞社写真部長 

  

（（１１１１））介介護護・・生生活活支支援援ロロボボッットト普普及及推推進進協協議議会会  

開催日 主な議題 

R6.5～R7.3 

（定例会計 4 回） 

・介護・生活支援ロボット普及推進協議会 事業報告 

・介護ロボット実証実験 報告 
・厚生労働省講演「介護現場における生産性向上や業務効率化の為のロボット・ICT の活用について」 

・介護・生活支援ロボット普及推進協議会 次年度活動予定 

・令和 6 年度 介護・生活支援ロボット認証表彰式 ほか 

委員名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

高橋 克英 アド・ロールス株式会社 

河口 泰範 株式会社アム 

牧野 孝一 株式会社 ALITA 

佐藤 覚 株式会社アルコ 

坂口 拓也 アロン化成株式会社 

横沢 俊幸 エイアイビューライフ株式会社 

杉嵜 将茂 エコナビスタ株式会社 

高橋 喜昭 株式会社エヌジェイアイ 

小野 永久 株式会社 FEN 

美藤 均 株式会社エフエージェイ 

荻原 陽輔 沖電気工業株式会社 

北山 智康 株式会社オリエントテクノロジー 

◎瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 

中井 美果 キング通信工業株式会社 

 
 

佐藤 拓 株式会社金星 

成田 優衣 株式会社光洋 

真島 和弘 株式会社コガネイ 

関 泰彦 コニカミノルタ QOLソリューションズ株式会社 

髙瀬 正章 三昌商事株式会社 

鈴木 理恵 株式会社ジェイテクト 

佐藤 知之 システムファイブ株式会社 

川崎 大 湘南ロボケアセンター株式会社 

丸山 隆道 株式会社 SHINKO 

和田 篤 積水化学工業株式会社 

関本 善光 株式会社 Z-Works 

苗 鉄軍 株式会社 TAOS 研究所 

鈴木 克彦 竹田印刷株式会社 

大西 健一郎 株式会社テクノスジャパン 

尾頭 靖史 東京エレクトロンデバイス株式会社 

植田 元気 東邦ホールディングス株式会社 

野村 英 トーテックアメニティ株式会社 

碇 誠悟 株式会社トライト 

外山 ゆう子 日本セイフティー株式会社 

宝溝 誠治 ノーリツプレシジョン株式会社 

遠藤 将 株式会社バイオシルバー 

清水 顕 パラマウントベッド株式会社 

瀬古 愛美 富士ソフト株式会社 

飯島 淳太 フランスベッド株式会社 

白土 誠 株式会社マクニカ 

尾形 成美 マッスル株式会社 

渡部 秀一 株式会社メティスコム 

宮嶋 一元 YORICOM株式会社 

藤井 友一郎 株式会社ラムロック 

長谷川 敏 リコージャパン株式会社 

吉田 雅士 NDソフトウェア株式会社 

山内 俊明 株式会社大塚商会 

吉武 真吾 株式会社カナミックネットワーク 

土屋 圭吾 株式会社ケアコネクトジャパン 

青木 利彦 株式会社日本コンピュータコンサルタント 

志和 康弘 東日本電信電話株式会社 

棚橋 秀晃 株式会社ロジック 

  

（（１１２２））介介護護・・生生活活支支援援ロロボボッットト活活用用研研究究会会  

開催日 主な議題 

R6.5～R7.3 

（計 4回） 

・介護・生活支援ロボット活用研究会 事業報告 

・介護ロボット実証実験 報告 
・厚生労働省講演「介護現場における生産性向上や業務効率化の為のロボット・ICT の活用について」 

・介護・生活支援ロボット活用研究会 次年度活動予定 

・令和 6 年度 介護・生活支援ロボット認証表彰式 ほか 

委員名 所属・役職（敬称略 ◎委員長 ○副委員長） 

北村 謙司 社会福祉法人秀峰会 特別養護老人ホーム高津山桜の森 

石原 正人 社会福祉法人三光会 特別養護老人ホーム大野北誠心会 

天野 宏一 社会福祉法人大和清風会 高齢者介護福祉施設サンホーム鶴間 

甘利 悟 社会福祉法人誠々会 特別養護老人ホーム甘露苑 

坂間 直樹 社会福祉法人三栄会 特別養護老人ホームベルホーム 

蜂須賀 和人 社会医療法人社団 三思会 介護老人保健施設 さつきの里あつぎ 

〇井口 健一郎 社会福祉法人小田原潤生園 高齢者総合福祉施設 潤生園 
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本山 亮佑 社会福祉法人東洋会  

星野 光彦 社会福祉法人よるべ会 

野中 康弘 株式会社ケアクオリティ 

◎今村 真 社会福祉法人吉祥会 特別養護老人ホーム寒川ホーム 

小泉 隆一郎 社会福祉法人泉心会 高齢者総合支援センター泉心荘 

益田 康輔 株式会社リフシア 

高橋 大輔 社会福祉法人麗寿会 ふれあいの麗寿 

遠藤 圭 社会福祉法人合掌苑 

小谷 昌司 医療法人社団柴健会 

清水 千津 社会福祉法人隆徳会 特別養護老人ホームサニーヒル横浜 

中村 洋平 社会福祉法人伸こう福祉会  

小川 崇 社会福祉法人峰延会 特別養護老人ホーム峰の郷 

藤野 宏史 社会福祉法人清光会 特別養護老人ホーム新横浜さわやか苑 

○竹山 大二郎 社会福祉法人秀峰会  

木内 菜穂子 社会福祉法人和みの会 特別養護老人ホーム和みの園 

佐々木 隆行 医療法人社団孝和会 介護老人保健施設能見台パートリア 

間宮 伸夫 社会福祉法人同塵会 特別養護老人ホーム芙蓉苑 

石川 友紀 社会福祉法人泉正会 スプリングガーデン瀬谷 

田中 陽平 社会福祉法人報徳会 特別養護老人ホーム はなさか 

田島 利子 お茶の水ケアサービス学院 

北村 明美 社会福祉法人ユーアイ二十一 太陽の家 

似鳥 恵美 社会福祉法人八寿会 特別養護老人ホームみどりの園 

成島 奈緒美 社会福祉法人富士美 高齢者総合福祉センターヒューマン 

鈴木 康祐 社会福祉法人シルヴァーウィング 特別養護老人ホーム 新とみ 

瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 

  

（（１１３３））障障害害者者 IITT 利利活活用用推推進進委委員員会会  

開催日 主な議題 

R7.3.19 

・障害者 ITサポートシステム運用事業の報告 

・SNS（Facebook）による情報提供事業の報告 

・相談対応事業の報告 

・障害者 IT利活用推進事業オンラインセミナーの報告 

・神奈川県より共有事項 

委員名 所属・役職（敬称略 ◎座長） 

◎小川 喜道 神奈川工科大学 名誉教授 地域連携・貢献センター センター長 

青山 しのぶ 神奈川県ライトセンター 事業課 支援係長 

柏原 康徳 神奈川リハビリテーション病院 研究部リハビリテーション工学研究室 

畠中 規 横浜市総合リハビリテーションセンター 研究開発課 

瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事長 

  

（（１１４４））かかななががわわ福福祉祉大大学学校校カカリリキキュュララムム検検討討委委員員会会  

開催日 主な議題 

R6.8.8 

R6.12.19 

・開校に向けた進捗について 

・カリキュラム（案）について 

委員名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

◎井手 英策 慶応大学 経済学部 教授 

名和田 是彦 法政大学 法学部 教授 

吉備 カヨ 株式会社ジョビア 代表取締役社長 

大澤 靖史 神奈川県福祉子どもみらい局福祉部 部長 

加藤 忠相 株式会社あおいけあ 代表取締役社長 

瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事長 
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本山 亮佑 社会福祉法人東洋会  

星野 光彦 社会福祉法人よるべ会 

野中 康弘 株式会社ケアクオリティ 

◎今村 真 社会福祉法人吉祥会 特別養護老人ホーム寒川ホーム 

小泉 隆一郎 社会福祉法人泉心会 高齢者総合支援センター泉心荘 

益田 康輔 株式会社リフシア 

高橋 大輔 社会福祉法人麗寿会 ふれあいの麗寿 

遠藤 圭 社会福祉法人合掌苑 

小谷 昌司 医療法人社団柴健会 

清水 千津 社会福祉法人隆徳会 特別養護老人ホームサニーヒル横浜 

中村 洋平 社会福祉法人伸こう福祉会  

小川 崇 社会福祉法人峰延会 特別養護老人ホーム峰の郷 

藤野 宏史 社会福祉法人清光会 特別養護老人ホーム新横浜さわやか苑 

○竹山 大二郎 社会福祉法人秀峰会  

木内 菜穂子 社会福祉法人和みの会 特別養護老人ホーム和みの園 

佐々木 隆行 医療法人社団孝和会 介護老人保健施設能見台パートリア 

間宮 伸夫 社会福祉法人同塵会 特別養護老人ホーム芙蓉苑 

石川 友紀 社会福祉法人泉正会 スプリングガーデン瀬谷 

田中 陽平 社会福祉法人報徳会 特別養護老人ホーム はなさか 

田島 利子 お茶の水ケアサービス学院 

北村 明美 社会福祉法人ユーアイ二十一 太陽の家 

似鳥 恵美 社会福祉法人八寿会 特別養護老人ホームみどりの園 

成島 奈緒美 社会福祉法人富士美 高齢者総合福祉センターヒューマン 

鈴木 康祐 社会福祉法人シルヴァーウィング 特別養護老人ホーム 新とみ 

瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 

  

（（１１３３））障障害害者者 IITT 利利活活用用推推進進委委員員会会  

開催日 主な議題 

R7.3.19 

・障害者 ITサポートシステム運用事業の報告 

・SNS（Facebook）による情報提供事業の報告 

・相談対応事業の報告 

・障害者 IT利活用推進事業オンラインセミナーの報告 

・神奈川県より共有事項 

委員名 所属・役職（敬称略 ◎座長） 

◎小川 喜道 神奈川工科大学 名誉教授 地域連携・貢献センター センター長 

青山 しのぶ 神奈川県ライトセンター 事業課 支援係長 

柏原 康徳 神奈川リハビリテーション病院 研究部リハビリテーション工学研究室 

畠中 規 横浜市総合リハビリテーションセンター 研究開発課 

瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事長 

  

（（１１４４））かかななががわわ福福祉祉大大学学校校カカリリキキュュララムム検検討討委委員員会会  

開催日 主な議題 

R6.8.8 

R6.12.19 

・開校に向けた進捗について 

・カリキュラム（案）について 

委員名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

◎井手 英策 慶応大学 経済学部 教授 

名和田 是彦 法政大学 法学部 教授 

吉備 カヨ 株式会社ジョビア 代表取締役社長 

大澤 靖史 神奈川県福祉子どもみらい局福祉部 部長 

加藤 忠相 株式会社あおいけあ 代表取締役社長 

瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事長 

  

 
 

（（１１５５））障障ががいい者者ピピアアササポポーートト研研修修実実行行委委員員会会  

開催日 主な議題 

R6.5.20 

R6.7.5 

R7.1.6 

R7.3.18 

・研修カリキュラム、研修計画（案）について 

・講師・ファシリテーター調整の進捗状況、研修実施案内（案）について 

・基礎研修の実施報告、専門研修について 

・専門研修の実施報告、フォローアップ研修（7年度実施）について 

委員名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

◎岩崎 香 早稲田大学 人間科学学術院 教授 

吉野 智 PwCコンサルティング合同会社 マネージャー 

平良 幸司 横浜市保土ケ谷区生活支援センター 所長 

田村 大幸 神株式会社こねくと 代表取締役 

竹内 幸夫 神奈川県ライトセンター 

桑折 良一 社会福祉法人ル・プリ 事務局長 

  

（（１１６６））孤孤独独・・孤孤立立対対策策担担いい手手育育成成支支援援検検討討委委員員会会  

開催日 主な議題 

R6.8.27 

R7.1.29 

R7.3.13 

・県内の孤独・孤立対策の取組み状況について 

・活動法人に対する伴奏支援について 

・孤独・孤立対策推進フォーラム開催について 

・次年度以降における取り組みの方向性について 

委員名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

◎大江 守之 慶應義塾大学 総合政策学部 名誉教授 

谷川 由紀 神奈川県 福祉子どもみらい局 福祉部 生活困窮者対策担当課長 

中里 孝二 神奈川県 政策局 政策部 NPO協働推進課 課長 

伊吾田 善行 認定 NPO法人市民セクターよこはま 横浜市 市民協働推進センター センター長 

薬師寺 朴 社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会 総務企画部 企画課 課長 

瀧井 明 神奈川県住宅供給公社 賃貸事業部 部長 

瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事長 

  

（（１１７７））第第 1122 回回かかななががわわ福福祉祉ササーービビスス大大賞賞審審査査委委員員会会  

開催日 主な議題 

R7.1.9 

・かながわ福祉サービス大賞応募状況について 

・選考方法について 

・一次審査および講評 

委員名 所属・役職（敬称略 ◎委員長） 

◎井手 英策 慶應義塾大学経済学部 教授 

井口 健一郎 社会福祉法人小田原福祉会 理事 

太田 久美子 神奈川県福祉子どもみらい局 子どもみらい部 部長 

加藤 忠相 株式会社あおいけあ 代表取締役 

鈴木 智香子 NPO法人市民セクターよこはま 理事長 

瀬戸 恒彦 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事長 

林 義亮 神奈川新聞 元取締役統合編集局長・取締役論説主幹 

星野 光彦 社会福祉法人よるべ会 法人事務局 

  

    



- 112 -
 

 

４４  会会員員一一覧覧  

公公益益社社団団法法人人かかななががわわ福福祉祉ササーービビスス振振興興会会  会会員員一一覧覧  
（令和７年５月１５日現在） 

 

正正会会員員（（一一般般４４１１団団体体））  

株式会社セレモニア 

株式会社ツクイ 

神奈川県生活協同組合連合会 

セントケア神奈川株式会社 

株式会社横浜ハウネス 

株式会社ヤマシタ 

株式会社ティー・シー・エス 

株式会社ファミリーサービス 

株式会社柴橋商会 

神田交通株式会社 

フランスベッド株式会社 

株式会社日本コンピュータコンサルタント 

サンタクシー株式会社 

株式会社ヘルスケア 

日興テクノス株式会社 

有限会社ウェルフィックス 

横浜エレベータ株式会社 

日総ニフティ株式会社 

株式会社ヘルスアンドヘルス 

株式会社メディケアー 

生活協同組合ユーコープ 

株式会社ニチイ学館 

株式会社ベネッセスタイルケア 

社会福祉法人いきいき福祉会 

生活協同組合パルシステム神奈川 

社会福祉法人清光会 

社会福祉法人合掌苑 

神奈川ロイヤル株式会社 

一般社団法人かながわ土地建物保全協会 

株式会社小俣組 

公益社団法人かながわ住まいまちづくり協会 

株式会社リフレ 

ALSOK介護株式会社 

株式会社昌英 

富士ソフト株式会社 

SOMPOケア株式会社 

株式会社TAKT-JAPAN 

株式会社YSタレント 

株式会社リビングプラットフォームケア 

公益財団法人かながわ健康財団 

医療法人社団神樹会 

正正会会員員（（県県市市町町村村３３４４団団体体））  

神奈川県 

横浜市 

川崎市 

横須賀市 

鎌倉市 

逗子市 

三浦市 

葉山町 

相模原市 

厚木市 

大和市 

海老名市 

座間市 

綾瀬市 

平塚市 

愛川町 

清川村 

藤沢市 

茅ヶ崎市 

秦野市 

大磯町 

伊勢原市 

寒川町 

二宮町 

南足柄市 

中井町 

大井町 

松田町 

山北町 

開成町 

小田原市 

箱根町 

真鶴町 

湯河原町 
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４４  会会員員一一覧覧  

公公益益社社団団法法人人かかななががわわ福福祉祉ササーービビスス振振興興会会  会会員員一一覧覧  
（令和７年５月１５日現在） 

 

正正会会員員（（一一般般４４１１団団体体））  

株式会社セレモニア 

株式会社ツクイ 

神奈川県生活協同組合連合会 

セントケア神奈川株式会社 

株式会社横浜ハウネス 

株式会社ヤマシタ 

株式会社ティー・シー・エス 

株式会社ファミリーサービス 

株式会社柴橋商会 

神田交通株式会社 

フランスベッド株式会社 

株式会社日本コンピュータコンサルタント 

サンタクシー株式会社 

株式会社ヘルスケア 

日興テクノス株式会社 

有限会社ウェルフィックス 

横浜エレベータ株式会社 

日総ニフティ株式会社 

株式会社ヘルスアンドヘルス 

株式会社メディケアー 

生活協同組合ユーコープ 

株式会社ニチイ学館 

株式会社ベネッセスタイルケア 

社会福祉法人いきいき福祉会 

生活協同組合パルシステム神奈川 

社会福祉法人清光会 

社会福祉法人合掌苑 

神奈川ロイヤル株式会社 

一般社団法人かながわ土地建物保全協会 

株式会社小俣組 

公益社団法人かながわ住まいまちづくり協会 

株式会社リフレ 

ALSOK介護株式会社 

株式会社昌英 

富士ソフト株式会社 

SOMPOケア株式会社 

株式会社TAKT-JAPAN 

株式会社YSタレント 

株式会社リビングプラットフォームケア 

公益財団法人かながわ健康財団 

医療法人社団神樹会 

正正会会員員（（県県市市町町村村３３４４団団体体））  

神奈川県 

横浜市 

川崎市 

横須賀市 

鎌倉市 

逗子市 

三浦市 

葉山町 

相模原市 

厚木市 

大和市 

海老名市 

座間市 

綾瀬市 

平塚市 

愛川町 

清川村 

藤沢市 

茅ヶ崎市 

秦野市 

大磯町 

伊勢原市 

寒川町 

二宮町 

南足柄市 

中井町 

大井町 

松田町 

山北町 

開成町 

小田原市 

箱根町 

真鶴町 

湯河原町 

 

 
 

 
 

賛賛助助会会員員（（１１４４００団団体体）） 

十全堂株式会社 

東京海上日動火災保険株式会社 

大栄電子株式会社 

医療法人社団三喜会 

株式会社神奈川新聞社 

株式会社デベロ 

株式会社ニチイケアパレス 

株式会社テレビ神奈川 

一般社団法人神奈川県商工会議所連合会 

社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会 

横浜エフエム放送株式会社 

かながわ信用金庫 

株式会社アプルール 

株式会社ハンドベル・ケア 

株式会社サンエイ 高千穂事業部 

工藤建設株式会社 

神奈川高齢者生活協同組合 

株式会社マザーライク 

株式会社イノベイションオブメディカルサービス 

社会福祉法人湯河原福祉会 

社会福祉法人たすけあいゆい 

社会福祉法人惠伸会 

クリエーティブカミヤ株式会社（湘南営業所） 

エィチ・ビーアンドシー株式会社 

社会福祉法人研水会 

株式会社北全 

有限会社ひかりケアサービス 

一般財団法人同友会 

社会福祉法人日本医療伝道会 

株式会社双和 

株式会社ジャストアメニティ 

一般社団法人神奈川県介護支援専門員協会 

株式会社カナミックネットワーク 

一般社団法人神奈川県鍼灸マッサージ師会 

株式会社アイシマ 

社会福祉法人たすけあい泉 

社会福祉法人山根会 

大塚製薬株式会社（首都圏第二支店） 

株式会社日本ライフデザイン 

株式会社ＹＳナーシング 

セコムフォート株式会社 

サクラサービス株式会社 

スミリンフィルケア株式会社 

一般社団法人全国介護付きホーム協会 

医療法人社団景翠会 

三菱HCキャピタル信託株式会社 

株式会社クローバーエイト 

社会福祉法人愛生福祉会 

有限会社あいぜん 

公益社団法人横浜市福祉事業経営者会 

一般社団法人かながわ福祉居住推進機構 

大和ハウスライフサポート株式会社 

一般社団法人C.C.Net 

株式会社ケアプロデュース（有料老人ﾎｰﾑ情報館）

社会福祉法人聖隷福祉事業団 

株式会社カスタムメディカル研究所 

ケアミックス株式会社 

三昌商事株式会社 

社会福祉法人百鷗 

株式会社ベストライフジャパン 

社会福祉法人伸こう福祉会 

株式会社アミー 

有限会社真全 

社会福祉法人横浜大陽会 

社会福祉法人ユーアイ二十一 

パナソニックホームズ株式会社（神奈川支社） 

東邦ホールディングス株式会社 

トーテックアメニティ株式会社 

株式会社旭広告社 

パラマウントベッド株式会社（横浜支店） 

お茶の水ケアサービス学院株式会社 

マッスル株式会社 

株式会社バイオシルバー 

キング通信工業株式会社 

医療法人裕徳会（介護老人保健施設ひとりざわ） 

公益社団法人神奈川県看護協会 

ヒューマンライフケア株式会社 

一般社団法人日本ユニットケア推進センター 

株式会社金星 

株式会社Z-Works 

エイアイビューライフ株式会社 

ケアパートナー株式会社 

社会福祉法人親善福祉協会 

アド・ロールス株式会社 

コニカミノルタQOLソリューションズ株式会社 

株式会社大塚商会 
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賛賛助助会会員員（（１１４４００団団体体））  

キャノンシステムアンドサポート株式会社 

株式会社ジェイテクト  

株式会社SHINKO 

エヌ・デーソフトウェア株式会社 

湘南ロボケアセンター株式会社 

東日本電信電話株式会社株式会社 

TAOS研究所 

株式会社ミナオス 

リコージャパン株式会社 

公益財団法人介護労働安定センター神奈川支所 

株式会社マクニカ 

東京エレクトロンデバイス株式会社 

ノーリツプレシジョン株式会社 

株式会社エフエージェイ 

株式会社オリエントテクノロジー 

株式会社ロジック 

株式会社テクノスジャパン 

日本セイフティー株式会社 

アロン化成株式会社 

システムファイブ株式会社 

株式会社メティスコム 

エコナビスタ株式会社 

株式会社カストル 

社会福祉法人シルヴァーウィング 

沖電気工業株式会社 

クロスインダストリー事業推進センター事業開発第二部 

株式会社ラムロック 

竹田印刷株式会社 

株式会社アルコ 

株式会社エヌジェイアイ 

株式会社アイポケット 

株式会社ケアコネクトジャパン 

積水化学工業株式会社 

株式会社光洋 

東京海上日動ベターライフサービス株式会社 

社会福祉法人湘南望星会 

株式会社エス・エム・エス 

介護・障害福祉経営支援事業本部ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ&ｾｰﾙｽ統括部 

株式会社アマノ 

株式会社ビーシステム 

酒井医療株式会社 

株式会社アイネット 

株式会社walkey 

ペットコミュニケーションズ株式会社 

株式会社アシスト・ワン 

特定非営利活動法人グループたすけあい 

特定非営利活動法人たすけあいあさひ 

特定非営利活動法人たすけあい多摩 

特定非営利活動法人港南たすけあい心 

特定非営利活動法人あしほ 

特定非営利活動法人市民セクターよこはま 

特定非営利活動法人ワーカーズ・コレクティブ想 

特定非営利活動法人たすけあい・ゆりの木 

特定非営利活動法人ワーカーズわくわく 

よこはま地域ネット24 
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賛賛助助会会員員（（１１４４００団団体体））  

キャノンシステムアンドサポート株式会社 

株式会社ジェイテクト  

株式会社SHINKO 

エヌ・デーソフトウェア株式会社 

湘南ロボケアセンター株式会社 

東日本電信電話株式会社株式会社 

TAOS研究所 

株式会社ミナオス 

リコージャパン株式会社 

公益財団法人介護労働安定センター神奈川支所 

株式会社マクニカ 

東京エレクトロンデバイス株式会社 

ノーリツプレシジョン株式会社 

株式会社エフエージェイ 

株式会社オリエントテクノロジー 

株式会社ロジック 

株式会社テクノスジャパン 

日本セイフティー株式会社 

アロン化成株式会社 

システムファイブ株式会社 

株式会社メティスコム 

エコナビスタ株式会社 

株式会社カストル 

社会福祉法人シルヴァーウィング 

沖電気工業株式会社 

クロスインダストリー事業推進センター事業開発第二部 

株式会社ラムロック 

竹田印刷株式会社 

株式会社アルコ 

株式会社エヌジェイアイ 

株式会社アイポケット 

株式会社ケアコネクトジャパン 

積水化学工業株式会社 

株式会社光洋 

東京海上日動ベターライフサービス株式会社 

社会福祉法人湘南望星会 

株式会社エス・エム・エス 

介護・障害福祉経営支援事業本部ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ&ｾｰﾙｽ統括部 

株式会社アマノ 

株式会社ビーシステム 

酒井医療株式会社 

株式会社アイネット 

株式会社walkey 

ペットコミュニケーションズ株式会社 

株式会社アシスト・ワン 

特定非営利活動法人グループたすけあい 

特定非営利活動法人たすけあいあさひ 

特定非営利活動法人たすけあい多摩 

特定非営利活動法人港南たすけあい心 

特定非営利活動法人あしほ 

特定非営利活動法人市民セクターよこはま 

特定非営利活動法人ワーカーズ・コレクティブ想 

特定非営利活動法人たすけあい・ゆりの木 

特定非営利活動法人ワーカーズわくわく 

よこはま地域ネット24 

５ 会員のご案内

公益社団法人かながわ福祉サービス振興会は、神奈川県および県内すべての市町村、民間企業、

特定非営利活動法人など多様な団体・法人から構成される社団法人として平成 9 年 3 月に設立さ

れました。以来、利用者のサービス選択に資する情報システムの開発・運用、介護サービスの質

を高める評価制度の構築、介護人財の育成など、様々な事業を推進してまいりました。

当会の基本理念は、福祉・介護サービスの振興と質の向上を通じて、誰もが安心して暮らせる

豊かな社会の実現を目指すことにあります。その実現に向け、行政と民間企業・NPOとの連携協働

に加え、県民皆さまのご参加を得て、地域の福祉力を高める事業や政策提言に取り組んでまいり

ました。

今後も引き続き、神奈川における福祉のさらなる充実を目指し、高齢者、障がいのある方々は

じめ、すべての市民が住み慣れた地域で自立した生活が営めることができるよう、公益目的事業

の一層の充実を図ってまいります。

今後とも、当会の事業運営に対し、より一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げ

ます。

【会員特典】

・会員交流会、総会等の参加

・会員向けメールマガジンの購読

・会員向けメールマガジンへの情報掲載

・「介護サービス評価」の会員割引（法人会員のみ）

【会費】

【入会手続き】

◆法人会員

入会申込書に必要事項をご記入の上、法人の場合は次の書類を添付し、ご提出下さい。

・法人等の概要、定款、登記簿謄本(市民団体は事業計画等) 

    ・法人発行の案内書、パンフレット、会報等

入会申込書は、ホームページから入手可能です。

◆個人会員

ホームページの入会申込みフォームからお申込みいただけます。

ホームぺージはこちら https://www.kanafuku.jp/

会員種別 入会金 年会費 会費納入方法

法人正会員 ５万円 １２万円 一括または２回分割

法人賛助会員 1 万円
６万円

（市民団体は 1 万円）

一括または２回分割

（市民団体は一括のみ）

個人会員 な し ３,０００円 一 括
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